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１章 基準適合性
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1. 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備

蒸発乾固に対処するための設備は，蒸発乾固の発生の防止のための設

備，蒸発乾固の拡大の防止のための設備で構成する。 

また，蒸発乾固の発生の防止のための設備は，安全冷却水の内部ルー

プ通水を実施するための設備で構成し，蒸発乾固の拡大の防止のための設

備は，貯水槽から機器注水を実施するための設備安全冷却水の冷却コイル

通水を実施するための設備，セルへの導出経路の構成等を実施するため設

備及びセル排気系を代替する排気系の構成を実施するため設備で構成する。 

1.1 蒸発乾固の発生の防止のための設備 

安全冷却系の冷却機能が喪失した場合，代替安全冷却水系の内部ルー

プ配管に通水するため，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可

搬型排水受槽，可搬型建屋内ホース，弁等を敷設し，内部ループに水を供

給するために，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，

貯水槽から建屋へ水を供給するための経路を構築する。また，可搬型建屋

外ホース，可搬型建屋内ホース及び内部ループの給水口を接続することで，

建屋へ供給された水を内部ループへ供給するための経路を構築する。 

冷却に使用した排水を貯水槽へ移送するため，内部ループの排水口及

び可搬型建屋内ホースを接続し，建屋近傍に設置した可搬型排水受槽への

排水経路を構築する。また，可搬型排水受槽，可搬型建屋外ホース及び可

搬型中型移送ポンプを接続し，可搬型排水受槽から貯水槽への排水経路を

構築する。 

給水側の可搬型中型移送ポンプを運転することで，貯水槽から内部ル

ープへ通水する。冷却に用いた冷却水は，可搬型排水受槽に一旦貯留した

後，排水側の可搬型中型移送ポンプを運転することで，敷設した排水経路
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を経由して貯水槽に排水し，再び，内部ループへの通水の水源として用い

る 

1.1.1 安全冷却水の内部ループ通水を実施するための設備 

内部ループへの通水を実施するために使用する，設計基準設備と兼用

する代替安全冷却水系の内部ループ配管は，常設重大事故等対処設備とし

て位置付ける。貯水槽は，常設重大事故等対処設備として新たに設置する。

また，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポン

プ運搬車，ホース展張車，運搬車，可搬型排水受槽及び可搬型建屋内ホー

スを可搬型重大事故等対処設備として新たに整備する。

主要な設備は，以下のとおりとする。

ⅰ） 常設重大事故等対処設備 

ａ） 代替安全冷却水系 

ａ－１） 内部ループ配管・弁（設計基準設備兼用） 

ａ－２） 冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管・弁 

（設計基準設備兼用） 

ｂ） 貯水槽を水源とした場合に用いる設備 

ｂ－１） 第１貯水槽 

ｂ－２） 第２貯水槽 

ⅱ） 可搬型重大事故等対処設備 

ａ） 代替安全冷却水系 

ａ－１） 可搬型建屋内ホース 

ａ－２） 可搬型中型移送ポンプ 

ａ－３） 可搬型建屋外ホース 

ａ－４） 可搬型排水受槽 
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ａ－５） 可搬型中型移送ポンプ運搬車 

ａ－６） ホース展張車

ａ－７） 運搬車 

ｂ） 計装設備の重大事故等対処計装設備 

ｂ－１） 可搬型貯槽温度計 

ｂ－２） 可搬型膨張槽液位計 

ｂ－３） 可搬型冷却水流量計 

ｂ－４） 可搬型建屋供給冷却水流量計 

ｂ－５） 可搬型冷却水排水線量計 

ｃ） 電源設備 

ｃ－１） 軽油貯蔵タンク 

ｃ－２） 軽油用タンク ローリ 

1.2 蒸発乾固の拡大の防止のための設備 

発生防止対策が機能しなかった場合に備え，代替安全冷却水系の機器

注水配管に注水するため，発生防止対策で敷設する可搬型中型移送ポンプ

の下流側に，貯槽等内に注水するための可搬型建屋内ホース，弁等を設置

し，可搬型建屋内ホースと機器注水配管の接続口を接続する。 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合には，液位低下及びこれによる濃

縮の進行を防止するため，液位を一定範囲に維持するよう，貯水槽の水を

貯槽等内へ注水する。 

また，事態を収束させるため，代替安全冷却水系の冷却コイル又は冷

却ジャケット配管に通水を実施するため，発生防止対策で敷設する，可搬

型中型移送ポンプの下流側に，冷却コイル等への通水のための可搬型建屋

内ホース，弁等を敷設し，可搬型建屋内ホースと各貯槽等の冷却コイル等
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の接続口を接続した後，貯水槽の水を冷却コイル等へ通水する。貯槽等内

の高レベル廃液等の冷却に用いた冷却水は，内部ループへの通水と同じよ

うに，排水経路を経由して貯水槽に排水し，再び，冷却コイル等への通水

の水源として用いる。 

また，高レベル廃液等が沸騰に至る場合に備え，塔槽類廃ガス処理設

備の隔離弁を閉止することで，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，貯

槽等からの排気をセルに導出するための常設の排気経路に設置する弁を開

く。本対応と並行して，当該排気経路に設置した凝縮器へ冷却水を供給す

るため，発生防止対策で敷設する可搬型中型移送ポンプの下流側に，凝縮

器へ通水するための可搬型建屋内ホース，弁等を敷設し，可搬型建屋内ホ

ース及び凝縮器の接続口を接続し，貯水槽の水を凝縮器に通水する。高レ

ベル廃液等が沸騰に至った場合には，排気をセルに導出する前に，排気経

路上の凝縮器により排気中の蒸気を凝縮させると共に，凝縮器下流側に設

置した高性能粒子フィルタにより放射性物質を除去する。 

凝縮器の冷却に用いた冷却水は，内部ループへの通水と同じように排

水経路を経由して貯水槽に排水し，再び，凝縮器への通水の水源として用

いる。 

なお，凝縮器下流側に設置した高性能粒子フィルタの差圧が，凝縮器

通過後の排気の湿分により上昇する場合には，高性能粒子フィルタをバイ

パスしてセルに導出する。 

貯槽等内においては，放射線分解により常に水素が発生しているため，

本重大事故が発生した場合においても，継続して水素掃気を実施する必要

がある。一方，本重大事故時には，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，

貯槽等からの排気をセルに導出する。この際，セル排気系の排風機が機能

喪失している場合，導出先セルの圧力が上昇し，排気系統以外の場所から，
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放射性物質を含む気体の漏えいが生じる可能性があるが，高レベル廃液等

が沸騰に至る前であれば，排気に含まれる放射性物質の濃度は平常運転時

と同程度であり，セルへ導出する前に，高性能粒子フィルタで除去するこ

と，また，排気経路以外の経路から漏えいが生じる可能性がある時間も，

最も長い建屋で約３時間程度であり，大気中への建屋内の移行経路を踏ま

えればその影響はわずかである。 

また，前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等について

は，気相部の体積が大きく，水素濃度の上昇が緩やかであることから，導

出先のセル圧力上昇を抑制するため，水素掃気用の圧縮空気の供給を停止

し，セル内の圧力上昇を防止する。 

セルへの放射性物質の導出後においては，セル排気系の高性能粒子フ

ィルタは一段であることから，代替排気系として，可搬型排風機，可搬型

発電機，可搬型ダクト，可搬型フィルタを２段敷設し，主排気筒へつなが

るよう，可搬型排風機，可搬型ダクト及び可搬型フィルタを接続し，可搬

型ダクト及びセル排気系を接続した後，可搬型排風機を運転することで，

放射性エアロゾルを可搬型フィルタの高性能粒子フィルタで除去しつつ主

排気筒から大気中に放出する。 

1.2.1 貯水槽から機器注水を実施するための設備 

貯水槽から機器への注水を実施するため，設計基準設備と兼用する機器

注水配管は，常設重大事故等対処設備として位置付ける。貯水槽は，常設

重大事故等対処設備として新たに設置する。また，可搬型建屋外ホース，

可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運

搬車，及び可搬型建屋内ホースは，可搬型重大事故等対処設備として新た

に整備する。 
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また，機器への注水の信頼性向上のため，機器への注水専用の２系統

の独立した機器注水配管を常設重大事故等対処設備として位置付けるとと

もに，放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備の

水素爆発未然防止設備及び水素爆発拡大防止設備を用いて機器への注水を

実施するため、放射線分解により発生する水素による爆発に対処するため

の設備の水素爆発未然防止設備及び水素爆発拡大防止設備の一部を貯水槽

から機器への注水を実施するための設備に位置付ける。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

ⅰ） 常設重大事故等対処設備 

ａ） 代替安全冷却水系 

ａ－１） 機器注水配管・弁（設計基準設備兼用） 

ｂ） 貯水槽を水源とした場合に用いる設備 

ｂ－１） 第１貯水槽 

ｂ－２） 第２貯水槽 

ⅱ） 可搬型重大事故等対処設備 

ａ） 代替安全冷却水系 

ａ－１） 可搬型建屋内ホース 

ａ－２） 可搬型中型移送ポンプ 

ａ－３） 可搬型建屋外ホース 

ａ－５） 可搬型中型移送ポンプ運搬車 

ａ－６） ホース展張車 

ａ－７） 運搬車 

ｂ） 計装設備の重大事故等対処計装設備 

ｂ－１） 可搬型貯槽温度計 

ｂ－２） 可搬型貯槽液位計 
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ｂ－３） 可搬型機器注水流量計 

ｂ－４） 可搬型建屋供給冷却水流量計 

ｃ） 電源設備 

ｃ－１） 軽油貯蔵タンク 

ｃ－２） 軽油用タンク ローリ 

1.2.2 安全冷却水の冷却コイル通水を実施するための設備 

安全冷却水の冷却コイル通水を実施するため，設計基準設備と兼用す

る冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管は，常設重大事故等対処設備と

して位置付ける。貯水槽は，常設重大事故等対処設備として新たに設置す

る。また，可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送

ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車，可搬型排水受槽及び可搬型建屋内

ホースを可搬型重大事故等対処設備として新たに整備する。

主要な設備は，以下のとおりとする。

ⅰ） 常設重大事故等対処設備 

ａ） 代替安全冷却水系 

ａ－１） 冷却コイル又は冷却ジャケット配管・弁 

（設計基準設備兼用） 

ｂ） 貯水槽を水源とした場合に用いる設備 

ｂ－１） 第１貯水槽 

ｂ－２） 第２貯水槽 

ⅱ） 可搬型重大事故等対処設備 

ａ） 代替安全冷却水系 

ａ－１） 可搬型建屋内ホース 

ａ－２） 可搬型中型移送ポンプ 
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ａ－３） 可搬型建屋外ホース 

ａ－４） 可搬型排水受槽 

ａ－５） 可搬型中型移送ポンプ運搬車 

ａ－６） ホース展張車

ａ－７） 運搬車 

ｂ） 計装設備の重大事故等対処計装設備 

ｂ－１） 可搬型貯槽温度計 

ｂ－２） 可搬型冷却コイル圧力計 

ｂ－３） 可搬型冷却水流量計 

ｂ－４） 可搬型建屋供給冷却水流量計 

ｂ－５） 可搬型冷却水排水線量計 

ｃ） 電源設備 

ｃ－１） 軽油貯蔵タンク 

ｃ－２） 軽油用タンク ローリ 

1.2.3 セルへの導出経路の構成等を実施するため設備 

セルへの導出経路の構成等を実施するため，設計基準設備と兼用する

代替塔槽類廃ガス処理設備の配管，隔離弁は，常設重大事故等対処設備と

して位置づける。塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，凝

縮器，凝縮液回収系及び貯水槽は，常設重大事故等対処設備として新たに

設置する。可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送

ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車，可搬型排水受槽及び可搬型建屋内

ホースを可搬型重大事故等対処設備として新たに整備する。

主要な設備は，以下のとおりとする。

ⅰ） 常設重大事故等対処設備 
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ａ） 代替塔槽類廃ガス処理設備 

ａ－１） 配管（設計基準設備兼用） 

ａ－２） 隔離弁（設計基準設備兼用） 

ａ－３） 水封安全器（設計基準設備兼用） 

ａ－４） 塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット 

ａ－５） 塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット 

（フィルタ）

ａ－６） 凝縮器 

ａ－７） 凝縮液回収系 

ｂ） 貯水槽を水源とした場合に用いる設備 

ｂ－１） 第１貯水槽 

ｂ－２） 第２貯水槽 

ⅱ） 可搬型重大事故等対処設備 

ａ） 代替塔槽類廃ガス処理設備 

ａ－１） 可搬型建屋内ホース 

ａ－２） 可搬型中型移送ポンプ 

ａ－３） 可搬型建屋外ホース 

ａ－４） 可搬型排水受槽 

ａ－５） 可搬型中型移送ポンプ運搬車 

ａ－６） ホース展張車

ａ－７） 運搬車 

ｂ） 計装設備の重大事故等対処計装設備 

ｂ－１） 可搬型建屋供給冷却水流量計 

ｂ－２） 可搬型冷却水排水線量計 

ｂ－３） 可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 
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ｂ－４） 可搬型導出先セル圧力計 

ｂ－５） 可搬型凝縮器出口排気温度計 

ｂ－６） 可搬型凝縮器通水流量計 

ｃ） 電源設備 

ｃ－１） 軽油貯蔵タンク 

ｃ－２） 軽油用タンク ローリ 

 

1.2.4 セル排気系を代替する排気系の構成を実施するため設備 

セル排気系を代替する排気系の構成を実施するため，設計基準設備と

兼用する代替換気設備の常設重大事故等対処設備のダクトは，常設重大事

故等対処設備として位置づける。重大事故対処用母線は，常設重大事故等

対処設備として新たに設置する。また，可搬型重大事故等対処設備の可搬

型フィルタ，可搬型ダクト，可搬型排風機及び可搬型発電機を可搬型重大

事故等対処設備として新たに整備する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

ⅰ） 常設重大事故等対処設備 

ａ） 代替換気設備 

ａ－１） ダクト（設計基準設備兼用） 

ｂ） 電源設備 

ｂ－１） 重大事故対処用母線 

ⅱ） 可搬型重大事故等対処設備 

ａ） 代替換気設備 

ａ－１） 可搬型フィルタ 

ａ－２） 可搬型ダクト 

ａ－３） 可搬型排風機 
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ｂ） 計装設備の重大事故等対処計装設備 

ｂ－１） 可搬型導出先セル圧力計 

ｂ－２） 可搬型フィルタ差圧計 

ｃ） 電源設備 

ｃ－１） 軽油貯蔵タンク 

ｃ－２） 軽油用タンク ローリ 

ｃ－３） 可搬型発電機 

 

2. 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備の主な設計方針 

2.1 蒸発乾固の発生の防止のための設備 

2.1.1 安全冷却水の内部ループ通水を実施するための設備 

重大事故等対処施設は基準地震動の 1.2 倍の地震力を考慮しても機能

を維持できる設計とする。 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ，可搬型排水受槽及び電源設

備の軽油貯蔵タンクは，事象進展に応じた使用状況を踏まえて，必要な容

量を確保した設計とする。 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車，計装

設備の重大事故等対処計装設備の可搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型冷

却水排水線量計及び電源設備の軽油用タンク ローリは，重大事故等対策

を実施する建屋から離れた外部保管エリアに保管することで，安全冷却水

系と共通要因によって，同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る。 

代替安全冷却水系の内部ループに通水するために，建屋内に敷設する可

搬型建屋内ホース等は，本重大事故への対処を行う各建屋で，異なる複数

の場所に接続口を設けて，複数の敷設経路を設定し，敷設経路又はその近
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傍で内部火災，溢水及び化学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，それ

ぞれ故障時のバックアップを考慮した必要な個数を保管するとともに，建

屋外に設ける可搬型重大事故等対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，

建屋内に保管するものと同数を保管する。 

計装設備の重大事故等対処計装設備の可搬型冷却水流量計は，本重大事

故への対処を行う各建屋で，複数の設置経路を設定し，設置経路又はその

近傍で内部火災，溢水及び化学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，そ

れぞれ必要な個数を保管するとともに，建屋外に設ける可搬型重大事故等

対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，建屋内に保管するものと同数

を保管する。 

計装設備の重大事故等対処計装設備の可搬型貯槽温度計，可搬型膨張槽

液位計は，本重大事故への対処を行う各建屋の必要な場所に接続口を設け

て，複数の設置経路を設定し，設置経路又はその近傍で内部火災，溢水及

び化学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，必要な個数を保管するとと

もに，建屋外に設ける可搬型重大事故等対処設備の保管庫等を設置するエ

リアにも，建屋内に保管するものと同数を保管する。

建屋外に敷設する可搬型建屋外ホース等は，安全冷却水系を設置する建

屋から離れた外部保管エリアに保管することで，安全冷却水系と共通要因

により同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図るとともに，対処に

必要な個数に加え，故障時のバックアップを考慮した必要な個数を確保す

る。 

可搬型中型移送ポンプ等の屋外に敷設する可搬型重大事故等対処設備

（可搬型放射濃測定装置を除く）は，必要な個数及び故障時のバックアッ

プの個数を外部保管エリアに位置的分散を考慮して保管する。 

対策を実施するために必要となる燃料及び水は，燃料設備及び水供給設
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備で十分な量を確保する。 

対策を実施する際の各種の判断や操作のために必要な監視項目に対して，

必要な計測範囲及び精度を持った計測装置を設置する。 

代替安全冷却水系の内部ループ配管は，重大事故等発生時において，通

常時の系統構成から隔離又は分離された状態から，弁の操作や接続により，

速やかに系統構成の切り替えが可能な設計とし，可搬型建屋内ホースを接

続する常設重大事故等対処設備の接続口については，カプラ等による接続

により，可搬型建屋内ホースを速やかに，かつ，確実に接続することがで

きる設計とする。 

代替安全冷却水系は，安全冷却水系から速やかに切り替えられるものと

する。 

 

2.2 蒸発乾固の拡大の防止のための設備 

2.2.1 貯水槽から機器注水を実施するための設備 

重大事故等対処施設は，基準地震動の1.2倍の地震力を考慮しても機能

を維持できる設計とする。 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ及び電源設備の軽油貯蔵タン

クは，事象進展に応じた使用状況を踏まえて，必要な容量を確保した設計

とする。 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車，計装

設備の重大事故等対処計装設備の可搬型建屋供給冷却水流量計及び電源設

備の軽油用タンク ローリは，重大事故等対策を実施する建屋から離れた

外部保管エリアに保管することで，安全冷却水系と共通要因によって，同

時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る。 
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代替安全冷却水系の機器に注水するために，建屋内に敷設する可搬型建

屋内ホース等は，本重大事故への対処を行う各建屋で，異なる複数の場所

に接続口を設けて，複数の敷設経路を設定し，敷設経路又はその近傍で内

部火災，溢水及び化学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，それぞれ故

障時のバックアップを考慮した必要な個数を保管するとともに，建屋外に

設ける可搬型重大事故等対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，建屋

内に保管するものと同数を保管する。 

計装設備の重大事故等対処計装設備の可搬型機器注水流量計は，本重大

事故への対処を行う各建屋で，複数の設置経路を設定し，設置経路又はそ

の近傍で内部火災，溢水及び化学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，

それぞれ必要な個数を保管するとともに，建屋外に設ける可搬型重大事故

等対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，建屋内に保管するものと同

数を保管する。 

計装設備の重大事故等対処計装設備の可搬型貯槽温度計，可搬型膨張槽

液位計は，本重大事故への対処を行う各建屋の必要な場所に接続口を設け

て，複数の設置経路を設定し，設置経路又はその近傍で内部火災，溢水及

び化学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，必要な個数を保管するとと

もに，建屋外に設ける可搬型重大事故等対処設備の保管庫等を設置するエ

リアにも，建屋内に保管するものと同数を保管する。

建屋外に敷設する可搬型建屋外ホース等は，安全冷却水系を設置する建

屋から離れた外部保管エリアに保管することで，安全冷却水系と共通要因

により同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図るとともに，対処に

必要な個数に加え，故障時のバックアップを考慮した必要な個数を確保す

る。 

可搬型中型移送ポンプ等の屋外に敷設する可搬型重大事故等対処設備
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（可搬型放射濃測定装置を除く）は，必要な個数及び故障時のバックアッ

プの個数を外部保管エリアに位置的分散を考慮して保管する。 

対策を実施するために必要となる燃料及び水は，燃料設備及び水供給設

備で十分な量を確保する。 

対策を実施する際の各種の判断や操作のために必要な監視項目に対して，

必要な計測範囲及び精度を持った計測装置を設置する。 

代替安全冷却水系の機器注水配管は，重大事故等発生時において，通常

時の系統構成から隔離又は分離された状態から，弁の操作や接続により，

速やかに系統構成の切り替えが可能な設計とし，可搬型建屋内ホースを接

続する常設重大事故等対処設備の接続口については，カプラ等による接続

により，可搬型建屋内ホースを速やかに，かつ，確実に接続することがで

きる設計とする。 

代替安全冷却水系は，安全冷却水系から速やかに切り替えられるものと

する。 

 

2.2.2 安全冷却水の冷却コイル通水を実施するための設備 

重大事故等対処施設は基準地震動の 1.2 倍の地震力を考慮しても機能

を維持できる設計とする。 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ，可搬型排水受槽及び電源設

備の軽油貯蔵タンクは，事象進展に応じた使用状況を踏まえて，必要な容

量を確保した設計とする。 

代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬

型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車，計装

設備の重大事故等対処計装設備の可搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型冷

却水排水線量計及び電源設備の軽油用タンク ローリは，重大事故等対策
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を実施する建屋から離れた外部保管エリアに保管することで，安全冷却水

系と共通要因によって，同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る。 

代替安全冷却水系の冷却コイル又は冷却ジャケットに通水するために，

建屋内に敷設する可搬型建屋内ホース等は，本重大事故への対処を行う各

建屋で，異なる複数の場所に接続口を設けて，複数の敷設経路を設定し，

敷設経路又はその近傍で内部火災，溢水及び化学薬品の漏えいの影響を考

慮した場所に，それぞれ故障時のバックアップを考慮した必要な個数を保

管するとともに，建屋外に設ける可搬型重大事故等対処設備の保管庫等を

設置するエリアにも，建屋内に保管するものと同数を保管する。 

計装設備の重大事故等対処計装設備の可搬型冷却水流量計は，本重大事

故への対処を行う各建屋で，複数の設置経路を設定し，設置経路又はその

近傍で内部火災，溢水及び化学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，そ

れぞれ必要な個数を保管するとともに，建屋外に設ける可搬型重大事故等

対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，建屋内に保管するものと同数

を保管する。 

計装設備の重大事故等対処計装設備の可搬型貯槽温度計，可搬型膨張槽

液位計は，本重大事故への対処を行う各建屋の必要な場所に接続口を設け

て，複数の設置経路を設定し，設置経路又はその近傍で内部火災，溢水及

び化学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，必要な個数を保管するとと

もに，建屋外に設ける可搬型重大事故等対処設備の保管庫等を設置するエ

リアにも，建屋内に保管するものと同数を保管する。 

建屋外に敷設する可搬型建屋外ホース等は，安全冷却水系を設置する建

屋から離れた外部保管エリアに保管することで，安全冷却水系と共通要因

により同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図るとともに，対処に

必要な個数に加え，故障時のバックアップを考慮した必要な個数を確保す
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る。 

可搬型中型移送ポンプ等の屋外に敷設する可搬型重大事故等対処設備

（可搬型放射濃測定装置を除く）は，必要な個数及び故障時のバックアッ

プの個数を外部保管エリアに位置的分散を考慮して保管する。 

対策を実施するために必要となる燃料及び水は，燃料設備及び水供給設

備で十分な量を確保する。 

対策を実施する際の各種の判断や操作のために必要な監視項目に対して，

必要な計測範囲及び精度を持った計測装置を設置する。 

代替安全冷却水系の冷却コイル又は冷却ジャケット配管は，重大事故等

発生時において，通常時の系統構成から隔離又は分離された状態から，弁

の操作や接続により，速やかに系統構成の切り替えが可能な設計とし，可

搬型建屋内ホースを接続する常設重大事故等対処設備の接続口については，

カプラ等による接続により，可搬型建屋内ホースを速やかに，かつ，確実

に接続することができる設計とする。 

代替安全冷却水系は，安全冷却水系から速やかに切り替えられるものと

する。 

2.2.3 セルへの導出経路の構成等を実施するため設備 

重大事故等対処施設は基準地震動の 1.2 倍の地震力を考慮しても機能

を維持できる設計とする。 

代替塔槽類廃ガス処理設備の可搬型中型移送ポンプ，可搬型排水受槽及

び電源設備の軽油貯蔵タンクは，事象進展に応じた使用状況を踏まえて，

必要な容量を確保した設計とする。 

代替塔槽類廃ガス処理設備の可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬
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車，計装設備の重大事故等対処計装設備の可搬型建屋供給冷却水流量計，

可搬型冷却水排水線量計及び電源設備の軽油用タンク ローリは，重大事

故等対策を実施する建屋から離れた外部保管エリアに保管することで，安

全冷却水系と共通要因によって，同時に機能を損なわないよう，位置的分

散を図る。 

凝縮器に通水するために，建屋内に敷設する可搬型建屋内ホース等は，

本重大事故への対処を行う各建屋で，異なる複数の場所に接続口を設けて，

複数の敷設経路を設定し，敷設経路又はその近傍で内部火災，溢水及び化

学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，それぞれ故障時のバックアップ

を考慮した必要な個数を保管するとともに，建屋外に設ける可搬型重大事

故等対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，建屋内に保管するものと

同数を保管する。 

凝縮器は，発生する蒸気を全て凝縮させる除熱能力を有する設計とし，

１基設置する。凝縮器は，ステンレス鋼とし，内部火災，溢水及び化学薬

品の漏えいの影響が及ばない場所に設置する。凝縮器への通水のための接

続口は，互いに異なる複数の場所に設置する。また，排水のための接続口

も，凝縮器への通水のための接続口と同様に互いに異なる複数の場所に設

置する。 

計装設備の重大事故等対処計装設備の可搬型凝縮器通水流量計は，本重

大事故への対処を行う各建屋で，複数の設置経路を設定し，設置経路又は

その近傍で内部火災，溢水及び化学薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，

それぞれ必要な個数を保管するとともに，建屋外に設ける可搬型重大事故

等対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，建屋内に保管するものと同

数を保管する。 

計装設備の重大事故等対処計装設備の可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，
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可搬型導出先セル圧力計及び可搬型凝縮器出口排気温度計は，本重大事故

への対処を行う各建屋の必要な場所に接続口を設けて，複数の設置経路を

設定し，設置経路又はその近傍で内部火災，溢水及び化学薬品の漏えいの

影響を考慮した場所に，必要な個数を保管するとともに，建屋外に設ける

可搬型重大事故等対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，建屋内に保

管するものと同数を保管する。 

建屋外に敷設する可搬型建屋外ホース等は，安全冷却水系を設置する建

屋から離れた外部保管エリアに保管することで，安全冷却水系と共通要因

により同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図るとともに，対処に

必要な個数に加え，故障時のバックアップを考慮した必要な個数を確保す

る。 

可搬型中型移送ポンプ等の屋外に敷設する可搬型重大事故等対処設備

（可搬型放射濃測定装置を除く）は，必要な個数及び故障時のバックアッ

プの個数を外部保管エリアに位置的分散を考慮して保管する。 

対策を実施するために必要となる燃料及び水は，燃料設備及び水供給設

備で十分な量を確保する。 

対策を実施する際の各種の判断や操作のために必要な監視項目に対して，

必要な計測範囲及び精度を持った計測装置を設置する。 

代替塔槽類廃ガス処理設備の配管，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導

出するユニット及び凝縮液回収系は，重大事故等発生時において，通常時

の系統構成から隔離又は分離された状態から，弁の操作や接続により，速

やかに系統構成の切り替えが可能な設計とし，可搬型建屋内ホースを接続

する常設重大事故等対処設備の接続口については，カプラ等による接続に

より，可搬型建屋内ホースを速やかに，かつ，確実に接続することができ

る設計とする。 
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セルへの導出経路は，塔槽類廃ガス処理設備から速やかに切り替えられ

るものとする。  

代替塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出する

ユニット（フィルタ）の系統構成切り替えは，確実に操作することができ

る設計とする。 

2.2.4 セル排気系を代替する排気系の構成を実施するため設備 

重大事故等対処施設は基準地震動の 1.2 倍の地震力を考慮しても機能

を維持できる設計とする。 

電源設備の軽油貯蔵タンク及び可搬型発電機は，事象進展に応じた使用

状況を踏まえて，必要な容量を確保した設計とする。 

電源設備の軽油用タンク ローリは，重大事故等対策を実施する建屋か

ら離れた外部保管エリアに保管することで，安全冷却水系と共通要因によ

って，同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る。 

可搬型排風機の電源である，可搬型発電機は建屋近傍に必要な台数及び

故障時バックアップを考慮した台数を分散配置するとともに，外部保管エ

リアにも故障時バックアップを保管する。

可搬型排風機の運転ために，建屋外に敷設する可搬型ケーブルは，本重

大事故への対処を行う各建屋で，異なる複数の場所に接続口を設けて，複

数の敷設経路を設定し，敷設経路又はその近傍で内部火災，溢水及び化学

薬品の漏えいの影響を考慮した場所に，それぞれ故障時のバックアップを

考慮した必要な個数を保管するとともに，建屋外に設ける可搬型重大事故

等対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，建屋内に保管するものと同

数を保管する。 

代替換気設備の可搬型フィルタ，可搬型ダクト，可搬型排風機及び計装
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設備の重大事故等対処計装設備の可搬型フィルタ差圧計は，本重大事故へ

の対処を行う各建屋の必要な場所に接続口を設けて，複数の設置経路を設

定し，設置経路又はその近傍で内部火災，溢水及び化学薬品の漏えいの影

響を考慮した場所に，必要な個数を保管するとともに，建屋外に設ける可

搬型重大事故等対処設備の保管庫等を設置するエリアにも，建屋内に保管

するものと同数を保管する。 

建屋外に敷設する可搬型建屋外ホース等は，安全冷却水系を設置する建

屋から離れた外部保管エリアに保管することで，安全冷却水系と共通要因

により同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図るとともに，対処に

必要な個数に加え，故障時のバックアップを考慮した必要な個数を確保す

る。 

可搬型排風機は，重大事故等の対処を行う建屋内でセル排風機と位置的

分散を考慮した位置に保管する。可搬型排風機は，前処理建屋及び高レベ

ルガラス固化建屋では，水素掃気停止の対策を踏まえ，同時又は，連鎖し

て発生する可能性のある事故への対処も含めて，必要な容量を確保した設

計とする。 

可搬型放射濃測定装置ついては必要な個数及び故障時バックアップの個

数を主排気塔管理建屋，制御建屋，及び外部保管エリアに分散して保管す

る。 

対策を実施するために必要となる燃料及び電源は，燃料設備及び電源設

備で十分な量を確保する。 

対策を実施する際の各種の判断や操作のために必要な監視項目に対して，

必要な計測範囲及び精度を持った計測装置を設置する。 

代替換気設備のダクトは，重大事故等発生時において，通常時の系統構

成から隔離又は分離された状態から，弁の操作や接続により，速やかに系
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統構成の切り替えが可能な設計とし，可搬型ダクトを接続する常設重大事

故等対処設備の接続口については，フランジ等による接続により，可搬型

ダクトを速やかに，かつ，確実に接続することができる設計とする。 

代替排気系は，建屋排気設備から速やかに切り替えられるものとする。  
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第３５条 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備

1. 概要

 蒸発乾固に対処するための設備は，蒸発乾固の発生の防止の

ための設備，蒸発乾固の拡大の防止のための設備で構成する。 

また，蒸発乾固の発生の防止のための設備は，内部ループ通水

による冷却に使用する設備，貯水槽を水源とした場合に用いる設

備，計装設備の重大事故等対処計装設備及び電源設備で構成し，

蒸発乾固の拡大の防止のための設備は，貯水槽から機器への注水

に使用する設備，冷却コイル通水等による冷却に使用する設備，

放出低減対策に使用する設備，第１貯水槽を水源とした場合に用

いる設備，計装設備の重大事故等対処計装設備及び電源設備で構

成する。 
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2. 設計方針 

2.1 蒸発乾固に対処するための設備

(１ ) 蒸発乾固の発生を未然に防止する設備

安全冷却水系の冷却機能の喪失に対して，機器に内包する

溶液が沸騰に至ることなく，蒸発乾固の発生を未然に防止す

るため，内部ループ通水による冷却に使用する設備の常設重

大事故等対処設備の安全冷却水系の内部ループ及び内部ル

ープ通水による冷却に使用する設備の可搬型重大事故等対

処設備を接続し，可搬型中型移送ポンプにより代替安全冷却

水系の内部ループ配管に通水する。 

また，機器の損傷による漏えいの発生の有無を確認する。 

蒸発乾固未然防止設備は以下のａ．からｄ．で構成する。 

ａ．内部ループ通水による冷却に使用する設備 

内部ループ通水による冷却に使用する設備は，再処理設備

本体用の安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合において，

蒸発乾固を未然に防止できるようにするため，常設重大事故

等対処設備の代替安全冷却水系の内部ループ配管並びに可

搬型重大事故等対処設備の可搬型建屋外ホース，可搬型中型

移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，

運搬車，可搬型排水受槽及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

内部ループ通水による冷却に使用する設備の系統概要図

を第 35.２図から第 35.６図に示す。 

主要な設備は，以下のとおりとする。

・内部ループ配管

・冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管
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・可搬型建屋内ホース

・可搬型中型移送ポンプ

・可搬型建屋外ホース

・可搬型排水受槽

・可搬型中型移送ポンプ運搬車

・ホース展張車

・運搬車

ｂ．貯水槽を水源とした場合に用いる設備

蒸発乾固未然防止の対処において水源として使用するた

め，常設重大事故等対処設備の第１貯水槽を設置する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。

・第１貯水槽

ｃ．計装設備の重大事故等対処計装設備

重大事故等対処計装設備は，重大事故等が発生し，計測機

器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障

により当該重大事故等に対処するために監視することが必

要な情報を把握することが困難となった場合において，可搬

型の計測機器により重大事故等の対処に有効な情報を計測

できる設計とする。 

中央制御室の計測制御設備の監視機能が喪失し，監視機能

の回復操作ができない場合は，事故時の計装に関する手順等

の可搬型の計測機器によるパラメータの計測により，重大事

故等の対象に必要な流量，圧力，温度，液位及び放射線レベ

ルを把握できる設計とする。

主要な設備は，以下のとおりとする。
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・可搬型貯槽温度計（計装設備）

・可搬型膨張槽液位計（計装設備）

・可搬型冷却水流量計（計装設備）

・可搬型建屋供給冷却水流量計（計装設備）

・可搬型冷却水排水線量計（計装設備）

ｄ．電源設備

貯水槽から機器への注水に使用する設備，冷却コイル通水

等による冷却及び放出低減対策に使用する設備に使用する

設備のうち可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運

搬車，ホース展張車及び運搬車は軽油を燃料として使用する。

可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車で使

用する軽油は，燃料補給設備の軽油貯蔵タンクの近傍で補給

できる設計とする。また，可搬型中型移送ポンプで使用する

軽油は，燃料補給設備の軽油用タンク ローリにより移送で

きる設計とする。

主要な設備は，以下のとおりとする。

・軽油貯蔵タンク

・軽油用タンク ローリ
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 (２ )  蒸発乾固の拡大の防止のための設備 

 重大事故等の内部ループ通水による冷却が機能しなかっ

た場合，機器に内包する溶液の蒸発乾固の進行を緩和するた

め，貯水槽から機器への注水に使用する設備の常設重大事故

等対処設備の機器注水配管及び可搬型重大事故等対処設備

を接続し，可搬型中型移送ポンプにより機器への注水を実施

する。また，冷却コイル通水等による冷却に使用する設備の

常設重大事故等対処設備の冷却コイル配管及び冷却ジャケ

ット配管に通水することにより，機器に内包する溶液を冷却

する。 

溶液の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質をセルに

導出するため，放出低減対策に使用する設備の代替塔槽類廃

ガス処理設備の隔離弁を閉止し，機器に接続する代替塔槽類

廃ガス処理設備の配管の流路を遮断し，塔槽類廃ガス処理設

備からセルに導出するユニットを開放する。 

また，機器に内包する溶液の沸騰に伴い気相中に移行する

放射性物質の大気中への異常な水準の放出を防止するため，

放出低減対策に使用する設備の代替換気設備の凝縮器及び

代替換気設備の可搬型重大事故等対処設備を接続し，可搬型

中型移送ポンプにより代替換気設備の凝縮器に冷却水を通

水することで，蒸気を凝縮し，放射性エアロゾルを除去する。 

さらに，放出低減対策に使用する設備の常設重大事故等対

処設備の代替換気設備に可搬型重大事故等対処設備の可搬

型ダクトを用いて，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を接続

した上で，可搬型排風機を運転し，セル内の圧力上昇を緩和
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し大気中への経路外放出を抑制しつつ，放射性エアロゾルを

可搬型フィルタの高性能粒子フィルタで除去し，主排気筒か

ら大気中へ管理しながら放出する。 

蒸発乾固の拡大の防止のための設備は以下のａ．からｆ．

で構成する。 

ａ．貯水槽から機器への注水に使用する設備

貯水槽から機器への注水に使用する設備は，蒸発乾固の発

生を未然に防止する設備が機能せず，溶液が沸騰した場合に

おいて，沸騰が発生した機器の内部に注水することにより，

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を緩和でき

るようにするため，常設重大事故等対処設備の機器注水配管

並びに可搬型重大事故等対処設備の可搬型建屋外ホース，可

搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース

展張車，運搬車，可搬型排水受槽及び可搬型建屋内ホースで

構成する。

また，信頼性向上の観点で整備した貯水槽から機器への注

水に使用する設備の一部は，放射線分解により発生する水素

による爆発に対処するための設備の水素爆発未然防止設備

及び水素爆発拡大防止設備を共用する。 

貯水槽から機器への注水に使用する設備の系統概要図を

第 35.７図から第 35.11 図に示す。 

主要な設備は，以下のとおりとする。

・機器注水配管

・可搬型建屋内ホース

・可搬型中型移送ポンプ
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・可搬型建屋外ホース  

・可搬型中型移送ポンプ運搬車  

・ホース展張車  

・運搬車 

・可搬型排水受槽  

ｂ．冷却コイル通水等による冷却に使用する設備  

冷却コイル通水等による冷却に使用する設備は，蒸発乾固

の発生を未然に防止する設備が機能しない場合において，冷

却コイル又は冷却ジャケット冷却に通水することにより，機

器に内包する溶液の温度を低下させるため，常設重大事故等

対処設備の冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管並びに可

搬型重大事故等対処設備の可搬型建屋外ホース，可搬型中型

移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，

運搬車，可搬型排水受槽及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

冷却コイル通水等による冷却に使用する設備の系統概要

図を第 35.12 図から第 35.16 図に示す。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管 

・可搬型建屋内ホース  

・可搬型中型移送ポンプ  

・可搬型建屋外ホース  

・可搬型排水受槽  

・可搬型中型移送ポンプ運搬車  

・ホース展張車  

・運搬車 
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ｃ．放出低減対策に使用する設備

溶液の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質をセルに

導出するための設備は，蒸発乾固が発生した機器に接続する

換気系統の配管の流路を遮断し，換気系統の配管内が加圧状

態になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性

物質を排出できるようにするため，常設重大事故等対処設備

の代替塔槽類廃ガス処理設備の配管，隔離弁，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出するユニット及び可搬型重大事故

等対処設備の可搬型ダクトで構成する。 

また，放射性エアロゾルを大気中への放出を低減する設備

は，セル内へ導出された放射性エアロゾルを大気中へ放出す

る前に除去することにより，大気中への放射性物質の異常な

水準の放出を防止できるようにするため，常設重大事故等対

処設備の代替換気設備の凝縮器，凝縮液回収系及びダクト並

びに可搬型重大事故等対処設備の可搬型建屋外ホース，可搬

型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展

張車，運搬車，可搬型排水受槽，可搬型建屋内ホース，可搬

型フィルタ，可搬型ダクト及び可搬型排風機で構成する。 

代替塔槽類廃ガス処理設備及び代替換気設備の系統概要

図を第 35.17 図から第 21 図に示す。 

主要な設備は，以下のとおりとする。

・配管

・隔離弁

・安全水封器

・塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット
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・塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット

（フィルタ）

・凝縮器

・凝縮液回収系

・ダクト

・可搬型フィルタ

・可搬型ダクト

・可搬型排風機

・可搬型中型移送ポンプ

・可搬型建屋外ホース

・可搬型建屋内ホース

・可搬型排水受槽

・可搬型中型移送ポンプ運搬車

・ホース展張車

・運搬車

ｄ．第１貯水槽を水源とした場合に用いる設備

蒸発乾固未然防止の対処において水源として使用するた

め，常設重大事故等対処設備の第１貯水槽を設置する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。

・第１貯水槽

ｅ．計装設備の重大事故等対処計装設備

重大事故等対処計装設備は，重大事故等が発生し，計測機

器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障

により当該重大事故等に対処するために監視することが必

要な情報を把握することが困難となった場合において，可搬
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型の計測機器により重大事故等の対処に有効な情報を計測

できる設計とする。 

中央制御室の計測制御設備の監視機能が喪失し，監視機能

の回復操作ができない場合は，事故時の計装に関する手順等

の可搬型の計測機器によるパラメータの計測により，重大事

故等の対象に必要な流量，温度及び液位を把握できる設計と

する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型貯槽温度計（計装設備） 

・可搬型貯槽液位計（計装設備） 

・可搬型建屋供給冷却水流量計（計装設備） 

・可搬型機器注水流量計（計装設備） 

・可搬型冷却水排水線量計（計装設備） 

・可搬型冷却コイル圧力計（計装設備） 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計（計装設備） 

・可搬型導出先セル圧力計（計装設備） 

・可搬型凝縮器出口排気温度計（計装設備） 

・可搬型凝縮器通水流量計（計装設備） 

・可搬型フィルタ差圧計（計装設備） 

 ｆ．電源設備 

電源設備は，常設重大事故等対処設備の前処理建屋重大事

故対処用母線，分離建屋重大事故対処用母線，精製建屋重大

事故対処用母線，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋重大事

故対処用母線及び建屋重大事故対処用母線並びに可搬型重

大事故等対処設備の前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬
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型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機，

建屋可搬型発電機，可搬型電源ケーブル及び可搬型分電盤で

構成する。精製建屋の可搬型発電機本体は，ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋の可搬型発電機本体と共用する。

貯水槽から機器への注水に使用する設備，冷却コイル通水

等による冷却及び放出低減対策に使用する設備に使用する

設備のうち可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運

搬車，ホース展張車及び運搬車は軽油を燃料として使用する。

可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車で使

用する軽油は，燃料補給設備の軽油貯蔵タンクの近傍で補給

できる設計とする。また，可搬型中型移送ポンプで使用する

軽油は，燃料補給設備の軽油用タンク ローリにより移送で

きる設計とする。

主要な設備は，以下のとおりとする。

・可搬型発電機

・重大事故対処用母線

・軽油貯蔵タンク

・軽油用タンク ローリ
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2.2 多様性、位置的分散  

基本方針については，「 33条 重大事故等対処設備」の「2.1 

多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。  

 (１ ) 蒸発乾固の発生の防止のための設備 

 ａ．内部ループ通水による冷却に使用する設備 

 (a ) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備の代替安全冷却水系の内部ルー

プ配管は，配管破断を想定する安全冷却水系の内部ループの

配管と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，当該

配管と独立した異なる系統を使用する設計とする。 

蒸発乾固の対象機器に対して建屋外から水を供給するた

めに可搬型重大事故等対処設備を接続する常設重大事故等

対処設備の接続口は，共通要因によって接続できなくなるこ

とを防止するため，位置的分散を図った複数箇所に設置する

設計とする。 補足説明資料  

第１貯水槽の多様性，位置的分散については，「 41 条 重

大事故への対処に必要となる水の供給設備」に記載する。 

軽油貯蔵タンクの多様性，位置的分散については，「 42 条

電源設備」に記載する。 

 (ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型建屋内ホースは，設置する建屋内に保管するととも

に，位置的分散を考慮して外部保管エリアにも保管する。 

可搬型中型移送ポンプは，その他再処理設備の附属施設の

給水施設の冷却水設備の安全冷却水系と共通要因によって

同時に機能を損なわないよう，異なる動作原理とすることで，
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その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安

全冷却水系に対して多様性を有する設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，その他再処理設備の附属施設の

給水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から

離れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するそ

の他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全

冷却水系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

位置的分散を図る設計とする。 

可搬型排水受槽は，その他再処理設備の附属施設の給水施

設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた

外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその他再

処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水

系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的

分散を図る設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，その他再処理設備の附属施設の給

水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離

れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその

他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷

却水系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位

置的分散を図る設計とする。 

可搬型貯槽温度計，可搬型膨張槽液位計，可搬型冷却水流

量計，可搬型建屋供給冷却水流量計及び可搬型冷却水排水線

量計の多様性，位置的分散については，「43条  計装設備」

に記載する。 
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軽油用タンク  ローリの多様性，位置的分散については，

「 42 条 電源設備」に記載する。 
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(２ ) 蒸発乾固の拡大の防止のための設備 

ａ．貯水槽から機器への注水に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

常設重大事故等対処設備の機器注水配管は，配管破断を想

定する安全冷却水系の内部ループの配管と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう，当該配管と独立した異なる

系統を使用する設計とする。 

蒸発乾固の対象機器に対して建屋外から水を供給するた

めに可搬型重大事故等対処設備を接続する常設重大事故等

対処設備の接続口は，共通要因によって接続できなくなるこ

とを防止するため，位置的分散を図った複数箇所に設置する

設計とする。 補足説明資料  

第１貯水槽の多様性，位置的分散については，「 41 条 重

大事故への対処に必要となる水の供給設備」に記載する。

軽油貯蔵タンクの多様性，位置的分散については，「 42 条

電源設備」に記載する。 

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備

可搬型建屋内ホースは，設置する建屋内に保管するととも

に，位置的分散を考慮して外部保管エリアにも保管する。 

可搬型中型移送ポンプは，その他再処理設備の附属施設の

給水施設の冷却水設備の安全冷却水系と共通要因によって

同時に機能を損なわないよう，異なる動作原理とすることで，

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安

全冷却水系に対して多様性を有する設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，その他再処理設備の附属施設の
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給水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から

離れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するそ

の他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全

冷却水系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

位置的分散を図る設計とする。 

可搬型排水受槽は，その他再処理設備の附属施設の給水施

設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた

外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその他再

処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水

系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的

分散を図る設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，その他再処理設備の附属施設の給

水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離

れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその

他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷

却水系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位

置的分散を図る設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，その他再処理設備の附属

施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建

屋から離れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置

するその他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備

の安全冷却水系と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，位置的分散を図る設計とする。 

ホース展張車は，その他再処理設備の附属施設の給水施設

の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた外
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部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその他再処

理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分

散を図る設計とする。 

運搬車は，その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却

水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた外部保管

エリアに保管することで，建屋に設置するその他再処理設備

の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系と共通

要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図

る設計とする。 

可搬型貯槽液位計，可搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型

機器注水流量計及び可搬型貯槽温度計の多様性，位置的分散

については，「43条  計装設備」に記載する。

軽油用タンク  ローリの多様性，位置的分散については，

「 42 条 電源設備」に記載する。

ｂ．冷却コイル通水等による冷却に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

常設重大事故等対処設備の冷却コイル配管及び冷却ジャ

ケット配管は，配管破断を想定する安全冷却水系の内部ルー

プの配管と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

当該配管と独立した異なる系統を使用する設計とする。 

蒸発乾固の対象機器に対して建屋外から水を供給するた

めに可搬型重大事故等対処設備を接続する常設重大事故等

対処設備の接続口は，共通要因によって接続できなくなるこ
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とを防止するため，位置的分散を図った複数箇所に設置する

設計とする。 補足説明資料  

第１貯水槽の多様性，位置的分散については，「 41 条 重

大事故への対処に必要となる水の供給設備」に記載する。 

軽油貯蔵タンクの多様性，位置的分散については，「 42 条

電源設備」に記載する。 

 (ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型建屋内ホースは，設置する建屋内に保管するととも

に，位置的分散を考慮して外部保管エリアにも保管する。 

可搬型中型移送ポンプは，その他再処理設備の附属施設の

給水施設の冷却水設備の安全冷却水系と共通要因によって

同時に機能を損なわないよう，異なる動作原理とすることで，

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安

全冷却水系に対して多様性を有する設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，その他再処理設備の附属施設の

給水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から

離れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するそ

の他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全

冷却水系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

位置的分散を図る設計とする。 

可搬型排水受槽は，その他再処理設備の附属施設の給水施

設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた

外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその他再

処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水

系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的

44



2-18

分散を図る設計とする。

可搬型建屋外ホースは，その他再処理設備の附属施設の給

水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離

れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその

他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷

却水系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位

置的分散を図る設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，その他再処理設備の附属

施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建

屋から離れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置

するその他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備

の安全冷却水系と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，位置的分散を図る設計とする。 

ホース展張車は，その他再処理設備の附属施設の給水施設

の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた外

部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその他再処

理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分

散を図る設計とする。 

運搬車は，その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却

水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた外部保管

エリアに保管することで，建屋に設置するその他再処理設備

の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系と共通

要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図

る設計とする。 
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可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水流量計，可搬型建屋供給

冷却水流量計，可搬型冷却水排水線量計及び可搬型冷却コイ

ル圧力計の多様性，位置的分散については，「43条  計装設

備」に記載する。  

軽油用タンク  ローリの多様性，位置的分散については，

「 42 条 電源設備」に記載する。 

ｃ．放出低減対策に使用する設備 

 (a ) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備の配管，塔槽類廃ガス処理設備か

らセルに導出するユニット，凝縮器，凝縮液回収系及びダク

トは，配管破断を想定する安全冷却水系の内部ループの配管

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，当該配管

と独立した異なる系統を使用する設計とする。 

凝縮器冷却水給排水系及び凝縮器に対して建屋外から水

を供給するために可搬型重大事故等対処設備を接続する常

設重大事故等対処設備の接続口は，共通要因によって接続で

きなくなることを防止するため，位置的分散を図った複数箇

所に設置する設計とする。 補足説明資料  

第１貯水槽の多様性，位置的分散については，「 41 条 重

大事故への対処に必要となる水の供給設備」に記載する。 

 (ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型建屋内ホース，可搬型配管，可搬型フィルタ，可搬

型デミスタ，可搬型ダクト及び可搬型排風機は，設置する建

屋内に保管するとともに，位置的分散を考慮して外部保管エ

リアにも保管する。 
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可搬型排風機は，建屋排気系のセル排風機と共通要因によ

って同時に機能を損なわないよう，異なる構造とすることで，

建屋排気系のセル排風機に対して多様性を有する設計とす

る。 

可搬型排風機は，設置する建屋の建屋排気系のセル排風機

から離れた建屋内の異なる室に保管することで，建屋排気系

のセル排風機と共通要因によって同時に機能を損なわない

よう，位置的分散を図る設計とする。 

可搬型排風機の電源は，設計基準の電源と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう，設計基準の電源と異なる可

搬型発電機からの給電とすることで，設計基準の電源に対し

て多様性を有する設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，その他再処理設備の附属施設の

給水施設の冷却水設備の安全冷却水系と共通要因によって

同時に機能を損なわないよう，異なる動作原理とすることで，

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安

全冷却水系に対して多様性を有する設計とする。

可搬型中型移送ポンプは，その他再処理設備の附属施設の

給水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から

離れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するそ

の他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全

冷却水系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

位置的分散を図る設計とする。 

可搬型排水受槽は，その他再処理設備の附属施設の給水施

設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた
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外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその他再

処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水

系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的

分散を図る設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，その他再処理設備の附属施設の給

水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離

れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその

他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷

却水系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位

置的分散を図る設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，その他再処理設備の附属

施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建

屋から離れた外部保管エリアに保管することで，建屋に設置

するその他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備

の安全冷却水系と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，位置的分散を図る設計とする。 

ホース展張車は，その他再処理設備の附属施設の給水施設

の冷却水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた外

部保管エリアに保管することで，建屋に設置するその他再処

理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分

散を図る設計とする。 

運搬車は，その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却

水設備の安全冷却水系を設置する建屋から離れた外部保管

エリアに保管することで，建屋に設置するその他再処理設備
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の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系と共通

要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図

る設計とする。 

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，可搬型導出先セル圧力計，

可搬型凝縮器出口排気温度計，可搬型凝縮器通水流量計，可

搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，

可搬型導出先セル圧力計，可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水

排水線量計及び可搬型フィルタ差圧計の多様性，位置的分散

については，「43条  計装設備」に記載する。 

可搬型発電機及び軽油用タンク ローリの多様性，位置的

分散については，「42条  電源設備」に記載する。 
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2.3 悪影響防止

基本方針については，「 33条 重大事故等対処設備」の「2.1

多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

(１ ) 蒸発乾固の発生の防止のための設備 

ａ．内部ループ通水による冷却に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

代替安全冷却水系の内部ループ配管は，通常時は弁により

他の系統と離隔し，重大事故等時に弁操作等により重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

冷却水給排水系は，通常時は接続先の系統と分離された系

統構成とし，重大事故等時に接続，弁操作等により重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

第１貯水槽の悪影響防止については，「 41 条 重大事故へ

の対処に必要となる水の供給設備」に記載する。

軽油貯蔵タンクの悪影響の防止については，「 42 条 電源

設備」に記載する。 

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備

 可搬型建屋内ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型排水

受槽及び可搬型建屋外ホースは，接続先の系統と分離し，重

大事故等時に接続先の系統に接続し，弁操作等により重大事

故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，他の設備から独立して単
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独で使用可能なことにより他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，輪留め又は車両転倒防止

装置による固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

ホース展張車は，他の設備から独立して単独で使用可能な

ことにより他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

ホース展張車は，輪留め又は車両転倒防止装置による固定

等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

運搬車は，他の設備から独立して単独で使用可能なことに

より他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

運搬車は，輪留め又は車両転倒防止装置による固定等をす

ることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

   可搬型貯槽温度計，可搬型膨張槽液位計，可搬型冷却水流

量計，可搬型建屋供給冷却水流量計及び可搬型冷却水排水線

量計の悪影響防止については，「43条  計装設備」に記載す

る。 

軽油用タンク ローリの悪影響の防止については，「 42 条 

電源設備」に記載する。 

 (２ ) 蒸発乾固の拡大の防止のための設備 

ａ．貯水槽から機器への注水に使用する設備 

 (a ) 常設重大事故等対処設備 

機器注水配管は，通常時は弁により他の系統と離隔し，重

大事故等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての
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系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

冷却水注水配管は，通常時は接続先の系統と分離された系

統構成とし，重大事故等時に接続，弁操作等により重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

第１貯水槽の悪影響防止については，「 41 条 重大事故へ

の対処に必要となる水の供給設備」に記載する。

軽油貯蔵タンクの悪影響の防止については，「 42 条 電源

設備」に記載する。 

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備

 可搬型建屋内ホース，可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建

屋外ホースは，接続先の系統と分離し，重大事故等時に接続

先の系統に接続し，弁操作等により重大事故等対処設備とし

ての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，他の設備から独立して単

独で使用可能なことにより他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，輪留め又は車両転倒防止

装置による固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

ホース展張車は，他の設備から独立して単独で使用可能な

ことにより他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

ホース展張車は，輪留め又は車両転倒防止装置による固定
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等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

運搬車は，他の設備から独立して単独で使用可能なことに

より他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

運搬車は，輪留め又は車両転倒防止装置による固定等をす

ることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

可搬型貯槽液位計，可搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型

機器注水流量計及び可搬型貯槽温度計の悪影響防止につい

ては，「43条  計装設備」に記載する。

軽油用タンク ローリの悪影響の防止については，「 42 条

電源設備」に記載する。 

ｂ．冷却コイル通水等による冷却に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管は，通常時は弁に

より他の系統と離隔し，重大事故等時に弁操作等により重大

事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。

第１貯水槽の悪影響防止については，「 41 条 重大事故へ

の対処に必要となる水の供給設備」に記載する。

軽油貯蔵タンクの悪影響の防止については，「 42 条 電源

設備」に記載する。 

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備

可搬型建屋内ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型排水

受槽及び可搬型建屋外ホースは，接続先の系統と分離し，重

大事故等時に接続先の系統に接続し，弁操作等により重大事

故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪
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影響を及ぼさない設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，他の設備から独立して単

独で使用可能なことにより他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，輪留め又は車両転倒防止

装置による固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

ホース展張車は，他の設備から独立して単独で使用可能な

ことにより他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

ホース展張車は，輪留め又は車両転倒防止装置による固定

等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

運搬車は，他の設備から独立して単独で使用可能なことに

より他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

運搬車は，輪留め又は車両転倒防止装置による固定等をす

ることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水流量計，可搬型建屋供給

冷却水流量計，可搬型冷却水排水線量計及び可搬型冷却コイ

ル圧力計の悪影響防止については，「43条  計装設備」に記

載する。

軽油用タンク ローリの悪影響の防止については，「 42 条

電源設備」に記載する。 

ｃ．放出低減対策に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

代替塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁，配管，凝縮液回収系

及び代替換気設備のダクトは，通常時は弁又はダンパにより
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他の系統と離隔し，重大事故等時に弁操作等により重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

代替塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス設備からセル

に導出するユニット，代替換気設備の凝縮器及び気液分離器

は，通常時は接続先の系統と分離された系統構成とし，重大

事故等時に接続，弁操作等により重大事故等対処設備として

の系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

安全水封器は，安全機能を有する施設と同じ系統構成で重

大事故等対処設備として使用することで，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。

建屋重大事故対処用母線及び軽油貯蔵タンクの悪影響防

止については，「42 条 電源設備」に記載する。

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型中型移送ポンプ，可搬型排水受槽及び可搬型建屋外

ホース，可搬型建屋内ホース，可搬型配管，可搬型フィルタ，

可搬型デミスタ，可搬型ダクト及び可搬型排風機は，接続先

の系統と分離し，重大事故等時に接続先の系統に接続し，弁

操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とする

ことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型排風機は，飛散物となって他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，他の設備から独立して単

独で使用可能なことにより他の設備に悪影響を及ぼさない
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設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，輪留め又は車両転倒防止

装置による固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

ホース展張車は，他の設備から独立して単独で使用可能な

ことにより他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

ホース展張車は，輪留め又は車両転倒防止装置による固定

等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

運搬車は，他の設備から独立して単独で使用可能なことに

より他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

運搬車は，輪留め又は車両転倒防止装置による固定等をす

ることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計可搬型導出先セル圧力計，

可搬型凝縮器出口排気温度計，可搬型凝縮器通水流量計，可

搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，

可搬型導出先セル圧力計，可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水

排水線量計及び可搬型フィルタ差圧計の悪影響防止につい

ては，「43条  計装設備」に記載する。 

可搬型発電機及び軽油用タンク ローリの悪影響防止につ

いては，「42条 電源設備」に記載する。 
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2.4 容量等             

基本方針については，「 33条 重大事故等対処設備」の「2.2 

容量等」に示す。 

 (１ ) 蒸発乾固の発生の防止のための設備 

ａ．内部ループ通水による冷却に使用する設備 

 (a ) 常設重大事故等対処設備 

代替安全冷却水系の内部ループ配管は，蒸発乾固の発生を

未然に防止するために必要となる流量の水を供給又は排水

できる口径を有する設計とする。 

代替安全冷却水系の内部ループ配管の配管口径は，65Ａ，

80Ａ，100Ａ及び 150Ａである。 

第１貯水槽の容量等については，「 41 条 重大事故への対

処に必要となる水の供給設備」に記載する。 

軽油貯蔵タンクの容量等については，「 42 条 電源設備」

に記載する。 

 (ｂ )   可搬型重大事故等対処設備 

可搬型建屋内ホース可搬型中型移送ポンプ，可搬型排水受

槽及び可搬型建屋外ホースは,蒸発乾固の発生を未然に防止

するために必要となる流量の水を供給又は排水できる口径

を有する設計とする。 

   可搬型建屋外ホースの口径は，呼称150である。可搬型建

屋内ホースの口径は，呼称150及び呼称65である。 

   可搬型中型移送ポンプは，想定される重大事故等（冷却機

能の喪失による蒸発乾固）への対処に必要となる十分な量の

水の供給が可能な容量を有する設計とする。 
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可搬型中型移送ポンプは，再処理施設の重大事故等及びＭ

ＯＸ燃料加工施設の重大事故等の対処に同時に必要となる

容量を確保し，両施設における重大事故等対処に影響を与え

ない設計とする。 

可搬型中型移送ポンプの保有数は，対処に必要な1セット

９台に加え，故障時バックアップとして1セット９台を確保

すると共に，保守点検時の待機除外時バックアップとして３

台確保する。 

可搬型排水受槽は，冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処

に使用するための設備に供給した水を回収することが可能

な容量を有する設計とする。 

可搬型排水受槽の保有数は，対処に必要な１セット８基に

加え，故障時バックアップとして１セット８基確保する。 

可搬型建屋外ホースの口径は，呼び径300，呼称150及び呼

称65である。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，重大事故等への対処に必

要となる可搬型中型移送ポンプを運搬できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，再処理施設の重大事故等

及びＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等の対処に同時に必要

となる台数を確保し，両施設における重大事故等対処に影響

を与えない設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車の保有数は，対処に必要な1

セット２台に加え，故障時バックアップとして1セット２台

を確保すると共に，保守点検時の待機除外時バックアップと

して３台確保する。 
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ホース展張車は，重大事故等への対処に必要となる可搬型

建屋外ホースを展張できる設計とする。

ホース展張車は，再処理施設の重大事故等及びＭＯＸ燃料

加工施設の重大事故等の対処に同時に必要となる台数を確

保し，両施設における重大事故等対処に影響を与えない設計

とする。 

ホース展張車の保有数は，対処に必要な1セット２台に加

え，故障時バックアップとして1セット２台を確保すると共

に，保守点検時の待機除外時バックアップとして３台確保す

る。 

運搬車は，重大事故等への対処に必要となる可搬型重大事

故等対処設備を運搬できる設計とする。 

運搬車は，再処理施設の重大事故等及びＭＯＸ燃料加工施

設の重大事故等の対処に同時に必要となる台数を確保し，両

施設における重大事故等対処に影響を与えない設計とする。 

運搬車の保有数は，対処に必要な1セット３台に加え，故

障時バックアップとして1セット３台を確保すると共に，保

守点検時の待機除外時バックアップとして３台確保する。

可搬型貯槽温度計，可搬型膨張槽液位計，可搬型冷却水流

量計，可搬型建屋供給冷却水流量計及び可搬型冷却水排水線

量計の容量等については，「43条  計装設備」に記載する。

軽油用タンク ローリの容量等については，「 42 条 電源設

備」に記載する。 

(２ )  蒸発乾固の拡大の防止のための設備 

ａ．貯水槽から機器への注水に使用する設備
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( a ) 常設重大事故等対処設備

機器注水配管は，蒸発乾固の進行を緩和するために必要と

なる流量の水を供給できる口径を有する設計とする。

機器注水配管の配管口径は，15Ａ，20Ａ，25Ａ，40Ａ，50

Ａ，65Ａ，80Ａ，100Ａ及び 150Ａである。

第１貯水槽の容量等については，「 41 条 重大事故への対

処に必要となる水の供給設備」に記載する。

軽油貯蔵タンクの容量等については，「 42 条 電源設備」

に記載する。

(ｂ )  可搬型重大事故等対処設備

可搬型建屋内ホースは,蒸発乾固の進行を緩和するために

必要となる流量の水を供給できる口径を有する設計とする。 

 可搬型建屋外ホースの口径は，呼称150である。可搬型建

屋内ホースの口径は，呼称150及び呼称65である。 

 可搬型中型移送ポンプは，想定される重大事故等（冷却機

能の喪失による蒸発乾固）への対処に必要となる十分な量の

水の供給が可能な容量を有する設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，再処理施設の重大事故等及びＭ

ＯＸ燃料加工施設の重大事故等の対処に同時に必要となる

容量を確保し，両施設における重大事故等対処に影響を与え

ない設計とする。 

可搬型中型移送ポンプの保有数は，対処に必要な1セット

９台に加え，故障時バックアップとして1セット９台を確保

すると共に，保守点検時の待機除外時バックアップとして３

台確保する。 
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可搬型排水受槽は，冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処

に使用するための設備に供給した水を回収することが可能

な容量を有する設計とする。 

可搬型排水受槽の保有数は，対処に必要な１セット８基に

加え，故障時バックアップとして１セット８基確保する。 

可搬型建屋外ホースは,蒸発乾固の進行を緩和するために

必要となる流量の水を供給できる設計とする。 

可搬型建屋外ホースの口径は，呼び径300，呼称150及び呼

称65である。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，重大事故等への対処に必

要となる可搬型中型移送ポンプを運搬できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，再処理施設の重大事故等

及びＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等の対処に同時に必要

となる台数を確保し，両施設における重大事故等対処に影響

を与えない設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車の保有数は，対処に必要な1

セット２台に加え，故障時バックアップとして1セット２台

を確保すると共に，保守点検時の待機除外時バックアップと

して３台確保する。 

ホース展張車は，重大事故等への対処に必要となる可搬型

建屋外ホースを展張できる設計とする。 

ホース展張車は，再処理施設の重大事故等及びＭＯＸ燃料

加工施設の重大事故等の対処に同時に必要となる台数を確

保し，両施設における重大事故等対処に影響を与えない設計

とする。 
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ホース展張車の保有数は，対処に必要な1セット２台に加

え，故障時バックアップとして1セット２台を確保すると共

に，保守点検時の待機除外時バックアップとして３台確保す

る。 

運搬車は，重大事故等への対処に必要となる可搬型重大事

故等対処設備を運搬できる設計とする。 

運搬車は，再処理施設の重大事故等及びＭＯＸ燃料加工施

設の重大事故等の対処に同時に必要となる台数を確保し，両

施設における重大事故等対処に影響を与えない設計とする。 

運搬車の保有数は，対処に必要な1セット３台に加え，故

障時バックアップとして1セット３台を確保すると共に，保

守点検時の待機除外時バックアップとして３台確保する。

可搬型貯槽液位計，可搬型機器注水流量計及び可搬型貯槽

温度計の容量等については，「43条  計装設備」に記載する。

軽油用タンク ローリの容量等については，「 42 条 電源設

備」に記載する。 

ｂ．冷却コイル通水等による冷却に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管は，蒸発乾固の進

行を緩和するために必要となる流量の水を供給できる口径

を有する設計とする。 

冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管の配管口径は，25

Ａ，40Ａ，65Ａ及び 80Ａである。 

第１貯水槽の容量等については，「 41 条 重大事故への対

処に必要となる水の供給設備」に記載する。 
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軽油貯蔵タンクの容量等については，「 42 条 電源設備」

に記載する。

(ｂ )  可搬型重大事故等対処設備

可搬型建屋内ホースは,蒸発乾固の進行を緩和するために

必要となる流量の水を供給できる口径を有する設計とする。 

可搬型建屋外ホースの口径は，呼称150である。可搬型建

屋内ホースの口径は，呼称150及び呼称65である。

可搬型中型移送ポンプは，想定される重大事故等（冷却機

能の喪失による蒸発乾固）への対処に必要となる十分な量の

水の供給が可能な容量を有する設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，再処理施設の重大事故等及びＭ

ＯＸ燃料加工施設の重大事故等の対処に同時に必要となる

容量を確保し，両施設における重大事故等対処に影響を与え

ない設計とする。 

可搬型中型移送ポンプの保有数は，対処に必要な1セット

９台に加え，故障時バックアップとして1セット９台を確保

すると共に，保守点検時の待機除外時バックアップとして３

台確保する。 

可搬型排水受槽は，冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処

に使用するための設備に供給した水を回収することが可能

な容量を有する設計とする。 

可搬型排水受槽の保有数は，対処に必要な１セット８基に

加え，故障時バックアップとして１セット８基確保する。 

可搬型建屋外ホースは,蒸発乾固の進行を緩和するために

必要となる流量の水を供給できる設計とする。 
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可搬型建屋外ホースの口径は，呼び径300，呼称150及び呼

称65である。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，重大事故等への対処に必

要となる可搬型中型移送ポンプを運搬できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，再処理施設の重大事故等

及びＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等の対処に同時に必要

となる台数を確保し，両施設における重大事故等対処に影響

を与えない設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車の保有数は，対処に必要な1

セット２台に加え，故障時バックアップとして1セット２台

を確保すると共に，保守点検時の待機除外時バックアップと

して３台確保する。 

ホース展張車は，重大事故等への対処に必要となる可搬型

建屋外ホースを展張できる設計とする。

ホース展張車は，再処理施設の重大事故等及びＭＯＸ燃料

加工施設の重大事故等の対処に同時に必要となる台数を確

保し，両施設における重大事故等対処に影響を与えない設計

とする。 

ホース展張車の保有数は，対処に必要な1セット２台に加

え，故障時バックアップとして1セット２台を確保すると共

に，保守点検時の待機除外時バックアップとして３台確保す

る。 

運搬車は，重大事故等への対処に必要となる可搬型重大事

故等対処設備を運搬できる設計とする。 

運搬車は，再処理施設の重大事故等及びＭＯＸ燃料加工施
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設の重大事故等の対処に同時に必要となる台数を確保し，両

施設における重大事故等対処に影響を与えない設計とする。 

運搬車の保有数は，対処に必要な1セット３台に加え，故

障時バックアップとして1セット３台を確保すると共に，保

守点検時の待機除外時バックアップとして３台確保する。 

可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水流量計，可搬型建屋供給

冷却水流量計，可搬型冷却水排水線量計及び可搬型冷却コイ

ル圧力計の容量等については，「43条  計装設備」に記載す

る。

軽油用タンク ローリの容量等については，「 42 条 電源設

備」に記載する。 

ｃ．放出低減対策に使用するための設備

(a) 常設重大事故等対処設備

代替塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット，配管及び代替換気設備のダクトは，

機器から発生する水蒸気及び水素掃気空気等を導出先セル

へ導出できる口径を有する設計とする。 

代替塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニットの配管口径は，150Ａ， 150Ａ， 300

Ａ，400Ａ及び 450Ａであり，配管口径は，40Ａ，100Ａ，150

Ａ，200Ａ，250Ａ，300Ａ，350Ａ，400Ａ及び 450Ａである。

代替換気設備のダクトサイズは，内径 350mm，600mm，700mm，

750mm， 1200mm， 2100mm 及び 2400mm×1500mm である。 

凝縮器は，機器に内包する溶液の沸騰に伴い気相中に移行

する放射性物質の大気中への異常な水準の放出を防止する
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ため，機器から発生する水蒸気及び水素掃気空気等を含む非

凝縮性ガスの除熱に必要となる伝熱面積を有する設計とす

る。 

第１貯水槽の容量等については，「 41 条 重大事故への対

処に必要となる水の供給設備」に記載する。 

軽油貯蔵タンクの容量等については，「 42 条 電源設備」

に記載する。  

 (ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型ダクトは，機器から発生する水蒸気及び水素掃気空

気等を排気できる口径を有する設計とする。 

可搬型ダクトのダクトサイズは，内径200ｍｍである。 

可搬型建屋内ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型排水

受槽及び可搬型建屋外ホースは , 機器から発生する水蒸気

を凝縮するために必要となる流量の水を供給できる口径を

有する設計とする。 

可搬型建屋外ホースの口径は，呼称150である。可搬型建

屋内ホースは呼称150である。 

可搬型フィルタは，同時に発生するおそれがある冷却機能

の喪失及び水素掃気の機能喪失による重大事故等の対処に

同時に必要となる可搬型排風機の排気容量（風量）に対して，

１段あたり粒子除去効率99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子）

を達成できる容量を確保し，両事故における重大事故等の対

処に影響を与えない設計とする。 

可搬型排風機は，同時に発生するおそれがある冷却機能の

喪失及び水素掃気の機能喪失による重大事故等の対処に同
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時に必要となる排気容量を確保し，両事故における重大事故

等の対処に影響を与えない設計とする。 

可搬型排風機の保有数は，対処に必要な１セット１台に加

え，故障時バックアップとして２セット２台を確保すると共

に，保守点検による待機除外時のバックアップとして前処理

建屋の蒸発乾固に対処するための設備の放出影響緩和設備

の可搬型排風機を共用し１台確保する。 

可搬型中型移送ポンプは，想定される重大事故等（冷却機

能の喪失による蒸発乾固）への対処に必要となる十分な量の

水の供給が可能な容量を有する設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，再処理施設の重大事故等及びＭ

ＯＸ燃料加工施設の重大事故等の対処に同時に必要となる

容量を確保し，両施設における重大事故等対処に影響を与え

ない設計とする。 

可搬型中型移送ポンプの保有数は，対処に必要な1セット

９台に加え，故障時バックアップとして1セット９台を確保

すると共に，保守点検時の待機除外時バックアップとして３

台確保する。 

可搬型排水受槽は，冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処

に使用するための設備に供給した水を回収することが可能

な容量を有する設計とする。 

可搬型排水受槽の保有数は，対処に必要な１セット８基に

加え，故障時バックアップとして１セット８基確保する。 

可搬型建屋外ホースは,蒸発乾固の進行を緩和するために

必要となる流量の水を供給できる設計とする。 
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可搬型建屋外ホースの口径は，呼び径300，呼称150及び呼

称65である。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，重大事故等への対処に必

要となる可搬型中型移送ポンプを運搬できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，再処理施設の重大事故等

及びＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等の対処に同時に必要

となる台数を確保し，両施設における重大事故等対処に影響

を与えない設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車の保有数は，対処に必要な1

セット２台に加え，故障時バックアップとして1セット２台

を確保すると共に，保守点検時の待機除外時バックアップと

して３台確保する。 

ホース展張車は，重大事故等への対処に必要となる可搬型

建屋外ホースを展張できる設計とする。

ホース展張車は，再処理施設の重大事故等及びＭＯＸ燃料

加工施設の重大事故等の対処に同時に必要となる台数を確

保し，両施設における重大事故等対処に影響を与えない設計

とする。 

ホース展張車の保有数は，対処に必要な1セット２台に加

え，故障時バックアップとして1セット２台を確保すると共

に，保守点検時の待機除外時バックアップとして３台確保す

る。 

運搬車は，重大事故等への対処に必要となる可搬型重大事

故等対処設備を運搬できる設計とする。 

運搬車は，再処理施設の重大事故等及びＭＯＸ燃料加工施

68



2-42

設の重大事故等の対処に同時に必要となる台数を確保し，両

施設における重大事故等対処に影響を与えない設計とする。 

運搬車の保有数は，対処に必要な1セット３台に加え，故

障時バックアップとして1セット３台を確保すると共に，保

守点検時の待機除外時バックアップとして３台確保する。 

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，可搬型導出先セル圧力計

可搬型凝縮器出口排気温度計，可搬型凝縮器通水流量計，可

搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，

可搬型導出先セル圧力計，可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水

排水線量計及び可搬型フィルタ差圧計の容量等については，

「43条 計装設備」に記載する。 

可搬型発電機及び軽油用タンク ローリの容量等について

は，「42条  電源設備」に記載する。 
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2.5 環境条件等

基本方針については，「 33条 重大事故等対処設備」の「2.3

環境条件等」に示す。 

(１ ) 蒸発乾固の発生の防止のための設備 

ａ．内部ループ通水による冷却に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備 

代替安全冷却水系の内部ループ配管は，各屋内に設置し，

想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計

とする。環境条件としては，発生した蒸気及び凝縮水による

線量率の上昇も考慮するとともに，地震による溢水，化学薬

品の漏えいも考慮し，地震による溢水に対しては，想定する

溢水量を考慮して没水しない高さに接続口を設置するとと

もに，被水により機能を損なわないように設置し，地震によ

る化学薬品の漏えいに対しては，化学薬品の漏えいにより影

響を受けることのない場所へ設置する。 

代替安全冷却水系の内部ループ配管の操作は，想定される

重大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。

第１貯水槽の環境条件等については，「 41 条 重大事故へ

の対処に必要となる水の供給設備」に記載する。

軽油貯蔵タンクの環境条件等については，「 42 条 電源設

備」に記載する。

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備

可搬型建屋内ホースは，設置する建屋内及び外部保管エリ

アに保管し，及び建屋内で使用し，想定される重大事故等時

における環境条件を考慮した設計とする。環境条件としては，
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発生した蒸気及び凝縮水による線量率の上昇も考慮すると

ともに，地震による溢水，化学薬品の漏えいも考慮し，地震

による溢水によって機能を喪失するおそれのある設備は，想

定する溢水量を考慮し，没水しない高さに保管するとともに，

被水により機能を損なわないように保管容器への収納又は

養生して保管し，地震による化学薬品の漏えいに対しては，

化学薬品の漏えいにより影響を受けることのない場所へ保

管する。なお，万一の化学薬品の漏えいによる影響を考慮し，

保管容器への収納又は養生して保管する。 

可搬型建屋内ホースの常設重大事故等対処設備との接続

及び操作は，想定される重大事故等時において，使用場所で

可能な設計とする。

可搬型中型移送ポンプは，外部保管エリアに保管し，及び

屋外で使用し，想定される重大事故等時における環境条件等

を考慮した設計とする。

可搬型中型移送ポンプの操作は，想定される重大事故等時

において，使用場所で可能な設計とする。 

外気を直接取り込む可搬型中型移送ポンプは、火山の影響

を考慮し、第１保管庫・貯水所又は第２保管庫・貯水所内に

移動し、保管庫・貯水所開口部に降下火砕物用フィルタを設

置することで使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，水中ポンプの取水口における魚

類，底生生物，水生植物の付着又は侵入を防止するためメッ

シュ構造とする。

可搬型排水受槽は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で
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使用し，想定される重大事故等時における環境条件等を考慮

した設計とする。 

可搬型排水受槽の操作は，想定される重大事故等時におい

て，使用場所で可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，外部保管エリアに保管し，及び屋

外で使用し，想定される重大事故等時における環境条件等を

考慮した設計とする。 

可搬型建屋外ホースの操作は，想定される重大事故等時に

おいて，使用場所で可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，内包する水の圧力に耐えられる設

計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，外部保管エリアに保管し，

及び屋外で使用し，想定される重大事故等時における環境条

件等を考慮した設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車の操作は，想定される重大事

故等時において，使用場所で可能な設計とする。 

ホース展張車は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で使

用し，想定される重大事故等時における環境条件等を考慮し

た設計とする。 

ホース展張車の操作は，想定される重大事故等時において，

使用場所で可能な設計とする。 

運搬車は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で使用し，

想定される重大事故等時における環境条件等を考慮した設

計とする。 

運搬車の操作は，想定される重大事故等時において，使用

72



2-46

場所で可能な設計とする。

可搬型貯槽温度計，可搬型膨張槽液位計，可搬型冷却水流

量計，可搬型建屋供給冷却水流量計及び可搬型冷却水排水線

量計の環境条件等については，「43条  計装設備」に記載す

る。 

(２ ) 蒸発乾固の拡大の防止のための設備 

ａ．貯水槽から機器への注水に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

機器注水配管は，各屋内に設置し，想定される重大事故等

時における環境条件を考慮した設計とする。環境条件として

は，発生した蒸気及び凝縮水による線量率の上昇も考慮する

とともに，地震による溢水，化学薬品の漏えいも考慮し，地

震による溢水に対しては，想定する溢水量を考慮して没水し

ない高さに接続口を設置するとともに，被水により機能を損

なわないように設置し，地震による化学薬品の漏えいに対し

ては，化学薬品の漏えいにより影響を受けることのない場所

へ設置する。 

機器注水配管の操作は，想定される重大事故等時において，

設置場所で可能な設計とする。

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型建屋内ホースは，設置する建屋内及び外部保管エリ

アに保管及び建屋内で設置し，想定される重大事故等時にお

ける環境条件を考慮した設計とする。環境条件としては，発

生した蒸気及び凝縮水による線量率の上昇も考慮するとと

もに，地震による溢水，化学薬品の漏えいも考慮し，地震に
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よる溢水によって機能を喪失するおそれのある設備は，想定

する溢水量を考慮し，没水しない高さに保管するとともに，

被水により機能を損なわないように保管容器への収納又は

養生して保管し，地震による化学薬品の漏えいに対しては，

化学薬品の漏えいにより影響を受けることのない場所へ保

管する。なお，万一の化学薬品の漏えいによる影響を考慮し，

保管容器への収納又は養生して保管する。 

   可搬型建屋内ホースの操作は，想定される重大事故等時に

おいて，使用場所で可能な設計とする。 

   可搬型建屋内ホースの常設重大事故等対処設備との接続

及び操作は，想定される重大事故等時において，使用場所で

可能な設計とする。 

   可搬型中型移送ポンプは，外部保管エリアに保管し，及び

屋外で使用し，想定される重大事故等時における環境条件等

を考慮した設計とする。 

可搬型中型移送ポンプの操作は，想定される重大事故等時

において，使用場所で可能な設計とする。 

外気を直接取り込む可搬型中型移送ポンプは、火山の影響

を考慮し、第１保管庫・貯水所又は第２保管庫・貯水所内に

移動し、保管庫・貯水所開口部に降下火砕物用フィルタを設

置することで使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，水中ポンプの取水口における魚

類，底生生物，水生植物の付着又は侵入を防止するためメッ

シュ構造とする。 

可搬型排水受槽は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で
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使用し，想定される重大事故等時における環境条件等を考慮

した設計とする。 

可搬型排水受槽の操作は，想定される重大事故等時におい

て，使用場所で可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，外部保管エリアに保管し，及び屋

外で使用し，想定される重大事故等時における環境条件等を

考慮した設計とする。 

可搬型建屋外ホースの操作は，想定される重大事故等時に

おいて，使用場所で可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，内包する水の圧力に耐えられる設

計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，外部保管エリアに保管し，

及び屋外で使用し，想定される重大事故等時における環境条

件等を考慮した設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車の操作は，想定される重大事

故等時において，使用場所で可能な設計とする。 

ホース展張車は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で使

用し，想定される重大事故等時における環境条件等を考慮し

た設計とする。 

ホース展張車の操作は，想定される重大事故等時において，

使用場所で可能な設計とする。

運搬車は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で使用し，

想定される重大事故等時における環境条件等を考慮した設

計とする。 

運搬車の操作は，想定される重大事故等時において，使用
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場所で可能な設計とする。

可搬型貯槽液位計，可搬型機器注水流量計及び可搬型貯槽

温度計の環境条件等については，「43条  計装設備」に記載

する。

軽油用タンク ローリの環境条件等については，「 42 条電

源設備」に記載する。 

ｂ．冷却コイル通水等による冷却に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管は，各屋内に設置

し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設

計とする。環境条件としては，発生した蒸気及び凝縮水によ

る線量率の上昇も考慮するとともに，地震による溢水，化学

薬品の漏えいも考慮し，地震による溢水に対しては，想定す

る溢水量を考慮して没水しない高さに接続口を設置すると

ともに，被水により機能を損なわないように設置し，地震に

よる化学薬品の漏えいに対しては，化学薬品の漏えいにより

影響を受けることのない場所へ設置する。 

冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管の操作は，想定さ

れる重大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

第１貯水槽の環境条件等については，「 41 条 重大事故へ

の対処に必要となる水の供給設備」に記載する。

軽油貯蔵タンクの環境条件等については，「 42 条 電源設

備」に記載する。

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備

可搬型建屋内ホースは，設置する屋内及び外部保管エリア
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に保管し，及び建屋内で使用し，想定される重大事故等時に

おける環境条件を考慮した設計とする。環境条件としては，

発生した蒸気及び凝縮水による線量率の上昇も考慮すると

ともに，地震による溢水，化学薬品の漏えいも考慮し，地震

による溢水によって機能を喪失するおそれのある設備は，想

定する溢水量を考慮し，没水しない高さに保管するとともに，

被水により機能を損なわないように保管容器への収納又は

養生して保管し，地震による化学薬品の漏えいに対しては，

化学薬品の漏えいにより影響を受けることのない場所へ保

管する。なお，万一の化学薬品の漏えいによる影響を考慮し，

保管容器への収納又は養生して保管する。 

可搬型建屋内ホースの常設重大事故等対処設備との接続

及び操作は，想定される重大事故等時において，使用場所で

可能な設計とする。

可搬型中型移送ポンプは，外部保管エリアに保管し，及び

屋外で使用し，想定される重大事故等時における環境条件等

を考慮した設計とする。

可搬型中型移送ポンプの操作は，想定される重大事故等時

において，使用場所で可能な設計とする。 

外気を直接取り込む可搬型中型移送ポンプは、火山の影響

を考慮し、第１保管庫・貯水所又は第２保管庫・貯水所内に

移動し、保管庫・貯水所開口部に降下火砕物用フィルタを設

置することで使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，水中ポンプの取水口における魚

類，底生生物，水生植物の付着又は侵入を防止するためメッ
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シュ構造とする。

可搬型排水受槽は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で

使用し，想定される重大事故等時における環境条件等を考慮

した設計とする。 

可搬型排水受槽の操作は，想定される重大事故等時におい

て，使用場所で可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，外部保管エリアに保管し，及び屋

外で使用し，想定される重大事故等時における環境条件等を

考慮した設計とする。 

可搬型建屋外ホースの操作は，想定される重大事故等時に

おいて，使用場所で可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，内包する水の圧力に耐えられる設

計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，外部保管エリアに保管し，

及び屋外で使用し，想定される重大事故等時における環境条

件等を考慮した設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車の操作は，想定される重大事

故等時において，使用場所で可能な設計とする。 

ホース展張車は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で使

用し，想定される重大事故等時における環境条件等を考慮し

た設計とする。 

ホース展張車の操作は，想定される重大事故等時において，

使用場所で可能な設計とする。

運搬車は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で使用し，

想定される重大事故等時における環境条件等を考慮した設
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計とする。

運搬車の操作は，想定される重大事故等時において，使用

場所で可能な設計とする。 

 可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水流量計，可搬型建屋供給

冷却水流量計，可搬型冷却水排水線量計及び可搬型冷却コイ

ル圧力計の環境条件等については，「43条  計装設備」に記

載する。

軽油用タンク ローリの環境条件等については，「 42 条 電

源設備」に記載する。 

ｃ．放出低減対策に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

代替塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット，隔離弁，安全水封器及び配管は，

建屋内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件

を考慮した設計とする。環境条件としては，発生した蒸気及

び凝縮水による線量率の上昇も考慮する。 

代替換気設備の凝縮器，凝縮液回収系及びダクトは，建屋

内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考

慮した設計とする。環境条件としては，発生した蒸気及び凝

縮水による線量率の上昇も考慮するとともに，地震による溢

水，化学薬品の漏えいも考慮し，地震による溢水に対しては，

想定する溢水量を考慮して没水しない高さに接続口を設置

するとともに，被水により機能を損なわないように設置し，

地震による化学薬品の漏えいに対しては，化学薬品の漏えい

により影響を受けることのない場所へ設置する。 
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建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，

代替塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁及び安全水封器の操作

は，想定される重大事故等時において，設置場所で可能な設

計とする。 

凝縮器冷却水給排水系，凝縮器，凝縮液回収及び建屋排気

系統の操作は，想定される重大事故等時において，設置場所

で可能な設計とする。 

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備

代替換気設備の可搬型建屋内ホース，可搬型配管，可搬型

フィルタ，可搬型デミスタ，可搬型ダクト及び可搬型排風機

は，設置する建屋内及び外部保管エリアに保管し，及び建屋

内で設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考

慮した設計とする。環境条件としては，発生した蒸気及び凝

縮水による線量率の上昇も考慮するとともに，地震による溢

水，化学薬品の漏えいも考慮し，地震による溢水によって機

能を喪失するおそれのある設備は，想定する溢水量を考慮し，

没水しない高さに保管するとともに，被水により機能を損な

わないように保管容器への収納又は養生して保管し，地震に

よる化学薬品の漏えいに対しては，化学薬品の漏えいにより

影響を受けることのない場所へ保管する。なお，万一の化学

薬品の漏えいによる影響を考慮し，保管容器への収納又は養

生して保管する。

 可搬型建屋内ホース，可搬型ダクト及び可搬型排風機の操

作は，想定される重大事故等時において，使用場所で可能な

設計とする。 
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可搬型建屋内ホース，可搬型配管及び可搬型ダクトの常設

重大事故等対処設備との接続及び操作は，想定される重大事

故等時において，使用場所で可能な設計とする。

中型移送ポンプは，外部保管エリアに保管し，及び屋外で

使用し，想定される重大事故等時における環境条件等を考慮

した設計とする。 

可搬型中型移送ポンプの操作は，想定される重大事故等時

において，使用場所で可能な設計とする。 

外気を直接取り込む可搬型中型移送ポンプは、火山の影響

を考慮し、第１保管庫・貯水所又は第２保管庫・貯水所内に

移動し、保管庫・貯水所開口部に降下火砕物用フィルタを設

置することで使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，水中ポンプの取水口における魚

類，底生生物，水生植物の付着又は侵入を防止するためメッ

シュ構造とする。

可搬型排水受槽は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で

使用し，想定される重大事故等時における環境条件等を考慮

した設計とする。 

可搬型排水受槽の操作は，想定される重大事故等時におい

て，使用場所で可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，外部保管エリアに保管し，及び屋

外で使用し，想定される重大事故等時における環境条件等を

考慮した設計とする。 

可搬型建屋外ホースの操作は，想定される重大事故等時に

おいて，使用場所で可能な設計とする。 
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可搬型建屋外ホースは，内包する水の圧力に耐えられる設

計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，外部保管エリアに保管し，

及び屋外で使用し，想定される重大事故等時における環境条

件等を考慮した設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車の操作は，想定される重大事

故等時において，使用場所で可能な設計とする。 

ホース展張車は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で使

用し，想定される重大事故等時における環境条件等を考慮し

た設計とする。 

ホース展張車の操作は，想定される重大事故等時において，

使用場所で可能な設計とする。 

運搬車は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で使用し，

想定される重大事故等時における環境条件等を考慮した設

計とする。 

運搬車の操作は，想定される重大事故等時において，使用

場所で可能な設計とする。 

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，可搬型導出先セル圧力計，

可搬型凝縮器出口排気温度計，可搬型凝縮器通水流量計，可

搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，

可搬型導出先セル圧力計，可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水

排水線量計及び可搬型フィルタ差圧計の環境条件等につい

ては，「43条  計装設備」に記載する。 

建屋可搬型発電機，建屋重大事故対処用母線及び軽油用タ

ンク ローリの環境条件等については，「42条  電源設備」に
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記載する。
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2.6 操作性の確保

基本方針については，「 33条 重大事故等対処設備」の「2.4

操作性及び試験・検査性」に示す。 

(１ ) 蒸発乾固の発生の防止のための設備 

ａ．内部ループ通水による冷却に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備 

代替安全冷却水系の内部ループ配管は，重大事故等時にお

いて，通常時の隔離又は分離された状態から弁の操作や接続

により速やかに系統構成が可能な設計とする。

可搬型建屋内ホースを接続する常設重大事故等対処設備

の接続口については，カプラ接続により可搬型建屋内ホース

を確実に接続することができる設計とする。

代替安全冷却水系の内部ループ配管は，想定される重大事

故等時において，通常時の系統構成から接続，弁操作等によ

り速やかに切り替えられる設計とする。

第１貯水槽の操作性の確保については，「 41 条 重大事故

への対処に必要となる水の供給設備」に記載する。

軽油貯蔵タンクの操作性の確保については，「 42 条 電源

設備」に記載する。

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備

可搬型建屋内ホースと常設重大事故等対処設備との接続

は，簡便な接続とし，可搬型建屋内ホースを確実に接続でき

る設計とする。また，可搬型建屋内ホースは，可能な限り接

続方式及び口径を統一する設計とする。 

可搬型建屋内ホースは，対応要員が携行して屋外・屋内の
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アクセスルートを通行できる設計とする。

可搬型中型移送ポンプは，重大事故等時において，通常時

の隔離又は分離された状態から弁の操作や接続により速や

かに系統構成が可能な設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，可能な限り接続方式及び口径を

統一することにより，確実に接続することができる設計とす

る。 

可搬型中型移送ポンプは，安全機能を有する施設として兼

用しないため，想定される重大事故等時に切り替えることな

く使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，可搬型中型移送ポンプ運搬車に

積載し車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセ

ス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留め等による

固定等が可能な設計とする。

可搬型排水受槽は，重大事故等時において，通常時の隔離

又は分離された状態から弁の操作や接続により速やかに系

統構成が可能な設計とする。 

可搬型排水受槽は，接続方式を可能な限り統一することに

より，確実に接続することができる設計とする。 

可搬型排水受槽は，安全機能を有する施設として兼用しな

いため，想定される重大事故等時に切り替えることなく使用

できる設計とする。 

可搬型排水受槽は，車両に積載することで車両として屋外

のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計とする。 

搬型建屋外ホースは，重大事故等時において，通常時の隔
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離又は分離された状態から弁の操作や接続により速やかに

系統構成が可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，可能な限り接続方式及び口径を統

一することにより，確実に接続することができる設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，安全機能を有する施設として兼用

しないため，想定される重大事故等時に切り替えることなく

使用できる設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，ホース展張車及び運搬車に積載す

ることで車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，付属の操作スイッチによ

り，使用場所での操作が可能な設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，安全機能を有する施設と

して兼用しないため，想定される重大事故等時に切り替える

ことなく使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，可搬型中型移送ポンプ等

を積載し車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とする。

ホース展張車は，付属の操作スイッチにより，使用場所で

の操作が可能な設計とする。

ホース展張車は，安全機能を有する施設として兼用しない

ため，想定される重大事故等時に切り替えることなく使用で

きる設計とする。 

ホース展張車は，可搬型建屋外ホース等を積載し車両とし

て屋外のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計と
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する。

運搬車は，付属の操作スイッチにより，使用場所での操作

が可能な設計とする。 

運搬車は，安全機能を有する施設として兼用しないため，

想定される重大事故等時に切り替えることなく使用できる

設計とする。 

運搬車は，可搬型建屋外ホース等を積載し車両として屋外

のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計とする。 

可搬型貯槽温度計，可搬型膨張槽液位計，可搬型冷却水流

量計，可搬型建屋供給冷却水流量計及び可搬型冷却水排水線

量計の操作性の確保については，「43条  計装設備」に記載

する。 

軽油用タンク ローリの操作性の確保については，「 42 条

電源設備」に記載する。

(２ ) 蒸発乾固の拡大の防止のための設備 

ａ．貯水槽から機器への注水に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

 機器注水配管は，重大事故等時において，通常時の隔離又

は分離された状態から弁の操作や接続により速やかに系統

構成が可能な設計とする。 

 可搬型建屋内ホースを接続する常設重大事故等対処設備

の接続口についてはカプラ接続により可搬型建屋内ホース

を確実に接続することができる設計とする。 
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機器注水配管は，想定される重大事故等時において，通常

時の系統構成から接続，弁操作等により速やかに切り替えら

れる設計とする。

第１貯水槽の操作性の確保については，「 41 条 重大事故

への対処に必要となる水の供給設備」に記載する。

軽油貯蔵タンクの操作性の確保については，「 42 条電源

設備」に記載する。

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備

可搬型建屋内ホースと常設重大事故等対処設備との接続

は，簡便な接続とし，可搬型建屋内ホースを確実に接続でき

る設計とする。また，可搬型建屋内ホースは，可能な限り接

続方式及び口径を統一する設計とする。 

可搬型建屋内ホースは，対応要員が携行して屋外・屋内の

アクセスルートを通行できる設計とする。

可搬型中型移送ポンプは，重大事故等時において，通常時

の隔離又は分離された状態から弁の操作や接続により速や

かに系統構成が可能な設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，可能な限り接続方式及び口径を

統一することにより，確実に接続することができる設計とす

る。 

可搬型中型移送ポンプは，安全機能を有する施設として兼

用しないため，想定される重大事故等時に切り替えることな

く使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，可搬型中型移送ポンプ運搬車に

積載し車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセ
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ス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留め等による

固定等が可能な設計とする。

可搬型排水受槽は，重大事故等時において，通常時の隔離

又は分離された状態から弁の操作や接続により速やかに系

統構成が可能な設計とする。 

可搬型排水受槽は，接続方式を可能な限り統一することに

より，確実に接続することができる設計とする。 

可搬型排水受槽は，安全機能を有する施設として兼用しな

いため，想定される重大事故等時に切り替えることなく使用

できる設計とする。 

可搬型排水受槽は，車両に積載することで車両として屋外

のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計とする。 

搬型建屋外ホースは，重大事故等時において，通常時の隔

離又は分離された状態から弁の操作や接続により速やかに

系統構成が可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，可能な限り接続方式及び口径を統

一することにより，確実に接続することができる設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，安全機能を有する施設として兼用

しないため，想定される重大事故等時に切り替えることなく

使用できる設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，ホース展張車及び運搬車に積載す

ることで車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，付属の操作スイッチによ

り，使用場所での操作が可能な設計とする。
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可搬型中型移送ポンプ運搬車は，安全機能を有する施設と

して兼用しないため，想定される重大事故等時に切り替える

ことなく使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，可搬型中型移送ポンプ等

を積載し車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とする。

ホース展張車は，付属の操作スイッチにより，使用場所で

の操作が可能な設計とする。

ホース展張車は，安全機能を有する施設として兼用しない

ため，想定される重大事故等時に切り替えることなく使用で

きる設計とする。 

ホース展張車は，可搬型建屋外ホース等を積載し車両とし

て屋外のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計と

する。 

運搬車は，付属の操作スイッチにより，使用場所での操作

が可能な設計とする。 

運搬車は，安全機能を有する施設として兼用しないため，

想定される重大事故等時に切り替えることなく使用できる

設計とする。 

運搬車は，可搬型建屋外ホース等を積載し車両として屋外

のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計とする。 

 可搬型貯槽温度計，可搬型機器注水流量計及び可搬型貯槽

液位計の操作性の確保については，「43条  計装設備」に記

載する。 
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軽油用タンク ローリの操作性の確保については，「 42 条

電源設備」に記載する。 

ｂ．冷却コイル通水等による冷却に使用する設備

(a) 常設重大事故等対処設備

冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管は，重大事故等時

において，通常時の隔離又は分離された状態から弁の操作や

接続により速やかに系統構成が可能な設計とする。

可搬型建屋内ホースを接続する常設重大事故等対処設備

の接続口については，カプラ接続により可搬型建屋内ホース

を確実に接続することができる設計とする。

冷却コイル配管及び冷却ジャケット配管は，想定される重

大事故等時において，通常時の系統構成から接続，弁操作等

により速やかに切り替えられる設計とする。

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型建屋内ホースと常設重大事故等対処設備との接続

は，簡便な接続とし，可搬型建屋内ホースを確実に接続でき

る設計とする。また，可搬型建屋内ホースは，可能な限り接

続方式及び口径を統一する設計とする。 

可搬型建屋内ホースは，対応要員が携行して屋外・屋内の

アクセスルートを通行できる設計とする。

可搬型中型移送ポンプは，重大事故等時において，通常時

の隔離又は分離された状態から弁の操作や接続により速や

かに系統構成が可能な設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，可能な限り接続方式及び口径を

統一することにより，確実に接続することができる設計とす
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る。

可搬型中型移送ポンプは，安全機能を有する施設として兼

用しないため，想定される重大事故等時に切り替えることな

く使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，可搬型中型移送ポンプ運搬車に

積載し車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセ

ス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留め等による

固定等が可能な設計とする。

可搬型排水受槽は，重大事故等時において，通常時の隔離

又は分離された状態から弁の操作や接続により速やかに系

統構成が可能な設計とする。 

可搬型排水受槽は，接続方式を可能な限り統一することに

より，確実に接続することができる設計とする。 

可搬型排水受槽は，安全機能を有する施設として兼用しな

いため，想定される重大事故等時に切り替えることなく使用

できる設計とする。 

可搬型排水受槽は，車両に積載することで車両として屋外

のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計とする。 

搬型建屋外ホースは，重大事故等時において，通常時の隔

離又は分離された状態から弁の操作や接続により速やかに

系統構成が可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，可能な限り接続方式及び口径を統

一することにより，確実に接続することができる設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，安全機能を有する施設として兼用

しないため，想定される重大事故等時に切り替えることなく
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使用できる設計とする。

可搬型建屋外ホースは，ホース展張車及び運搬車に積載す

ることで車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，付属の操作スイッチによ

り，使用場所での操作が可能な設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，安全機能を有する施設と

して兼用しないため，想定される重大事故等時に切り替える

ことなく使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，可搬型中型移送ポンプ等

を積載し車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とする。

ホース展張車は，付属の操作スイッチにより，使用場所で

の操作が可能な設計とする。

ホース展張車は，安全機能を有する施設として兼用しない

ため，想定される重大事故等時に切り替えることなく使用で

きる設計とする。 

ホース展張車は，可搬型建屋外ホース等を積載し車両とし

て屋外のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計と

する。 

運搬車は，付属の操作スイッチにより，使用場所での操作

が可能な設計とする。 

運搬車は，安全機能を有する施設として兼用しないため，

想定される重大事故等時に切り替えることなく使用できる

設計とする。 
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運搬車は，可搬型建屋外ホース等を積載し車両として屋外

のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計とする。 

可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水流量計，可搬型建屋供給

冷却水流量計，可搬型冷却水排水線量計及び可搬型冷却コイ

ル圧力計の操作性の確保については，「43条  計装設備」に

記載する。 

ｃ．放出低減対策に使用する設備 

 (a ) 常設重大事故等対処設備 

代替塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット，隔離弁，配管，凝縮器，代替換気

設備の凝縮液回収系及びダクトは，重大事故等時において，

通常時の隔離又は分離された状態から弁の操作や接続によ

り速やかに系統構成が可能な設計とする。 

代替塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット，隔離弁，配管は，想定される重大

事故等時において，通常時の系統構成から接続，弁操作等に

より速やかに切り替えられる設計とする。 

代替塔槽類廃ガス処理設備の安全水封器は，想定される重

大事故等時において，通常時に使用する場合と同じ系統構成

で重大事故等対処設備として使用する設計とする。 

可搬型建屋内ホースを接続する常設重大事故等対処設備

の接続口については，カプラ接続により可搬型建屋内ホース

を確実に接続することができる設計とする。 

可搬型ダクトを接続する常設重大事故等対処設備の接続

口については，一般的に使用される工具を用いて接続可能な
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フランジ接続によりダクトを確実に接続することができる

設計とする。

凝縮器，凝縮液回収系及びダクトは，想定される重大事故

等時において，通常時の系統構成から接続，弁操作等により

速やかに切り替えられる設計とする。

(ｂ ) 可搬型重大事故等対処設備 

代替塔槽類廃ガス処理設備の可搬型建屋内ホースと常設

重大事故等対処設備との接続は，簡便な接続とし，可搬型建

屋内ホースを確実に接続できる設計とする。また，ホースは，

接続方式及び口径を統一する設計とする。 

代替換気設備の可搬型ダクトと常設重大事故等対処設備

との接続は，簡便な接続とし，可搬型ダクトを確実に接続で

きる設計とする。また，ダクトは，可能な限り接続方式及び

口径を統一する設計とする。 

可搬型建屋内ホース，可搬型配管，可搬型フィルタ，可搬

型デミスタ，可搬型ダクト及び可搬型排風機は，対応要員が

携行して屋外・屋内のアクセスルートを通行できる設計とす

る。 

可搬型中型移送ポンプは，重大事故等時において，通常時

の隔離又は分離された状態から弁の操作や接続により速や

かに系統構成が可能な設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，可能な限り接続方式及び口径を

統一することにより，確実に接続することができる設計とす

る。 

可搬型中型移送ポンプは，安全機能を有する施設として兼
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用しないため，想定される重大事故等時に切り替えることな

く使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプは，可搬型中型移送ポンプ運搬車に

積載し車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセ

ス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留め等による

固定等が可能な設計とする。

可搬型排水受槽は，重大事故等時において，通常時の隔離

又は分離された状態から弁の操作や接続により速やかに系

統構成が可能な設計とする。 

可搬型排水受槽は，接続方式を可能な限り統一することに

より，確実に接続することができる設計とする。 

可搬型排水受槽は，安全機能を有する施設として兼用しな

いため，想定される重大事故等時に切り替えることなく使用

できる設計とする。 

可搬型排水受槽は，車両に積載することで車両として屋外

のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計とする。 

搬型建屋外ホースは，重大事故等時において，通常時の隔

離又は分離された状態から弁の操作や接続により速やかに

系統構成が可能な設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，可能な限り接続方式及び口径を統

一することにより，確実に接続することができる設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，安全機能を有する施設として兼用

しないため，想定される重大事故等時に切り替えることなく

使用できる設計とする。 

可搬型建屋外ホースは，ホース展張車及び運搬車に積載す
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ることで車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，付属の操作スイッチによ

り，使用場所での操作が可能な設計とする。

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，安全機能を有する施設と

して兼用しないため，想定される重大事故等時に切り替える

ことなく使用できる設計とする。 

可搬型中型移送ポンプ運搬車は，可搬型中型移送ポンプ等

を積載し車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とする。

ホース展張車は，付属の操作スイッチにより，使用場所で

の操作が可能な設計とする。

ホース展張車は，安全機能を有する施設として兼用しない

ため，想定される重大事故等時に切り替えることなく使用で

きる設計とする。 

ホース展張車は，可搬型建屋外ホース等を積載し車両とし

て屋外のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計と

する。 

運搬車は，付属の操作スイッチにより，使用場所での操作

が可能な設計とする。 

運搬車は，安全機能を有する施設として兼用しないため，

想定される重大事故等時に切り替えることなく使用できる

設計とする。 

運搬車は，可搬型建屋外ホース等を積載し車両として屋外

のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計とする。 
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可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，可搬型導出先セル圧力計，

可搬型凝縮器出口排気温度計，可搬型凝縮器通水流量計，可

搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，

可搬型導出先セル圧力計，可搬型貯槽温度計，可搬型冷却水

排水線量計及び可搬型フィルタ差圧計の操作性の確保につ

いては，「43条 計装設備」に記載する。

重大事故対処用母線，建屋可搬型発電機及び軽油用タンク

ローリの操作性の確保については，「42条  電源設備」に記

載する。
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2.7 試験検査 補足説明資料

(１ ) 常設重大事故等対処設備の操作を必要とする箇所には，誤

操作防止のための識別表示が掲示されていることを定期的

に確認する。 

(２ ) 蒸発乾固に対処するための設備は，重大事故等への対処に

備え，操作ができることを定期的に確認する。 

(３ ) 常設重大事故等対処設備は，通常時の系統構成から重大事

故等対処施設としての系統構成に切り替えるための操作が

できることを定期的に確認する。 

(４ ) 可搬型重大事故等対処設備は，保管数量及び保管状態を定

期的に確認する。 

(５ ) 放出影響緩和設備の可搬型重大事故等対処設備のうち，可

搬型排風機は，動作することを定期的に確認する。 
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3. 主要設備及び仕様

 蒸発乾固に対処するための設備の主要設備の主要設備を第35.

１表に示す。 
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送・排風機 圧力計 

高性能粒子フィルタ 流量計 

粒子フィルタ 温度計 

プレフィルタ 濃度計 

ダンパ（閉） 水位計 

ダンパ（開） モニタ

逆止ダンパ 手動弁（閉） 

逆止弁 手動弁（開） 

Ｐ 

Ｆ 

Ｔ 

Ｑ 

Ｒ 

Ｌ 

第35.１図 系統概要図 略記号一覧図（その１） 

（中性子線用の場合：    ） Ｒ 
ｎ 
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槽，濃縮缶， 
凝縮器，ポット 

自動弁（閉） 

可搬型と取り合う常
設設備の接続口 

自動弁（開） 

可搬型と可搬型の接
続金具 

配管，ダクト，電路 
（常設） 

水中ポンプ 
ホース，ダクト，

ケーブル
（可搬型） 

スプレイヘッダ 重大事故等対処施設 

外気取入口 
重大事故等対処施設
のうち設計基準対処
施設と兼用するもの 

外気放出口 本設備以外の設備 

本凡例に 
記載がない機器 

Ｉ 

（太い実線） 

（破線） 

（細い実線） 

第35.１図 系統概要図 略記号一覧図（その２） 
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Ｐ

安全冷却水１Ａ膨張槽

前処理建屋蒸発乾固１
中継槽Ａ
中継槽Ｂ
リサイクル槽Ａ
リサイクル槽Ｂ
不溶解残渣回収槽Ａ
不溶解残渣回収槽Ｂ

安全冷却水１Ｂ膨張槽

Ｐ

前処理建屋蒸発乾固２
計量前中間貯槽Ａ
計量前中間貯槽Ｂ
計量後中間貯槽
計量・調整槽
計量補助槽

安全冷却水２膨張槽

Ｐ

前処理建屋蒸発乾固２
中間ポットＡ
中間ポットＢ

気体廃棄物の廃棄施設の
せん断処理･溶解廃ガス
処理設備

冷却塔

貯水槽から ＦＰ

本図は，前処理建屋蒸発乾固１の２系統のうち１系統及び前処理建屋蒸発乾固２の第１接続口の接続例である。前処理建屋蒸発乾固１の他の１系統及び前処理建屋蒸発
乾固２並びに第２接続口に接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

Ｆ

貯水槽へ

第35.２図 前処理建屋建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（内部ループ通水による冷却）

（建屋境界）

代替安全冷却水系（分離建
屋）から

可搬型排水受槽

Ｐ

※１ 常設重大事故等対処設備

※２ 可搬型重大事故等対処設備

※１

※２

※１

※２

※１

※２

※１

※２
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貯水槽から

本図は，分離建屋蒸発乾固１の２系統のうち１系統、離建屋蒸発乾固２の２系統のうち１系統及び分離建屋蒸発乾固３の第１接続口の接続例である。分離建屋
蒸発乾固１の他の１系統、分離建屋蒸発乾固２の他の１系統及び分離建屋蒸発乾固３並びに第２接続口に接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の
位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

貯水槽へ

第35.３図 分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図
（内部ループ通水による冷却）

代替安全冷却水系（精製建屋／ウランプルトニウム混合脱硝建屋）へ

代替安全冷却水系（前処理
建屋）から

可搬型排水
受槽

Ｐ

Ｐ
代替安全冷却水系（分離建屋）へ

代替分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ

安全冷却水１Ａ膨張槽

第６一時貯留処理槽
高レベル廃液供給槽

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ

安全冷却水１Ｂ膨張槽

安全冷却水２膨張槽

溶解液中間貯槽
溶解液供給槽
抽出廃液受槽
抽出廃液中間貯槽
抽出廃液供給槽A
抽出廃液供給槽B
第１一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽
第４一時貯留処理槽
第８一時貯留処理槽

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ
可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

高レベル廃液濃縮缶

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ
可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｆ

Ｆ

Ｆ

（建屋境界）

冷却水設備の
安全冷却水系

代替分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ
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Ｐ
安全冷却水Ａ

膨張槽

精製建屋蒸発乾固１
プルトニウム濃縮液受槽
リサイクル槽
希釈槽
プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

精製建屋蒸発乾固２
プルトニウム溶液受槽
油水分離槽
プルトニウム濃縮缶供給槽
プルトニウム溶液一時貯槽
第１一時貯留処理槽
第２一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽

Ｆ

本図は，精製建屋蒸発乾固１の２系統のうち１系統及び精製建屋蒸発乾固２の第１接続口の接続例である。精製建屋蒸発乾固１の他の１系統及び
精製建屋蒸発乾固２並びに第２接続口に接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

貯水槽へ

第35.４図 精製建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（内部ループ通水による冷却）

代替安全冷却水系（分離建
屋）へ

（建屋境界）

可搬型
重大事故等
対処設備

常設
重大事故等
対処設備

可搬型排水受槽

Ｐ

常設
重大事故等
対処設備

可搬型
重大事故等
対処設備

Ｐ
安全冷却水Ｂ

膨張槽

Ｐ
安全冷却水Ｂ

膨張槽

Ｆ 可搬型
重大事故等
対処設備

常設
重大事故等
対処設備

代替安全冷却水系（ウラ
ン・プルトニウム混合
脱硝建屋）へ

前処理建屋の
安全冷却水系から

可搬型
重大事故等
対処設備

常設
重大事故等
対処設備

貯水槽から Ｐ

代替安全冷却水系（ウラ
ン・プルトニウム混合脱硝
建屋）から

MOX燃料加工施設の冷却等の機能喪失に
対処するための設備の代替注水設備へ
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安全冷却水Ａ膨張槽

Ｐ
冷却水設備の
安全冷却水系

貯水槽から ＦＰ

本図は，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固の２系統のうち１系統の第１接続口の接続例である。ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固の他の１系統並びに第２接続口に接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の個数及び
位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

貯水槽へ

第35.５図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図
（内部ループ通水による冷却）

代替安全冷却水系（精製建屋）へ

（建屋境界）

代替安全冷却水系（精製建屋）から

可搬型排水受槽

Ｐ

Ｐ
安全冷却水Ｂ膨張槽

代替安全冷却水系（分離建屋）へ

Ｔ

ＭＯＸ燃料加工施設の冷却等の機能喪失に対処するた
めの設備の代替注水設備へ

※１ 可搬型重大事故等対処設備

※２ 常設重大事故等対処設備

硝酸プルトニウム貯槽
混合槽Ａ
混合槽Ｂ
一時貯槽

※１

※２

※１

※２
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Ｐ

安全冷却水１Ａ膨張槽

高レベル廃液
ガラス固化建屋
蒸発乾固２
高レベル濃縮廃液貯槽

第１高レベル濃縮廃液
貯蔵冷却水Ａ膨張槽

Ｐ

高レベル廃液
ガラス固化建屋
蒸発乾固１
高レベル廃液混合槽
供給液槽
供給槽

Ｐ

前処理建屋の
安全冷却水系

貯水槽から

Ｐ

本図は，高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固２の２系統のうち１系統及び高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固１の第１接続口の接続例である。高レベル廃液ガラス
固化建屋蒸発乾固２の他の１系統及び高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固１並びに第２接続口に接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の個数及び位
置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

Ｆ

貯水槽へ

第35.６図 高レベル廃液ガラス固化建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図
（内部ループ通水による冷却）

（建屋境界）

※２

※２

※１

※１

可搬型排水受槽

Ｐ

流量調節
ユニット Ｆ

流量調節
ユニット

第１高レベル濃縮廃液
貯蔵冷却水Ｂ膨張槽

※２

※１

※１

※２

※１常設重大事故等対処設備 ※２可搬型重大事故等対処設備

※１

※１

※２

※２

※２ ※１

※２

※２

※２

気体廃棄物の廃棄施設
高レベル廃液ガラス固化
廃ガス処理設備

安全冷水Ａ冷却器
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（建屋境界）

貯水槽から

中間ポットＡ
Ｔ

Ｌ

計量補助槽
Ｔ

Ｌ

中間ポットＢ
Ｔ

Ｌ

中継槽Ａ
Ｔ

Ｌ

中継槽Ｂ
Ｔ

Ｌ

リサイクル槽Ａ
Ｔ

Ｌ

リサイクル槽Ｂ
Ｔ

Ｌ

不溶解残渣回収槽Ａ
Ｔ

Ｌ

不溶解残渣回収槽Ｂ
Ｔ

Ｌ

計量前中間貯槽Ａ
Ｔ

Ｌ

計量前中間貯槽Ｂ
Ｔ

Ｌ

計量後中間貯槽
Ｔ

Ｌ

計量・調整槽
Ｔ

Ｌ

Ｆ

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

燃料貯蔵プール等の冷却等
の機能喪失に
対処するための設備の代替
注水設備へ

Ｐ

第35.７図 前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図
（貯水槽から機器への注水）

本図は，前処理建屋の第１接続口に接続した場合の例である。接続口毎に機器注水配管が異なるため，第２接続口から第４
接続口に接続する場合は系統構成が異なる。また接続金具等の個数及び位置についても，ホース敷設ルート毎に異なる。
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本図は，分離建屋蒸発乾固進行緩和設備の４系統のうち１系統の接続例である。分離建屋蒸発乾固進行緩和設備の他の３系統に接続した場合も同様の系統である。ただ
し、接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

第35.８図 分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（貯水槽から機器への注水）

高レベル廃液濃縮缶

Ｆ

給水処理設備

貯水槽から

代替安全冷却水系（分離建屋）へ

Ｐ 代替分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ

代替安全冷却水系（精製建屋／ウランプルトニウム混合脱硝建屋）へ

※1  可搬型重大事故等対処設備
※2 常設重大事故等対処設備

※１ ※２
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（建屋境界）

プルトニウム溶液受槽
Ｔ

Ｌ

油水分離槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮缶供給槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム溶液一時貯槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮液受槽
Ｔ

Ｌ

リサイクル槽
Ｔ

Ｌ

希釈槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮液一時貯槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮液計量槽
Ｔ

Ｌ

プルトニウム濃縮液中間貯槽
Ｔ

Ｌ

第１一時貯留処理槽
Ｔ

Ｌ

第２一時貯留処理槽
Ｔ

Ｌ

第３一時貯留処理槽
Ｔ

Ｌ

第35.９図 精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図
（貯水槽から機器への注水）

代替安全冷却水系
（分離建屋）へ

代替安全冷却水系（ウラン・
プルトニウム混合脱硝建屋）へ

貯水槽から

MOX燃料加工施設の冷却等の
機能喪失に対処するための

設備の代替注水設備へ

Ｐ

本図は，精製建屋の第１接続口に接続した場合の例である。接続口毎に機器注水配管が異なるため，第２接続
口から第４接続口に接続する場合は系統構成が異なる。また接続金具等の個数及び位置についても，ホース敷
設ルート毎に異なる。

Ｆ

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

機器注水時は可搬型重大事故等対処設備を付け替えて対処する。
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貯水槽から Ｐ

本図は，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固進行緩和設備の４系統のうち１系統の接続例である。ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固進行緩和設備の他の３系統に接続した場合も同様の系統である。ただし，接続金具等の個数及び位置
は，ホース敷設ルート毎に異なる。

第35.10図 ｢ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の冷却機能喪失事故｣の機器注水系統概要図

代替安全冷却水系（精製建屋）へ

（建屋境界）

代替安全冷却水系（分離建屋）へ

ＭＯＸ燃料加工施設の冷却等の機能喪失に対処するた
めの設備の代替注水設備へ

硝酸プルトニウム貯槽

混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

※１ 可搬型重大事故等対処設備

※２ 常設重大事故等対処設備

化学薬品貯蔵供給設備の
化学薬品貯蔵供給系

※１ ※２

Ｆ

圧縮空気設備の
安全圧縮空気系
（水素掃気用）

圧縮空気設備の
安全圧縮空気系
（かくはん用）

計測制御設備

Ｆ

Ｆ

Ｆ

※１
※２

※１ ※２

※１ ※２

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ
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（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液貯槽
※３

第２不溶解残渣廃液貯槽
※３

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※３

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※３

Ｔ

L

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

Ｆ

Ｆ

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

貯水槽から

Ｐ

※２

※１

※１

※２

※２

※２ ※１

※２ ※１

※１ 常設重大事故等対処設備
※２ 可搬型重大事故等対処設備
※３ 安全機能喪失により事象が

進展し，沸点に至るまでの
時間余裕が大きい機器

本図は，高レベル廃液ガラス固化建屋の北ルートから第１接続口に接続した場合の例である。
接続口毎に機器注水配管が異なるため，第２接続口から第６接続口に接続する場合は系統構
成が異なる。また接続金具等の個数及び位置についても，ホース敷設ルート毎に異なる。

第35.11図 高レベル廃液ガラス固化建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の
系統概要図（貯水槽から機器への注水）

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L
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Ｐ

安全冷却水１Ａ膨張槽

前処理建屋蒸発乾固１
中継槽Ａ
中継槽Ｂ
リサイクル槽Ａ
リサイクル槽Ｂ
不溶解残渣回収槽Ａ
不溶解残渣回収槽Ｂ

安全冷却水１Ｂ膨張槽

Ｐ

前処理建屋蒸発乾固２
計量前中間貯槽Ａ
計量前中間貯槽Ｂ
計量後中間貯槽
計量・調整槽
計量補助槽

安全冷却水２膨張槽

Ｐ

前処理建屋蒸発乾固２
中間ポットＡ
中間ポットＢ

冷却塔

貯水槽から ＦＰ

本図は，前処理建屋蒸発乾固１の２系統のうち１系統及び前処理建屋蒸発乾固２の第１接続口の接続例である。前処理建屋蒸発乾固１の他の１系統及び前処理建屋蒸発
乾固２並びに第２接続口に接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

Ｆ

貯水槽へ

第35.12図 前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（冷却コイル通水等による冷却）

（建屋境界）

※２

※１

※１

※２

代替安全冷却水系（分離建
屋）から

可搬型排水受槽

Ｐ

Ｆ

※１※２

※１

※２

※２ ※１

※１ 常設重大事故等対処設備

※２ 可搬型重大事故等対処設備

※１

※２
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貯水槽から貯水槽へ

代替安全冷却水系（精製建屋／ウランプルトニウム混合脱硝建屋）へ

代替安全冷却水系（前処理建
屋）から

可搬型排水
受槽

Ｐ

Ｐ

代替安全冷却水系（分離建屋）へ

代替分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ

安全冷却水１Ａ膨張槽

第６一時貯留処理槽

Ｐ

Ｐ

安全冷却水１Ｂ膨張槽

溶解液中間貯槽

高レベル廃液濃縮缶

Ｐ

Ｐ

※１ ※２

※１ ※２

高レベル廃液供給槽

溶解液供給槽
抽出廃液受槽
抽出廃液中間貯槽
抽出廃液供給槽A
抽出廃液供給槽B
第１一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽
第４一時貯留処理槽
第８一時貯留処理槽

※１ ※２

※１ ※２

※１ ※２

※１ ※２

Ｐ

安全冷却水２膨張槽

※１ ※２

※１ ※２

※１ ※２

※１ ※２

冷却水設備の
安全冷却水系

（建屋境界）

※1  可搬型重大事故等対処設備
※2 常設重大事故等対処設備
※3 それぞれの機器の冷却コイルについて可搬型重大事故等対処設備と

常設重大事故等対処設備を個別に接続し、各機器に冷却水を通水する。

※３

※３

代替分離建屋塔槽類廃ガス処
理設備へ

第35.13図 分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（冷却コイル通水等による冷却）

本図は，分離建屋蒸発乾固の２系統のうち１系統の接続例である。分離建屋蒸発乾固の他の１系統に接続した場合も同様の系統である。
ただし、接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。
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プルトニウム濃縮液受槽

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

プルトニウム溶液受槽

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

安全冷却水Ａ
膨張槽

Ｐ

安全冷却水Ｂ
膨張槽

Ｐ

安全冷却水Ｃ
膨張槽

Ｐ
代替安全冷却水系
（前処理建屋）

から

貯水槽へ

代替安全冷却水系（分離建屋）
へ

可搬型排水受槽

代替安全冷却水系（ウラン・プ
ルトニウム混合脱硝建屋）へ

貯水槽から

代替安全冷却水系（ウラン・
プルトニウム混合脱硝建屋）

から

MOX燃料加工施設の冷却等の
機能喪失に対処するための

設備の代替注水設備へ

Ｐ

Ｐ

本図は，精製建屋冷却コイル２系統のうち１系統の第１接続口の接続例である。精製建屋冷却コイルの他の１系統の第２接続口に
接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

第35.14図 精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（冷却コイル通水等による冷却）

※１ 常設重大事故等対処設備

※２ 可搬型重大事故等対処設備

※２ ※１

※２ ※１
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安全冷却水Ａ膨張槽

Ｐ冷却水設備の
安全冷却水系

貯水槽から Ｐ

本図は，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固の２系統のうち１系統の接続例である。ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固の他の１系統に接続した場合も同様の系統である。ただし，接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に
異なる。

貯水槽へ

第35.15図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図
（冷却コイル通水等による冷却）

代替安全冷却水系（精製建屋）へ

（建屋境界）

代替安全冷却水系（精製建屋）から

可搬型排水受槽

Ｐ

安全冷却水Ｂ膨張槽

代替安全冷却水系（分離建屋）へ

混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

※１ 可搬型重大事故等対処設備

※２ 常設重大事故等対処設備

Ｐ

※２※１

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

ＭＯＸ燃料加工施設の冷却等の機能喪失に対処するため
の設備の代替注水設備へ

硝酸プルトニウ
ム貯槽

※１ ※２

※１ ※２

※２※１

※１ ※２

※２※１

※２※１

※２※１
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Ｐ

第１高レベル濃縮廃液
貯蔵冷却水Ａ膨張槽

Ｐ

前処理建屋の
安全冷却水系

貯水槽から Ｐ

本図は，高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固２の２系統のうち１系統の接続例である。高レベル廃液ガラス固化建屋蒸発乾固の他の系統に接続した場合も同様の系統
である。ただし、接続金具等の個数及び位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

貯水槽へ

第35.16図 高レベル廃液ガラス固化建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図
（冷却コイル通水等による冷却）

（建屋境界）

可搬型排水受槽

Ｐ

第１高レベル濃縮廃液
貯蔵冷却水Ｂ膨張槽

※１常設重大事故等対処設備 ※２可搬型重大事故等対処設備

※２ ※１

高レベル廃液
ガラス固化建屋
蒸発乾固２
高レベル廃液混合槽

※２ ※１

※２

※２

※２ ※１

※２ ※１

流量調節
ユニット
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建屋排風機建屋排気フィルタ
ユニット

セル排風機
セル排気フィルタ
ユニット

汚染のおそれのある区域

溶解槽セルA排風機

溶解槽セルA排気
フィルタユニット

溶解槽セルB排風機
溶解槽セルB排気
フィルタユニット

溶解槽
セル等

主排気筒へ

(建屋境界)

建屋送風機

プレフィルタ
ＰＰ

可搬型排風機可搬型フィルタ

凝縮器

予備凝縮器

中間ポットＡ
中間ポットＢ
中継槽Ａ
中継槽Ｂ
リサイクル槽Ａ
リサイクル槽Ｂ
不溶解残渣回収槽Ａ
不溶解残渣回収槽Ｂ
計量前中間貯槽Ａ
計量前中間貯槽Ｂ
計量後中間貯槽
計量・調整槽
計量補助槽

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

圧縮空気設備の一般
圧縮空気系から

よう素フィルタ
Ａ～Ｄ

第1,第2高性能粒子
フィルタＡ～Ｄデミスタ凝縮器廃ガス洗浄塔

極低レベル廃ガス洗浄塔

貯水槽から Ｐ

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に
対処するための設備の代替注水設備へ

可搬型排水受槽

代替安全冷却水系（分離
建屋）から

第35.17図 前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（放出低減対策）

本図は，前処理建屋蒸発乾固換気系統遮断・セル内導出設備及び放出影響緩和設備の第１接続口の接続例である。前処理建屋蒸発乾固換気系統遮断・セル内導出設備及び放出影響緩和設備の第２接続口に接続した場合も同様の系統である。

高レベル廃液ガラス固化建屋で蒸発

乾固を想定する機器から

廃ガス洗浄塔
シールポット

可搬型重大事故等対処設備
常設重大事故
等対処設備

常設重大事故
等対処設備

可搬型重大事故
等対処設備

溶解槽
セル等

放射性
配管分
岐第１
セル

粒子フィルタ
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貯水槽から

Ｆ

貯水槽へ

第35.18図 分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（放出低減対策）

代替安全冷却水系（ウラン・プルトニウム混合脱硝
建屋）へ

（建屋境界）

代替安全冷却水系（前処理建
屋）から

可搬型排水受槽

Ｐ

代替安全冷却水系（精製建屋）へ

MOX燃料加工施設へ

重大事故等対処共通設備
の管理放出設備へ

放射線配管分岐第１セル

塔槽類廃ガス洗浄塔セル

高レベル廃液
濃縮缶凝縮器

廃ガス リリーフポット

セル

高レベル廃液濃縮缶

Ｐ

Ｔ

Ｐ

※１ 可搬型重大事故等対処設備

※２ 常設重大事故等対処設備

※１

※２

※１

※２

Ｐ

Ｐ Ｐ

第１エジェクタ
凝縮器

凝縮器

Ｐ

冷却水設備の
一般冷却水系

Ｐ

蒸発乾固未然
防止設備から

Ｐ

高レベル廃液濃縮設備の
高レベル廃液濃縮系へ

※２

※２

※１

※２

※１Ｔ

Ｔ

Ｔ

蒸発乾固未然
防止設備へ

蒸発乾固進行緩和設備へ
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第35.19図 精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（放出低減対策）

プルトニウム濃縮液受槽

リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽

プルトニウム濃縮液計量槽

プルトニウム濃縮液中間貯槽

第１一時貯留処理槽

第２一時貯留処理槽

第３一時貯留処理槽

プルトニウム溶液受槽

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽

プルトニウム溶液一時貯槽

（建屋境界）

廃ガス
ポット

Ｐ

重大事故等対処共通設備の
管理放出設備へ

Ｐ

Ｐ

精製建屋一時貯留処理槽第１セル

Ｐ Ｐ

貯水槽へ

代替安全冷却水系
（分離建屋）へ

可搬型排水受槽

代替安全冷却水系（ウラン・プ
ルトニウム混合脱硝建屋）へ

貯水槽から

代替安全冷却水系（ウラン・
プルトニウム混合脱硝建屋）

から

MOX燃料加工施設の冷却等の
機能喪失に対処するための

設備の代替注水設備へ

Ｐ Ｐ

※１ 可搬型重大事故等対処設備

※２ 常設重大事故等対処設備

※２

※２

※１

※２

※１

放射性配管分岐第１セル

本図は，精製建屋蒸発乾固換気系統遮断・セル内導出設備及び放出影響緩和設備の第１接続口の接続例である。精製建屋蒸発乾固換気系統遮断・セル内導出設備及び放出影響緩和設備の第２接続口に接続した場合も同様の系統である。
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貯水槽から ＦＰ

本図は，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固換気系統遮断・セル内導出設備及び放出影響緩和設備の第１接続口の接続例である。ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋蒸発乾固換気系統遮断・セル内導出設備及び放出影響緩和設備の第２接続口に
接続した場合も同様の系統である。

貯水槽へ

第35.20図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図
（放出低減対策）

代替安全冷却水系（精製建屋）へ

（建屋境界）

代替安全冷却水系（精製建屋）から

可搬型排水受槽

Ｐ

代替安全冷却水系（分離建屋）へ

重大事故等対処共通設備の
管理放出設備へ

硝酸プルトニウム貯槽セル

セル

硝酸プルトニウム貯槽

混合槽Ｂ

セル

一時貯槽

セル

混合槽Ａ

Ｐ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｐ

※１ 可搬型重大事故等対処設備

※２ 常設重大事故等対処設備

※１

※２

※１

※２

※１ ※２

※１

※２

※２

凝縮廃液貯槽セル
凝縮廃液受槽Ａセル
凝縮廃液受槽Ｂセル

Ｐ

Ｐ Ｐ

MOX燃料加工施設の冷却等の機能喪失に
対処するための設備の代替注水設備へ
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第35.21図 高レベル廃液ガラス固化建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（放出低減対策）

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※２

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液貯槽
※２

第２不溶解残渣廃液貯槽
※２

可搬型フィルタ 可搬型排風機

（建屋境界）

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※１ 常設重大事故等対処設備

※２ 可搬型重大事故等対処設備

※３ 安全機能喪失により事象が進展し，
沸点に至るまでの時間余裕が大きい
機器

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

可搬型デミスタ

放射性配管分岐セル

塔槽類廃ガス処理
第２セル

廃ガス シール
ポット

塔槽類廃ガス処理
第１セル

廃ガス シール
ポット

Ｐ

Ｐ

凝縮液
回収先へ

予備
凝縮器

凝縮器 気液
分離器

前処理建屋
塔槽類廃ガス処理設備へ

重大事故等対処共通
設備の管理放出設備へ

Ｒ

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※２

Ｐ Ｐ

Ｔ

Ｐ

※２ ※１

※２※１

※１

※１

※１

※１

貯水槽から Ｐ

流量調節
ユニット

貯水槽へＰ

Ｆ

可搬型排水
受槽

※２

※１

※２ ※１ ※２ ※２ ※１ ※２

※１

※１

本図は，高レベル廃液ガラス固化
建屋の北ルートから凝縮器の第１
接続口に接続した場合の例である。
凝縮器の第２接続口に接続した場
合も同様の系統である。
高レベル廃液ガラス固化建屋の南
ルートから凝縮器にホースを敷設
する場合は，常設重大事故等対処
設備は使用せず，また，接続金具
等の個数及び位置も異なる。
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再処理施設　安全審査　整理資料　補足説明資料リスト

資料No. 名称

補足説明資料2-1 SA設備基準適合性一覧表

補足説明資料2-2 配置図

補足説明資料2-3 系統図

補足説明資料2-4 容量設定根拠

補足説明資料2-5 その他設備

補足説明資料2-6 ＳＡバウンダリ系統図（参考図）

補足説明資料2-7 接続図

補足説明資料2-8 保管場所図

補足説明資料2-9 アクセスルート図

補足説明資料2-10 計装設備の測定原理

補足説明資料2-11 試験検査

補足説明資料2-12 接続口一覧

第35条：冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備

再処理施設　安全審査　整理資料　補足説明資料
備考

（1/1） 123



補足説明資料２－１（３５条）
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ＳＡ設備基準適合性一覧表 

今後の設計進捗により、 

変更となる可能性がある。 
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前処理建屋 
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SA設備基準適合性一覧表

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ａ)　溶解設備 (ｂ)　清澄・計量設備 (ｃ) 冷却水設備 (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　溶解設備（一部は，臨界事故の

拡大を防止するための設備の前処理
建屋の臨界事故の拡大を防止するた
めの設備の未臨界確保設備）

(ｂ)　清澄・計量設備（一部は，臨界事
故の拡大を防止するための設備の前
処理建屋の臨界事故の拡大を防止
するための設備の未臨界確保設備
及び放射線分解により発生する水素
による爆発に対処するための設備の
前処理建屋の水素爆発に対処する
ための設備の水素爆発拡大防止設
備）

- - 安全冷却水系 建屋内ホース 流量調節弁 接続金具 接続金具 接続金具 - -

- - - 種　　類　 　呼称65，20ｍ／本 種　　類　 　呼び径65Ａ×65Ａ 種　　類　 　二口分岐，呼び径65Ａ
×65Ａ

種　　類　 　異径金具，呼び径50Ａ
×65Ａ

種　　類　 　異径金具，呼び径40Ａ
×65Ａ

- -

数　　量　 　２系列 数　　量　 　17系列 数　　量　 　３系列 数　　量　　　158本（うち92本は故障
時バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合の
対処に必要な個数は25本，冷却コイ
ル通水又は冷却ジャケット通水に使
用する場合の対処に必要な個数は
66本である。

数　　量　　　28基（うち15基は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合の
対処に必要な個数は２基，冷却コイ
ル通水又は冷却ジャケット通水に使
用する場合の対処に必要な個数は
13基である。

数　　量　　　52基（うち28基は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合の
対処に必要な個数は２基，冷却コイ
ル通水又は冷却ジャケット通水に使
用する場合の対処に必要な個数は
24基である。

数　　量　 　12基（うち８基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　８基（うち４基は故障時
バックアップ）＊
＊冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水に使用する場合の対処に必要
な個数は４基である。

数　　量　　　６系列
（うち２系列は，臨界事故の拡大を防
止するための設備の前処理建屋の
臨界事故の拡大を防止するための設
備の未臨界確保設備）

数　　量　　　21系列
（うち２系列は，臨界事故の拡大を防
止するための設備の前処理建屋の
臨界事故の拡大を防止するための設
備の未臨界確保設備，７系列は，放
射線分解により発生する水素による
爆発に対処するための設備の前処
理建屋の水素爆発に対処するため
の設備の水素爆発拡大防止設備）

- - - - - - - - - -

２系列 17系列 ３系列

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

６系列 21系列

－ － － － － － － － － －

温度、圧力、湿度、放射線 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

自然現象等 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

操作環境 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作内容 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作

第４号 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

第５号 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作

系統設計

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通通常時の系統構成から重大事故
等対処施設としての系統構成に切り
替えられる設計としており、悪影響を
及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

その他（飛散物） 該当なし 該当なし 該当なし
保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

該当なし 該当なし

第７号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

落雷 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

第１号 カプラ式 カプラ式 カプラ式 カプラ式 カプラ式

第２号
可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

第３号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管
考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

故意による大型航空機の衝突に対する考慮
・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

第５号 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

落雷 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号
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温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(c)　前処理建屋塔槽類廃ガス処理設
備（一部は，臨界事故の拡大を防止
するための設備の前処理建屋の臨
界事故の拡大を防止するための設備
の未臨界確保設備）

(d)　分析設備 (e)　計測制御設備（一部は，放射線
分解により発生する水素による爆発
に対処するための設備の前処理建
屋の水素爆発に対処するための設
備の水素爆発拡大防止設備）

(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース

- - - 建屋内ホース 建屋内ホース 流量調節弁 接続金具 接続金具 接続金具 接続金具

- - - 種　　類　 　呼称65，20ｍ／本 種　　類　 　呼び径25Ａ，２ｍ／本 種　　類　 　呼び径15Ａ×25Ａ 種　　類　 　二口分岐，呼び径65Ａ
×65Ａ

種　　類　 　分配治具，呼び径65Ａ
×15Ａ

種　　類　 　異径金具，呼び径15Ａ
×25Ａ

種　　類　 　異径金具，呼び径20Ａ
×25Ａ

数　　量　　　３系列
（うち２系列は，臨界事故の拡大を防
止するための設備の前処理建屋の
臨界事故の拡大を防止するための設
備の未臨界確保設備）

数　　量　 　11系列 数　　量　　　11系列
（うち５系列は，放射線分解により発
生する水素による爆発に対処するた
めの設備の前処理建屋の水素爆発
に対処するための設備の水素爆発
拡大防止設備）

数　　量　 　57本（うち38本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　78本（うち52本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　39基（うち26基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　12基（うち８基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　30基（うち20基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　21基（うち14基は故障時
バックアップ）

- - - - - - - - - -

３系列 11系列 11系列 ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット

－ － － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 操作不要 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし
保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

カプラ式 カプラ式 カプラ式 カプラ式 カプラ式 カプラ式 カプラ式

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(２)　蒸発乾固進行緩和設備 (２)　蒸発乾固進行緩和設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　前処理建屋塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニット
(ｂ)　前処理建屋塔槽類廃ガス処理
設備

(ｂ)　前処理建屋塔槽類廃ガス処理
設備

(ｂ)　前処理建屋塔槽類廃ガス処理
設備

 (ｃ)　前処理建屋換気設備 (ａ)　可搬型ダクト (ａ)　主排気筒へ排出するユニット (ｂ)　凝縮器

接続金具 接続金具 - - 隔離弁 廃ガス洗浄塔シール ポット 前処理建屋排気系 - - -

種　　類　　　異径金具，呼び径40Ａ
×25Ａ

種　　類　　　異径金具，呼び径８Ａ×
25Ａ

- - - - - 種　　類　　　内径250ｍｍ，４ｍ／本 - -

数　　量　　　15基（うち10基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　18基（うち12基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　１系列 数　　量　　　１系列 数　　量　　　２基 数　　量　　　１基 数　　量　　　１系列 数　　量　　　４本（うち２本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　１系列 数　　量　　　１基

- - - - - - - - - -

３（２）セット ３（２）セット １系列 １系列 ２基 １基 １系列 ４本 １系列 １基

－ － － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 ダンパの手動操作 操作不要 操作不要 弁の手動操作

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 切替操作がないため該当しない 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

カプラ式 カプラ式

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ｃ)　予備凝縮器 (ｄ)　凝縮液回収系 (ｅ)　前処理建屋換気設備 (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (b)　可搬型フィルタ (ｃ)　可搬型ダクト

- - 前処理建屋排気系 建屋内ホース 建屋内ホース 流量調節弁 接続金具 接続金具 - 可搬型ダクト

- - - 種　　類　 　呼称65，20ｍ／本 種　　類　 　呼び径25Ａ，１ｍ／本 種　　類　 　呼び径65Ａ×65Ａ 種　　類　 　異径金具，呼び径65Ａ
×40Ａ

種　　類　 　二口分岐，呼び径65Ａ
×65Ａ

種　　類　 　高性能粒子フィルタ 種　　類　 　内径250ｍｍ，２ｍ／本

数　　量　 　１基 数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列 数　　量　 　48本（うち32本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　４本（うち２本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　12基（うち８基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

基　　数　 　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　６本（うち３本は故障時
バックアップ）

- - - - - - - - 粒子除去効率　99.9％以上（0.3μｍ
ＤＯＰ粒子）
容　　量　　　約2,500ｍ３／ｈ／基

-

１基 １基 １系列 ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット １（１）セット ３（２）セット

－ － － － － － － － － 約2,500ｍ３／ｈ／基

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けないよう設置 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

弁の手動操作 弁の手動操作 弁、ダンパの手動操作 操作不要 操作不要 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし
保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

カプラ式 カプラ式 カプラ式 カプラ式 カプラ式 フランジ式 フランジ式

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の
防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ｃ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型排風機

可搬型ダクト -

種　　類　 　内径250ｍｍ，0.5ｍ／本 種　　類　 　遠心式
主要材料　 ステンレス鋼

数　　量　 　４本（うち２本は故障時
バックアップ）

台　　数　　　４台（うち２台は故障時
バックアップ，１台は待機除外時バッ
クアップ）

- 容　　量　 　約2,400ｍ３／ｈ／台

１（１）セット ２（１）セット

－ －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けないよう設置

屋内 屋内

操作不要 起動及び停止操作

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

保管時は固縛により悪影響を及ぼさ
ない

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

フランジ式 フランジ方式

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

・外部保管エリアに故障時バックアッ
プを分散保管

２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び簡易倉庫に保管

影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ａ)　分離設備 (ｂ)　分離建屋一時貯留処理設備 (ｃ)　高レベル廃液処理設備 (ｄ)　冷却水設備 (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　高レベル廃液処理設備

- - 高レベル廃液濃縮設備 安全冷却水系 建屋内ホース 建屋内ホース 接続金具 接続金具 流量調節弁 高レベル廃液濃縮設備

- - 高レベル廃液濃縮系 - 種　　類　　　呼称65，20ｍ／本 種　　類　　　呼称65，５ｍ／本＊ 種　　類　　　継手，呼び径65Ａ 種　　類　　　二口分岐，呼び径65Ａ×
65Ａ

種　　類　　　呼び径65Ａ 高レベル廃液濃縮系

数　　量　　　６系列 数　　量　　　７系列 数　　量　　　４系列 数　　量　　　３系列 数　　量　　　256本（うち144本は故障
時バックアップ）

数　　量　　　216本（うち108本は故障
時バックアップ）
＊冷却コイル通水又は冷却ジャケット
通水に使用する場合の対処に必要な
個数は108本である。

数　　量　　　14基（うち８基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　48基（うち24基は故障時
バックアップ）＊
＊冷却コイル通水又は冷却ジャケット
通水に使用する場合の対処に必要な
個数は24基である。

数　　量　　　29基（うち15基は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合の
対処に必要な個数は３基，冷却コイ
ル通水又は冷却ジャケット通水に使
用する場合の対処に必要な個数は14
基である。

数　　量　　　４系列

- - - - - - - - - -

6系列 7系列 4系列 3系列

①３（２）セット（32本／セット）
※重要度高の機器グループ通水用
②２（１）セット（80本／セット）
※重要度中の機器グループ通水用

２（１）セット（108本／セット）
※冷却コイル通水又は冷却ジャケット
通水用

①３（２）セット（２基／セット）
※重要度高の機器グループ通水用
②２（１）セット（４基／セット）
※重要度中の機器グループ通水用

２（１）セット（24基／セット）
※冷却コイル通水又は冷却ジャケット
通水用

①３（２）セット（１基／セット）
※重要度高の機器グループ通水用
②２（１）セット（２基／セット）
※重要度中の機器グループ通水用
③２（１）セット（14基／セット）
※冷却コイル通水又は冷却ジャケット
通水用（うち1基は①と共用）

4系列

－ － － － － － － － － －

温度、圧力、湿度、放射線 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

自然現象等 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

操作環境 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作内容 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作

第４号 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

第５号 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作

系統設計

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

その他（飛散物） 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

第７号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 10mSv以下で作業管理

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

落雷 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

第１号 カプラ方式

第２号
可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

第３号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管
考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

故意による大型航空機の衝突に対する考慮 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

第５号 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

落雷 建物内及び保管用コンテナに保管 保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　分離建屋塔槽類廃ガス処理設備

からセルに導出するユニット（一部
は，臨界事故の拡大を防止するため
の設備の分離建屋の臨界事故の拡
大を防止するための設備の換気系統
遮断・セル内導出設備）

(ｂ)　高レベル廃液処理設備 (ｃ)　分離建屋塔槽類廃ガス処理設備 (ｃ)　分離建屋塔槽類廃ガス処理設備 (ｃ)　分離建屋塔槽類廃ガス処理設備

建屋内ホース 接続金具 接続金具 接続金具 流量調節弁 - 高レベル廃液濃縮設備 塔槽類廃ガス処理系 隔離弁 廃ガス リリーフ ポット

種　　類　　　呼称65，20ｍ／本 種　　類　　　異径金具，呼び径65Ａ×
40Ａ

種　　類　　　異径金具，呼び径65Ａ×
50Ａ

種　　類　　　異径金具，呼び径65Ａ×
25Ａ

種　　類　　　呼び径65Ａ - 高レベル廃液濃縮系 - - -

数　　量　　　57本（うち38本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　１系列 数　　量　　　１系列 数　　量　　　１系列 数　　量　　　４基 数　　量　　　１基

- - - - - - - - - -

３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット １系列 １系列 １系列 ４基 １基

－ － － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 操作不要 弁の手動操作 操作不要

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 切替操作がないため該当しない 切替操作がないため該当しない 通常と同じ弁操作 切替操作がないため該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

重大事故等対処の系統を隔離し、通
常時の系統構成とするため悪影響を
及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

カプラ方式 カプラ方式 カプラ方式

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ｄ)　分離建屋換気設備 (ａ)　分離建屋換気設備 (ｂ)　高レベル廃液処理設備 (ｂ)　高レベル廃液処理設備 (ｃ)　予備凝縮器 (ｄ)　凝縮液回収系 (ｅ)　分離設備 (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース

分離建屋排気系 分離建屋排気系 高レベル廃液濃縮設備
　高レベル廃液濃縮系

高レベル廃液濃縮設備
　高レベル廃液濃縮系

- - - 建屋内ホース 流量調節弁 接続金具

- - 高レベル廃液濃縮缶凝縮器 第１エジェクタ凝縮器 - - - 種　　類　　　呼称65，20ｍ／本 種　　類　　　呼び径65Ａ 種　　類　　　継手，呼び径65Ａ

数　　量　　　１系列 数　　量　　　１系列 数　　量　　　１基 数　　量　　　１基 数　　量　　　１基 数　　量　　　１系列 数　　量　　　１系列 数　　量　　　84本（うち56本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

- - - - - - - - - -

１系列 １系列 １基 １基 １基 １系列 １系列 ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット

－ － － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 ダンパの手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 弁の手動操作 操作不要

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

切替操作がないため該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常の系統構成から重大事故等対
処施設としての系統構成に切り替え
られる設計としており、悪影響を及ぼ
さない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

重大事故等対処の系統を隔離し、通
常時の系統構成とするため悪影響を
及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

カプラ方式

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

135



SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(b) 可搬型配管 (ｃ)　可搬型フィルタ (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト

可搬型配管 - 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト

種　　類　　　呼び径65Ａ 種　　類　　　高性能粒子フィルタ
粒子除去効率　99.9％以上（0.3μｍ
ＤＯＰ粒子）

種　　類　　　内径500ｍｍ，0.2ｍ／本 種　　類　　　内径500ｍｍ，0.4ｍ／本 種　　類　　　内径500ｍｍ，0.5ｍ／本 種　　類　　　内径500ｍｍ，0.6ｍ／本 種　　類　　　内径500ｍｍ×160ｍ
ｍ，0.8ｍ／本

種　　類　　　内径500ｍｍ，１ｍ／本 種　　類　　　内径500ｍｍ，1.2ｍ／本 種　　類　　　内径500ｍｍ，２ｍ／本

数　　量　　　６本（うち３本は故障時
バックアップ）

基　　数　　　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　８本（うち４本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　４本（うち２本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　４本（うち２本は故障時
バックアップ）

- 容　　量　　　約2,500ｍ３／ｈ／基 - - - - - - - -

２（１）セット ３（２）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット

－ 約2,500ｍ３／ｈ／基 － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けないように設置 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｅ)　可搬型排風機

可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダンパ -

種　　類　　　内径500ｍｍ，2.5ｍ／本 種　　類　　　内径500ｍｍ，３ｍ／本 種　　類　　　エルボ，内径500ｍｍ 種　　類　　　二口分岐，内径500ｍｍ
×180ｍｍ

種　　類　　　二口分岐，内径500ｍｍ
×500ｍｍ

- 種　　類　　　遠心式
主要材料　　　ステンレス鋼

数　　量　　　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　14本（うち７本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　　　８基（うち４基は故障時
バックアップ）

台　　数　　　３台（うち２台は故障時
バックアップ）

- - - - - - 容　　量　　　約2,400ｍ３／ｈ／台

２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット １（１）セット
２セット＋１台
（１セット＋１台）

－ － － － － － 約2,400ｍ３／ｈ／台

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けないように設置

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 起動及び停止操作

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

フランジ式

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び簡易倉庫に保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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重大事故等対処設備　規則第３３条適合性　一覧表

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　プルトニウム精製設備 (ｂ)　精製建屋一時貯留処理設備 (ｄ)　冷却水設備 (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース

- - 安全冷却水系 建屋内ホース 建屋内ホース 流量調節弁 接続金具

- - - 種　　類　 　呼称65，20ｍ／本 種　　類　 　呼称40，20ｍ／本 種　　類　 　呼び径40Ａ 種　　類　 　二口分岐，呼び径65Ａ×40Ａ

数　　量　 　16系列 数　　量　 　３系列 数　　量　 　３系列 数　　量　 　42本（うち28本は故障時バック
アップ）

数　　量　 　220本（うち130本は故障時バッ
クアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合の対処
に必要な個数は38本，冷却コイル通水に使
用する場合の対処に必要な個数は90本で
ある。

数　　量　 　28基（うち15基は故障時バック
アップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合の対処
に必要な個数は２基，冷却コイル通水に使
用する場合の対処に必要な個数は13基で
ある。

数　　量　 　６基（うち４基は故障時バック
アップ）

- - - - - - -

16系列 3系列 3系列

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水用

－ － － － － － －

温度、圧力、湿度、放射線 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

自然現象等 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

操作環境 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作内容 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要

第４号 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。

第５号 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

系統設計
通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

その他（飛散物） 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

第７号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

落雷 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

第１号

第２号
可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

第３号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管
可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

故意による大型航空機の衝突に対する考慮 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管

第５号 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

落雷 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）
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重大事故等対処設備　規則第３３条適合性　一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度
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項

(
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)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健

全
性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　プルトニウム精製設備（一部は，放射

線分解により発生する水素による爆発に対
処するための設備の精製建屋の水素爆発
に対処するための設備の水素爆発未然防
止設備）

(ａ)　精製建屋一時貯留処理設備（放射線
分解により発生する水素による爆発に対処
するための設備の精製建屋の水素爆発に
対処するための設備の水素爆発未然防止
設備）

接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 - -

種　　類　 　継手，呼び径40A 種　　類　 　二口分岐，呼び径40Ａ×40Ａ 種　　類　 　異径金具，呼び径40A×15A 種　　類　 　異径金具，呼び径40A×10A 種　　類　 　異径金具，呼び径40A×８A - -

数　　量　 　52基（うち28基は故障時バック
アップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合の対処
に必要な個数は４基，冷却コイル通水に使
用する場合の対処に必要な個数は24基で
ある。

数　　量　 　44基（うち22基は故障時バック
アップ）＊
＊冷却コイル通水に使用する場合の対処
に必要な個数は22基である。

数　　量　 　８基（うち４基は故障時バック
アップ）＊
＊冷却コイル通水に使用する場合の対処
に必要な個数は４基である。

数　　量　 　16基（うち８基は故障時バック
アップ）＊
＊冷却コイル通水に使用する場合の対処
に必要な個数は８基である。

数　　量　 　24基（うち12基は故障時バック
アップ）＊
＊冷却コイル通水に使用する場合の対処
に必要な個数は12基である。

数　　量　　　22系列（うち20系列は，放射線
分解により発生する水素による爆発に対処
するための設備の精製建屋の水素爆発に
対処するための設備の水素爆発未然防止
設備）

数　　量　 　６系列

- - - - - - -
①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水用

２（１）セット
※冷却コイル通水用

２（１）セット
※冷却コイル通水用

２（１）セット
※冷却コイル通水用

２（１）セット
※冷却コイル通水用 22系列 ６系列

－ － － － － － －

平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作

「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない

カプラ方式 カプラ方式 カプラ方式 カプラ方式 カプラ方式

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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重大事故等対処設備　規則第３３条適合性　一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健

全
性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 (ａ)　分析設備 (ａ)　圧縮空気設備 (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系） - 水素掃気用安全圧縮空気系（放射線分解
により発生する水素による爆発に対処する
ための設備の精製建屋の水素爆発に対処
するための設備の水素爆発未然防止設備）

建屋内ホース 流量調節弁 接続金具 接続金具

- - - 種　　類　 　呼称40，20ｍ／本 種　　類　 　呼び径40Ａ 種　　類　 　継手，呼び径40Ａ 種　　類　 　異径金具，呼び径40Ａ×10Ａ

数　　量　 　11系列 数　　量　 　13系列 数　　量　 　13系列 数　　量　 　78本（うち52本は故障時バック
アップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時バック
アップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時バック
アップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時バック
アップ）

- - - - - - -

11系列 13系列 13系列 ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット

－ － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 弁の手動操作 操作不要 操作不要

「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。

通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

カプラ方式 カプラ方式

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

141



重大事故等対処設備　規則第３３条適合性　一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健

全
性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔

槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）からセ
ルに導出するユニット

(ｂ)　プルトニウム精製設備 (ｂ)　精製建屋一時貯留処理設備 (ｃ)　精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 (ｃ)　精製建屋塔槽類廃ガス処理設備

接続金具 接続金具 - - - 塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系） 隔離弁

種　　類　 　異径金具，呼び径40Ａ×15Ａ 種　　類　 　異径金具，呼び径40Ａ×25Ａ - - - - -

数　　量　 　３基（うち２基は故障時バック
アップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時バック
アップ）

数　　量　 　１系列 数　　量　 　７系列 数　　量　 　３系列 数　　量　 　１系列 数　　量　 　５基

- - - - - - -

３（２）セット ３（２）セット １系列 ７系列 ３系列 １系列 ５基

－ － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作

「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 切替操作がないため該当しない 切替操作がないため該当しない 切替操作がないため該当しない 通常と同じ弁操作

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

重大事故等対処の系統を隔離し、通常時
の系統構成とするため悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等対処施
設としての系統構成に切り替えられる設計
としており、悪影響を及ぼさない。

通常時の系統構成から重大事故等対処施
設としての系統構成に切り替えられる設計
としており、悪影響を及ぼさない。

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

カプラ方式 カプラ方式

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない
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重大事故等対処設備　規則第３３条適合性　一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健

全
性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ｃ)　精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 (ｄ)　精製建屋換気設備 (ａ)　凝縮器 (ｂ)　予備凝縮器 (c) 凝縮液回収系 (d) プルトニウム精製設備 (ａ)　精製建屋換気設備

廃ガス ポット 精製建屋排気系 - - - - 精製建屋排気系

- - - - - - -

数　　量　 　１基 数　　量　 　１系列 数　　量　 　１基 数　　量　 　１基 数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列

- - - - - - -

１基 １系列 １基 １基 １系列 １系列 １系列

－ － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 ダンパの手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 ダンパの手動操作

「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。

切替操作がないため該当しない 通常と同じダンパ操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じダンパ操作

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等対処施
設としての系統構成に切り替えられる設計
としており、悪影響を及ぼさない。

重大事故等対処の系統を隔離し、通常時
の系統構成とするため悪影響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

重大事故等対処の系統を隔離し、通常時
の系統構成とするため悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく重大事
故等対処施設としての系統構成ができる設
計としており、悪影響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

削除予定 
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重大事故等対処設備　規則第３３条適合性　一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健

全
性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔
槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）からセ
ルに導出するユニットの高性能粒子フィルタ

(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ｃ)　可搬型フィルタ

建屋内ホース 流量調節弁 接続金具 接続金具（予備凝縮器接続冶具） 接続金具（予備凝縮器接続冶具） -

- 種　　類　　　呼称40，20ｍ／本 種　　類　　　呼び径40Ａ 種　　類　　　継手，呼び径40Ａ 種　　類　　　継手，呼び径100Ａ 種　　類　　　継手，呼び径25Ａ 種　　類　　　高性能粒子フィルタ
粒子除去効率　99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ
粒子）

数　　量　　　１基 数　　量　　　72本（うち48本は故障時バック
アップ）

数　　量　　　３基（うち２基は故障時バック
アップ）

数　　量　　　６基（うち４基は故障時バック
アップ）

基　　数　　　４基（うち２基は故障時バック
アップ）

基　　数　　　２基（うち１基は故障時バック
アップ）

基　　数　　　６基（うち４基は故障時バック
アップ）

- - - - - - 容　　量　　　約2,500ｍ３／ｈ／基

１基 ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ２（１）セット ２（１）セット ３（２）セット

－ － － － － － 約2,500ｍ３／ｈ／基

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けないように設置

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

弁の手動操作 操作不要 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要

「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

重大事故等対処の系統を隔離し、通常時
の系統構成とするため悪影響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計としてお
り、重大事故等の起因となる安全機能と同
時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない

影響を受けない

カプラ方式 フランジ方式 カプラ方式 フランジ方式

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続する接
続口を２箇所確保

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

削除予定 

追加予定 
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重大事故等対処設備　規則第３３条適合性　一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基づ

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健

全
性

第３号
操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号
悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型ダクト (ｅ)　可搬型排風機

可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダンパ -

種　　類　 　内径500ｍｍ，１ｍ／本 種　　類　 　内径500ｍｍ，２ｍ／本 種　　類　 　内径500ｍｍ，４ｍ／本 種　　類　 　90度エルボ，内径500mm 種　　類　 　二口分岐，内径500mm - 種　　類　 　遠心式
主要材料　 ステンレス鋼

数　　量　 　２本（うち１本は故障時バック
アップ）

数　　量　 　４本（うち２本は故障時バック
アップ）

数　　量　 　６本（うち３本は故障時バック
アップ）

数　　量　 　４本（うち２本は故障時バック
アップ）

数　　量　 　４本（うち２本は故障時バック
アップ）

数　　量　 　８基（うち４基は故障時バック
アップ）

台　　数　 　３台（うち２台は故障時バック
アップ）

- - - - - - 容　　量　 　約2,400ｍ３／ｈ／台

２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット
２セット＋１台
（１セット＋１台）

－ － － － － － 約2,400ｍ３／ｈ／台

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けないように設置

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 起動及び停止操作

「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。 「３３条　別紙－１」参照。

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影響を及
ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

フランジ方式 フランジ方式 フランジ方式 フランジ方式 フランジ方式 フランジ方式 フランジ方式

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給するもので
はないため、対象外

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

可搬型重大事故等対処設備のバックアップ
を常設重大事故等対処設備から離れた外
部保管エリアに保管する。

外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管 外部保管エリアに１セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

保管時は固縛、溢水に対する防護をして保
管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び簡易倉庫に保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　ウラン・プルトニウム混合脱硝設
備

(ｂ) 　冷却水設備 (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース

溶液系 安全冷却水系 建屋内ホース 流量調節弁 減圧弁 接続金具

- - 種　　類　 　呼称40，20ｍ／本 種　　類　 　呼び径40A 種　　類　 　呼び径40A 種　　類　 　三口分岐，呼び径40A×
40A

数　　量　 　８系列 数　　量　 　２系列 数　　量　 　52本（うち34本は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は14本，冷却
ジャケット通水に使用する場合の対
処に必要な個数は18本である。

数　　量　　　10基（うち６基は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は１基，冷却
ジャケット通水に使用する場合の対
処に必要な個数は４基である。

数　　量　 　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

- - - - - -

８系列 ２系列

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却ジャケット通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却ジャケット通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却ジャケット通水用

３（２）セット

－ － － － － －

温度、圧力、湿度、放射線 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

自然現象等 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

操作環境 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作内容 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要

第４号 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

第５号 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

系統設計

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

その他（飛散物） 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

第７号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

落雷 影響を受けない 影響を受けない

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない

第１号

第２号

第３号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管
考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

故意による大型航空機の衝突に対する考慮 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

第５号 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

落雷 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　ウラン・プルトニウム混合脱硝設

備
(ｂ)　計測制御設備 (ｃ)　圧縮空気設備(放射線分解によ

り発生する水素による爆発に対処す
るための設備のウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋の水素爆発に対処す
るための設備の水素爆発未然防止
設備)

接続金具 止弁 接続金具 溶液系(一部は，放射線分解により発
生する水素による爆発に対処するた
めの設備のウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋の水素爆発に対処するた
めの設備の水素爆発未然防止設備)

- 水素掃気用安全圧縮空気系

種　　類　 　継手，呼び径40A 種　　類　 　呼び径40A 種　　類　 　四口分岐，呼び径40A×
40A

- - -

数　　量　 　20基（うち12基は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は２基，冷却
ジャケット通水に使用する場合の対
処に必要な個数は８基である。

数　　量　 　９基（うち６基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　４基（うち２基は故障時
バックアップ）＊
＊冷却ジャケット通水に使用する場
合の対処に必要な個数は２基であ
る。

数　　量　 　12系列(うち８系列は，放
射線分解により発生する水素による
爆発に対処するための設備のウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋の水
素爆発に対処するための設備の水
素爆発未然防止設備)

数　　量　 　４系列 数　　量　 　４系列

- - - - - -
①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却ジャケット通水用

３（２）セット ２（１）セット 12系列 ４系列 ４系列

－ － － － － －

平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 弁の手動操作 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

カプラ方式

接続口を２箇所確保

平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ｃ)　圧縮空気設備(放射線分解によ
り発生する水素による爆発に対処す
るための設備のウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋の水素爆発に対処す
るための設備の水素爆発未然防止
設備)

(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　ウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに
導出するユニット

(ｂ)　ウラン・プルトニウム混合脱硝設
備

かくはん用安全圧縮空気系 建屋内ホース 流量調節弁 減圧弁 接続金具 接続金具 接続金具 - 溶液系

- 種　　類　 　呼称40，20ｍ／本 種　　類　 　呼び径40A 種　　類　 　呼び径40A 種　　類　 　四口分岐，呼び径40A×
40A

種　　類　 　異径金具，呼び径40A×
15A

種　　類　 　異径金具，呼び径40A×
８A

- -

数　　量　 　４系列 数　　量　 　30本（うち20本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　12基（うち８基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　24基（うち16基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　12基（うち８基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列

- - - - - - - - -

４系列 ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット １系列 １系列

－ － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

弁の手動操作 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 操作不要

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 切替操作がないため該当しない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

重大事故対処の系統を隔離し、通常
時の系統構成とするため悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

カプラ方式

接続口を２箇所確保

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ｃ)　ウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋塔槽類廃ガス処理設備

(ｃ)　ウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋塔槽類廃ガス処理設備

(ｄ)　ウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋換気設備

(ａ)　凝縮器 (ｂ)　予備凝縮器 (ｃ)　凝縮液回収系 (ｄ)　化学薬品貯蔵供給設備 (ｅ)　ウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋

(ｆ)　ウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋換気設備

- 隔離弁 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排
気系

- - - 化学薬品貯蔵供給系 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋系 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排
気系

- - - - - - - - -

数　　量　 　１系列 数　　量　 　４基 数　　量　 　１系列 数　　量　 　１基 数　　量　 　１基 数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列

- - - - - - - - -

１系列 ４基 １系列 １基 １基 １系列 １系列 　１系列 　１系列

－ － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 弁の手動操作 ダンパの手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 ダンパの手動操作

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

切替操作がないため該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じダンパ操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

重大事故等対処の系統を隔離し、通
常時の系統構成とするため悪影響を
及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

重大事故等対処の系統を隔離し、通
常時の系統構成とするため悪影響を
及ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース

建屋内ホース 建屋内ホース 流量調節弁 減圧弁 接続金具 接続金具(予備凝縮器接続治具)

種　　類　 　呼称40，20ｍ／本 種　　類　 　呼称15，４ｍ／本 種　　類　 　呼び径40A 種　　類　 　呼び径40A 種　　類　 　継手，呼び径15A 種　　類　 　継手，呼び径100A

数　　量　 　42本（うち28本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　20本（うち10本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　２基（うち１基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　４基（うち２基は故障時
バックアップ）

- - - - - -

３（２）セット ２（１）セット ３（２）セット ３（２）セット ２（１）セット ２（１）セット

－ － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 操作不要

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

カプラ方式 カプラ方式 フランジ式 フランジ式

接続口を２箇所確保
再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2

※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火
災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源の耐震
性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防止｣に基
づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ｂ)　可搬型フィルタ (ｃ)　可搬型ダクト (ｃ)　可搬型ダクト (ｃ)　可搬型ダクト (ｄ)　可搬型排風機

- 可搬型ダクト 可搬型ダクト - -

種　　類　　　高性能粒子フィルタ
粒子除去効率　　99.9％以上(0.3μｍ
ＤＯＰ粒子)

種　　類　 　内径500 ｍｍ，２ｍ／本 種　　類　 　二口分岐，内径500ｍｍ 種　　類　 　可搬型ダンパ 種　　類　 　遠心式
主要材料　 ステンレス鋼

基　　数　 　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　約50本（うち約25本は故
障時バックアップ）

基　　数　 　４本（うち２本は故障時
バックアップ）

基　　数　 　８基（うち４基は故障時
バックアップ）

台　　数　 　３台（うち２台は故障時
バックアップ）

容　　量　 　約2,500ｍ３／ｈ／基 - - - 容　　量　 　約2,400ｍ３／ｈ／台

３（２）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット
２セット＋１台
（１セット＋１台）

約2,500ｍ３／ｈ／基 － － － 約2,400ｍ３／ｈ／台

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けないよう設置 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けないよう設置

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 ダンパの手動操作 起動及び停止操作

「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照 「３３条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

フランジ式

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管 ・外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建屋内及び保管用コンテナに保管 建屋内及び保管用コンテナに保管 建屋内及び保管用コンテナに保管 建屋内及び保管用コンテナに保管 建屋内及び簡易倉庫に保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　冷却水給排水系 (ｂ)　高レベル廃液ガラス固化設備 (ｃ) 冷却水設備 (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース

- - 安全冷却水系 建屋内ホース 建屋内ホース 建屋内ホース 建屋内ホース 建屋内ホース 給水ユニット

- - - 種　　類　 　呼称150，10ｍ／本 種　　類　 　呼称150，５ｍ／本 種　　類　 　呼称150，２ｍ／本 種　　類　 　呼称65，20ｍ／本 種　　類　 　呼称65，10ｍ／本 -

数　　量　 　２系列 数　　量　 　12系列 数　　量　 　10系列 数　　量　　　200本（うち126本は故障
時バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は50本，冷却コ
イル通水又は冷却ジャケット通水に
使用する場合の対処に必要な個数
は74本である。

数　　量　 　20本（うち12本は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は４本，冷却コ
イル通水又は冷却ジャケット通水に
使用する場合の対処に必要な個数
は８本である。

数　　量　 　20本（うち12本は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は４本，冷却コ
イル通水又は冷却ジャケット通水に
使用する場合の対処に必要な個数
は８本である。

数　　量　　　128本（うち72本は故障
時バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は16本，冷却コ
イル通水又は冷却ジャケット通水に
使用する場合の対処に必要な個数
は56本である。

数　　量　 　36本（うち22本は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は６本，冷却コ
イル通水又は冷却ジャケット通水に
使用する場合の対処に必要な個数
は14本である。

数　　量　 　38基（うち23基は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は５基，冷却コ
イル通水又は冷却ジャケット通水に
使用する場合の対処に必要な個数
は15基である。

- - - - - - - - -

２系列 12系列 10系列

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

－ － － － － － － － －

温度、圧力、湿度、放射線 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

自然現象等 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源
の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防
止｣に基づき必要な措置を講じる。

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

操作環境 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作内容 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作

第４号 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照

第５号 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

系統設計
通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

その他（飛散物） 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

第７号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

落雷 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

第１号

第２号

第３号 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管
考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

故意による大型航空機の衝突に対する考慮 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管

第５号 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

落雷 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源
の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防
止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固
(１) 蒸発乾固未然防止設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース

接続金具

種　　類　 　異径分岐，呼び径150A
×65A

数　　量　 　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

-

３（２）セット

－

平常時と同等

屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない

屋内

操作不要

「33条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし

平常時と同等

平常時と同等

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源
の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防
止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備 (１) 蒸発乾固未然防止設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース

接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 止弁

種　　類　 　異径分岐，逆止弁付き，
呼び径150A×65A

種　　類　 　二口分岐，呼び径150A
×150A

種　　類　 　二口分岐，呼び径150A
×65A

種　　類　 　四口分岐，呼び径150A
×65A

種　　類　 　六口分岐，呼び径150A
×65A

種　　類　 エルボ，呼び径150A×
150A

種　　類　 　継手，呼び径150A 種　　類　 　継手，呼び径65A 種　　類　 　止弁，呼び径150A

数　　量　 　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　36基（うち24基は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は10基，冷却コ
イル通水又は冷却ジャケット通水に
使用する場合の対処に必要な個数
は12基である。

数　　量　　　８基（うち４基は故障時
バックアップ）＊
＊冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水に使用する場合の対処に必要
な個数は４基である。

数　　量　　　12基（うち６基は故障時
バックアップ）＊
＊冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水に使用する場合の対処に必要
な個数は６基である。

数　　量　 　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　12基（うち８基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　30基（うち20基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　72基（うち42基は故障時
バックアップ）＊
＊内部ループ通水に使用する場合
の対処に必要な個数は10基，冷却コ
イル通水又は冷却ジャケット通水に
使用する場合の対処に必要な個数
は30基である。

数　　量　 　24基（うち16基は故障時
バックアップ）

- - - - - - - - -

３（２）セット

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

２（１）セット ２（１）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット

①３（２）セット
※内部ループ通水用
②２（１）セット
※冷却コイル通水又は冷却ジャケッ
ト通水用

３（２）セット

－ － － － － － － － －

平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要

「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

フランジ方式 カプラ方式

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等 平常時と同等

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源
の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防
止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　冷却水注水配管 (ｂ)　高レベル廃液処理設備（一部

は，放射線分解により発生する水素
による爆発に対処するための設備の
高レベル廃液ガラス固化建屋の水素
爆発に対処するための設備の水素
爆発未然防止設備及び水素爆発拡
大防止設備）

(ｂ)　高レベル廃液処理設備（一部
は，放射線分解により発生する水素
による爆発に対処するための設備の
高レベル廃液ガラス固化建屋の水素
爆発に対処するための設備の水素
爆発未然防止設備及び水素爆発拡
大防止設備）

(ｂ)　高レベル廃液処理設備（一部
は，放射線分解により発生する水素
による爆発に対処するための設備の
高レベル廃液ガラス固化建屋の水素
爆発に対処するための設備の水素
爆発未然防止設備及び水素爆発拡
大防止設備）

(ｃ)　高レベル廃液ガラス固化設備
（一部は，放射線分解により発生する
水素による爆発に対処するための設
備の高レベル廃液ガラス固化建屋の
水素爆発に対処するための設備の
水素爆発未然防止設備及び水素爆
発拡大防止設備）

(ｄ)　化学薬品貯蔵供給設備 (ｅ)　圧縮空気設備 (ｆ)　計測制御設備（一部は，放射線
分解により発生する水素による爆発
に対処するための設備の高レベル廃
液ガラス固化建屋の水素爆発に対処
するための設備の水素爆発未然防
止設備及び水素爆発拡大防止設備）

(ａ)　可搬型建屋内ホース

- 高レベル濃縮廃液貯蔵系 不溶解残渣廃液貯蔵系 共用貯蔵系 - 化学薬品貯蔵供給系 水素掃気用安全圧縮空気系（放射線
分解により発生する水素による爆発
に対処するための設備の高レベル廃
液ガラス固化建屋の水素爆発に対処
するための設備の水素爆発未然防
止設備）

- 建屋内ホース

- - - - - - - - 種　　類　 　呼称150，10ｍ／本

数　　量　 　２系列 数　　量　　　20系列（うち８系列は，
放射線分解により発生する水素によ
る爆発に対処するための設備の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋の水素爆発
に対処するための設備の水素爆発
未然防止設備，４系列は放射線分解
による爆発に対処するための設備の
高レベル廃液ガラス固化建屋の水素
爆発に対処するための設備の水素
爆発拡大防止設備）

数　　量　　　18系列（うち６系列は，
放射線分解により発生する水素によ
る爆発に対処するための設備の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋の水素爆発
に対処するための設備の水素爆発
未然防止設備，２系列は放射線分解
による爆発に対処するための設備の
高レベル廃液ガラス固化建屋の水素
爆発に対処するための設備の水素
爆発拡大防止設備）

数　　量　　　６系列（うち２系列は，放
射線分解により発生する水素による
爆発に対処するための設備の高レベ
ル廃液ガラス固化建屋の水素爆発に
対処するための設備の水素爆発未
然防止設備，２系列は放射線分解に
よる爆発に対処するための設備の高
レベル廃液ガラス固化建屋の水素爆
発に対処するための設備の水素爆
発拡大防止設備）

数　　量　　　22系列（うち６系列は，
放射線分解により発生する水素によ
る爆発に対処するための設備の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋の水素爆発
に対処するための設備の水素爆発
未然防止設備，４系列は放射線分解
による爆発に対処するための設備の
高レベル廃液ガラス固化建屋の水素
爆発に対処するための設備の水素
爆発拡大防止設備）

数　　量　 　５系列 数　　量　 　15系列 数　　量　　　10系列（うち４系列は，
放射線分解により発生する水素によ
る爆発に対処するための設備の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋の水素爆発
に対処するための設備の水素爆発
未然防止設備，６系列は放射線分解
による爆発に対処するための設備の
高レベル廃液ガラス固化建屋の水素
爆発に対処するための設備の水素
爆発拡大防止設備）

数　　量　 　108本（うち72本は故障
時バックアップ）

- - - - - - - - -

２系列 20系列 18系列 ６系列 22系列 ５系列 15系列 10系列 ３（２）セット

－ － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要

「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源
の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防
止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース

建屋内ホース 建屋内ホース 建屋内ホース 建屋内ホース 注水ユニット 接続金具 接続金具 接続金具 接続金具

種　　類　 　呼称150，５ｍ／本 種　　類　 　呼称150，２ｍ／本 種　　類　 　呼称65，20ｍ／本 種　　類　 　呼称65，10ｍ／本 - 種　　類　 　二口分岐，呼び径150A
×150A

種　　類　 　二口分岐，呼び径150A
×65A

種　　類　 　四口分岐，呼び径150A
×65A

種　　類　 　六口分岐，呼び径150A
×65A

数　　量　 　６本（うち４本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　18本（うち12本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　171本（うち114本は故障
時バックアップ）

数　　量　 　27本（うち18本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　45基（うち30基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　18基（うち12基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　12基（うち８基は故障時
バックアップ）

- - - - - - - - -

３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット

－ － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要

「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源
の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防
止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (２) 蒸発乾固進行緩和設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備 (３) 換気系統遮断・セル内導出設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　高レベル廃液ガラス固化建屋塔

槽類廃ガス処理設備からセルに導出
するユニット

(ｂ)　高レベル廃液ガラス固化建屋塔
槽類廃ガス処理設備

(ｂ)　高レベル廃液ガラス固化建屋塔
槽類廃ガス処理設備

接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 接続金具 - 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系
　隔離弁

種　　類　 エルボ，呼び径150A×
150A

種　　類　 　継手，呼び径150A 種　　類　 　継手，呼び径65A 種　　類　 　異径継手，呼び径65A×
15A

種　　類　 　異径継手，呼び径65A×
20A

種　　類　 　異径継手，呼び径65A×
25A

- - -

数　　量　 　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　15基（うち10基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　42基（うち28基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　12基（うち８基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　36基（うち24基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　９基（うち６基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列 数　　量　 　４基

- - - - - - - - -

３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット １系列 １系列 ４基

－ － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作

「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

重大事故等対処の系統を隔離し、通
常時の系統構成とするため悪影響を
及ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

フランジ方式 カプラ方式 カプラ方式 カプラ方式 カプラ方式

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源
の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防
止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (３)　換気系統遮断・セル内導出設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備
(ｂ)　高レベル廃液ガラス固化建屋塔
槽類廃ガス処理設備

(ｂ)　高レベル廃液ガラス固化建屋塔
槽類廃ガス処理設備

(ｂ)　高レベル廃液ガラス固化建屋塔
槽類廃ガス処理設備

(ｂ)　高レベル廃液ガラス固化建屋塔
槽類廃ガス処理設備

(ｃ)　高レベル廃液ガラス固化建屋換
気設備

(ａ)　凝縮器冷却水給排水系 (ｂ)　凝縮器 (ｃ)　予備凝縮器 (ｄ)　気液分離器

高レベル濃縮廃液廃ガス処理系
　廃ガス　シール　ポット

不溶解残渣廃液廃ガス処理系 不溶解残渣廃液廃ガス処理系
　隔離弁

不溶解残渣廃液廃ガス処理系
　廃ガス　シール　ポット

高レベル廃液ガラス固化建屋排気系 - - - -

- - - - - - - - -

数　　量　　　１基 数　　量　　　１系列 数　　量　　　４基 数　　量　　　１基 数　　量　　　１系列 数　　量　　　１系列 数　　量　　　１基 数　　量　　　１基 数　　量　　　１基

- - - - - - - - -

１基 １系列 ４基 １基 １系列 １系列 １基 １基 １基

－ － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 弁の手動操作 弁の手動操作 弁の手動操作 操作不要 操作不要

「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照

切替操作がないため該当しない 通常と同じ弁操作 通常と同じ弁操作 切替操作がないため該当しない 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

通常時の系統構成から重大事故等
対処施設としての系統構成に切り替
えられる設計としており、悪影響を及
ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

重大事故等対処の系統を隔離し、通
常時の系統構成とするため悪影響を
及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

重大事故等対処の系統を隔離し、通
常時の系統構成とするため悪影響を
及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源
の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防
止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備 (４) 放出影響緩和設備
ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ａ．常設重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ｄ)　凝縮液回収系 (ｆ)　高レベル廃液ガラス固化設備 (ｇ)　高レベル廃液ガラス固化建屋換

気設備
(ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (ａ)　可搬型建屋内ホース (b) 可搬型配管 (b) 可搬型配管 (b) 可搬型配管

- - 高レベル廃液ガラス固化建屋排気系 建屋内ホース 給水ユニット 接続金具 可搬型配管 可搬型配管 可搬型配管

- - - 種　　類　 　呼称150，10ｍ／本 - 種　　類　 　継手，呼び径150A 種　　類　 　呼び径400A 種　　類　 　呼び径250A 種　　類　 　呼び径150A×200A

数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列 数　　量　 　１系列 数　　量　 　66本（うち44本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　３基（うち２基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　18基（うち12基は故障時
バックアップ）

数　　量　 　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　２本（うち１本は故障時
バックアップ）

数　　量　 　４本（うち２本は故障時
バックアップ）

- - - - - - - - -

１系列 １系列 　１系列 ３（２）セット ３（２）セット ３（２）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット

－ － － － － － － － －

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

弁の手動操作 操作不要 ダンパの手動操作 操作不要 弁の手動操作 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要

「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 切替操作がないため該当しない 通常と同じ弁操作 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

重大事故等対処の系統を隔離し、通
常時の系統構成とするため悪影響を
及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

通常時の系統構成を変えることなく
重大事故等対処施設としての系統構
成ができる設計としており、悪影響を
及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

・地震起因重大事故機能維持設計と
しており、重大事故等の起因となる安
全機能と同時に機能喪失しない
・溢水の影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない

フランジ方式 フランジ式 フランジ式 フランジ式

可搬型重大事故等対処設備と接続
する接続口を２箇所確保

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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SA設備基準適合性一覧表

温度、圧力、湿度、放射線

自然現象等

地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び火災※2
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏えい源
の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷の防
止｣に基づき必要な措置を講じる。

操作環境

操作内容

第４号

第５号

系統設計

その他（飛散物）

第７号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

第１号

第２号

第３号

常設重大事故等対処設備と異なる場所への保管

故意による大型航空機の衝突に対する考慮

第５号

地震（地震随伴の溢水、化学薬品漏えい※1及び
火災※2）
※1：化学薬品漏えいに対しては、化学薬品の漏え
い源の耐震性により排除することとしている。
※2：火災に対しては、第29条｢火災等による損傷
の防止｣に基づき必要な措置を講じる。

落雷

降下火砕物による降灰濃度

設置場所（放射線影響の防止）

33条適合性

第
３
３
条

第
１
項

（
共
通

）

第１号

個数
（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バックアップ
※待機除外時バックアップの個数は除く。

容量

第２号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全

性

第３号

操
作
性

試験・検査

切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する場合）

第６号

悪
影
響

共
通
要
因
故
障
防
止

第
２
項

(

常
設

)

共通要
因故障
防止

第
３
項

（
可
搬
型

）

常設との接続性

異なる複数の接続口の確保
（再処理施設の外から水等を供給するもの）

設置場所（放射線影響の防止）

第４号
保管
場所

アクセスルート

第６号

35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固 35条　蒸発乾固
(４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備 (４)　放出影響緩和設備
ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 ｂ．可搬型重大事故等対処設備
(ｃ)　可搬型フィルタ (ｄ)　可搬型デミスタ (ｅ)　可搬型ダクト (ｅ)　可搬型ダクト (ｅ)　可搬型ダクト (ｆ)　可搬型排風機

- - 可搬型ダクト 可搬型ダクト 可搬型ダンパ -

種　　類　　　高性能粒子フィルタ
粒子除去効率　99.9％以上（0.3μｍ
ＤＯＰ粒子）

- 種　　類　　　内径200 ｍｍ 種　　類　　　二口分岐，内径200ｍｍ
×内径200ｍｍ

種　　類　　　隔離ダンパ 種　　類　　　遠心式
主要材料　　　ステンレス鋼

基　　数　　　６基（うち４基は故障時
バックアップ）

基　　数　　　８基（うち４基は故障時
バックアップ）

数　　量　　　約124ｍ（うち約62ｍは
故障時バックアップ）

基　　数　　　４本（うち２本は故障時
バックアップ）

基　　数　　　12基（うち６基は故障時
バックアップ）

台　　数　　　３台（うち２台は故障時
バックアップ）

容　　量　　　約2,500ｍ３／ｈ／基 - - - - 容　　量　　　約2,400ｍ３／ｈ／台

３（２）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット ２（１）セット
２セット＋１台
（１セット＋１台）

約2,500ｍ３／ｈ／基 － － － － 約2,400ｍ３／ｈ／台

重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応 重大事故環境に対応

屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない 屋内のため該当しない

溢水の影響を受けないように設置 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けない 溢水の影響を受けないように設置

屋内 屋内 屋内 屋内 屋内 屋内

操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 操作不要 起動及び停止操作

「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照 「33条　別紙－１」参照

重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない 重大事故対処専用であり該当しない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

通常時は分離された状態であり悪影
響を及ぼさない

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

差し込み方式 フランジ方式

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

再処理施設の外から水等を供給する
ものではないため、対象外

10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理 10mSv以下で作業管理

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

考慮する対象となる常設重大事故等
対処設備はない

外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管 外部保管エリアに1セットを保管

２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保 ２ルート確保

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

保管時は固縛、溢水に対する防護を
して保管

建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び保管用コンテナに保管 建物内及び簡易倉庫に保管

影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない 影響を受けない
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補足説明資料２－２（３５条）
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配置図 

今後の設計進捗により、 

変更となる可能性がある。 
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(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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(給水口及び排水口) 
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171



分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地下３階）（内部ループ通水による冷却） 

対象なし 
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液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の 

高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の 

安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地下２階）（内部ループ通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 
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液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の 

高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地下１階）（内部ループ通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水) 

口)

(給水口及び排水口) 
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液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の 

高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地上１階）（内部ループ通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地上２階）（内部ループ通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の 

高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 

 

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地上３階）（内部ループ通水による冷却） 

 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地上４階）（内部ループ通水による冷却） 

178



 
精製建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図 

（地下３階）（内部ループ通水による冷却） 

対象なし 

(給水口及び排水口) 

179



 

 
精製建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図 

（地下２階）（内部ループ通水による冷却） 

流量調節弁 

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の 
安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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精製建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図 

（地下１階）（内部ループ通水による冷却） 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 
計装設備 

流量調節弁 

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備 
の安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 
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精製建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図 

（地上１階）（内部ループ通水による冷却） 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 

182



 

 

対象なし 

精製建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図 
（地上２階）（内部ループ通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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精製建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図 

（地上３階）（内部ループ通水による冷却） 

対象なし 
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精製建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図 

（地上４階）（内部ループ通水による冷却） 

対象なし 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図

（地下２階）（内部ループ通水による冷却）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図

（地下１階）（内部ループ通水による冷却）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図

（地上１階）（内部ループ通水による冷却）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図

（地上２階）（内部ループ通水による冷却）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地上２階）（内部ループ通水による冷却） 

可搬型建屋内ホース 

計装設備 
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未然防止設備
安全冷却水系内部ループ通水
第１接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ

①若しくは②

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

未然防止設備
安全冷却水系内部ループ通水
第２接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ

③若しくは④

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

未然防止設備
ホース接続箇所

対象貯槽 接続箇所

－ ⑤若しくは⑥

対象貯槽 接続口

高レベル廃液共用貯槽

⑦

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

供給槽Ａ ⑧

進行緩和設備
第１接続口

進行緩和設備
ホース接続箇所

対象貯槽 接続箇所

－ ⑨若しくは⑩

電源設備
電源ケーブル接続口

対象機器 接続口

－ ⑭若しくは⑮

放出影響緩和設備
ホース接続箇所

対象機器 接続箇所

－ ⑪

進行緩和設備
第３接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
⑯※１

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑰※１

供給槽Ｂ

進行緩和設備
第４接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ ⑱※１

供給槽Ａ ⑲※２

供給液槽Ｂ ⑳※１

供給槽Ｂ 21※２

進行緩和設備
第６接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ 22※２

供給液槽Ｂ 23※２

1

3

2

4

12

10

6

15

9

5 14

11

168
7

11

13
17

18
20 21

22

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

可搬型重大事故等
対処設備保管場所

凝縮器

放出影響緩和設備
ホース第１接続口

対象機器 接続口

凝縮器 ⑫

19
23

放出影響緩和設備
ホース第２接続口

対象機器 接続口

凝縮器 ⑬

高レベル廃液ガラス固化建屋
塔槽類廃ガス処理設備からセルに
導出するユニットの高性能粒子フィルタ

可搬型建屋内ホース 

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の 

安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地上１階）（内部ループ通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

191



未然防止設備
冷却コイル又は冷却ジャケット通水
接続口

進行緩和設備
第２接続口

未然防止設備
ホース接続箇所

進行緩和設備
第３接続口

進行緩和設備
ホース接続箇所

電源設備
電源ケーブル接続口

進行緩和設備
第５接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
①若しくは②

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
③若しくは④

供給槽Ｂ

対象貯槽 接続口

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
⑤

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

供給液槽Ａ
⑥

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑦

供給槽Ｂ

対象貯槽 接続箇所

― ⑧若しくは⑨

対象貯槽 接続箇所

― ⑩若しくは⑪

対象機器 接続口

― ⑫若しくは⑬

対象貯槽 接続口

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
⑭※１

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
⑮※２

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑯※２

供給槽Ｂ1

6

15

3

7

16

11

9

5

10

8

14

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

可搬型重大事故等
対処設備保管場所

可搬型フィルタ

可搬型排風機

12 13

可搬型デミスタ
（セル排気フィルタ ユニットに設置）

17

17

放出影響緩和設備
ダクト接続箇所

対象機器 接続箇所

― ⑰

2 4

可搬型建屋内ホース 冷却水給排水系の弁 

固体廃棄物の廃棄施設の高レベル 

廃液ガラス固化設備の弁 

計装設備 

気体廃棄物の廃棄施設の 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地下１階）（内部ループ通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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冷却水給排水系の弁 

可搬型建屋内ホース 

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の 

安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

可搬型建屋内ホース 

計装設備 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地下２階）（内部ループ通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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進行緩和設備
第２接続口

進行緩和設備
第４接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
①

高レベル廃液混合槽Ｂ

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
②※１

高レベル廃液混合槽Ｂ

321

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

進行緩和設備
第５接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
③※２

高レベル廃液混合槽Ｂ

廃ガス シール ポット
（高レベル濃縮廃液廃ガス処理系）

供給液槽Ａ

供給槽Ａ 供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

放射性配管分岐セル

塔槽類廃ガス処理第１セル

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

固化セル

固体廃棄物の廃棄施設の 

高レベル廃液ガラス固化設備の弁 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地下３階）（内部ループ通水による冷却） 

194



気体廃棄物の廃棄施設の 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の機器配置概要図（地下４階）（内部ループ通水による冷却） 
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(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

197



 

  

198



 

  

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

199



 

  

(給水口及び排水口) 

200



 

  

201



 

 

202



 

対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下３階）（貯水槽から機器への注水） 

 

203



 

対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下２階）（貯水槽から機器への注水） 

 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 

204



対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下１階）（貯水槽から機器への注水） 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

205



 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上１階）（貯水槽から機器への注水） 

 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

206



 

計装設備 

 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上２階）（貯水槽から機器への注水） 

 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上３階）（貯水槽から機器への注水） 

 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

208



 

対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上４階）（貯水槽から機器への注水） 

 

209



 

対象なし 

精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地下３階）（貯水槽からの機器への注水） 

(給水口及び排水口) 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地下２階）（貯水槽からの機器への注水） 

対象なし 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

211



精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地下１階）（貯水槽からの機器への注水） 

計装設備 
計装設備 

精製施設のプルトニウム精製設備の弁 
精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

その他再処理設備の付属施設の圧縮空気設備の水素掃気用
安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）の弁 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地上１階）（貯水槽からの機器への注水） 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 

213



 

計装設備 

精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地上２階）（貯水槽からの機器への注水） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

214



 

 

計装設備 

精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地上３階）（貯水槽からの機器への注水） 

215



 

流量調節弁 
その他再処理設備の付属施設の分析設備の弁 

流量調節弁 

精製施設のプルトニウム精製設備の弁 
気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備の 
精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系 

（プルトニウム系）の弁 

精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地上４階）（貯水槽からの機器への注水） 

216



ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地下２階）（貯水槽から機器への注水）

について核不拡散上の観点から公開できません。

217



ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地下１階）（貯水槽から機器への注水）

について核不拡散上の観点から公開できません。

218



ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地上１階）（貯水槽から機器への注水）

について核不拡散上の観点から公開できません。

219



ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地上２階）（貯水槽から機器への注水）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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可搬型建屋内ホース 

計装設備 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上２階）（貯水槽から機器への注水） 
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未然防止設備
安全冷却水系内部ループ通水
第１接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ

①若しくは②

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

未然防止設備
安全冷却水系内部ループ通水
第２接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ

③若しくは④

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

未然防止設備
ホース接続箇所

対象貯槽 接続箇所

－ ⑤若しくは⑥

対象貯槽 接続口

高レベル廃液共用貯槽

⑦

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

供給槽Ａ ⑧

進行緩和設備
第１接続口

進行緩和設備
ホース接続箇所

対象貯槽 接続箇所

－ ⑨若しくは⑩

電源設備
電源ケーブル接続口

対象機器 接続口

－ ⑭若しくは⑮

放出影響緩和設備
ホース接続箇所

対象機器 接続箇所

－ ⑪

進行緩和設備
第３接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
⑯※１

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑰※１

供給槽Ｂ

進行緩和設備
第４接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ ⑱※１

供給槽Ａ ⑲※２

供給液槽Ｂ ⑳※１

供給槽Ｂ 21※２

進行緩和設備
第６接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ 22※２

供給液槽Ｂ 23※２

1

3

2

4

12

10

6

15

9

5 14

11

168
7

11

13
17

18
20 21

22

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

可搬型重大事故等
対処設備保管場所

凝縮器

放出影響緩和設備
ホース第１接続口

対象機器 接続口

凝縮器 ⑫

19
23

放出影響緩和設備
ホース第２接続口

対象機器 接続口

凝縮器 ⑬

高レベル廃液ガラス固化建屋
塔槽類廃ガス処理設備からセルに
導出するユニットの高性能粒子フィルタ

可搬型建屋内ホース 

液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系の弁 
液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系の弁
その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系の弁
固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の弁 
計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発未然防止設備）の弁 
その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の水素掃気用安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）の弁 
計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止設備）の弁 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上１階）（貯水槽から機器への注水） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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未然防止設備
冷却コイル又は冷却ジャケット通水
接続口

進行緩和設備
第２接続口

未然防止設備
ホース接続箇所

進行緩和設備
第３接続口

進行緩和設備
ホース接続箇所

電源設備
電源ケーブル接続口

進行緩和設備
第５接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
①若しくは②

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
③若しくは④

供給槽Ｂ

対象貯槽 接続口

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
⑤

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

供給液槽Ａ
⑥

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑦

供給槽Ｂ

対象貯槽 接続箇所

― ⑧若しくは⑨

対象貯槽 接続箇所

― ⑩若しくは⑪

対象機器 接続口

― ⑫若しくは⑬

対象貯槽 接続口

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
⑭※１

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
⑮※２

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑯※２

供給槽Ｂ1

6

15

3

7

16

11

9

5

10

8

14

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

可搬型重大事故等
対処設備保管場所

可搬型フィルタ

可搬型排風機

12 13

可搬型デミスタ
（セル排気フィルタ ユニットに設置）

17

17

放出影響緩和設備
ダクト接続箇所

対象機器 接続箇所

― ⑰

2 4

可搬型建屋内ホース 
計装設備 

可搬型建屋内ホース 

冷却水注水配管の弁 

計装設備 

可搬型建屋内ホース 
計装設備 

液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系の弁 
固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の弁
その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の水素掃気用安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）の弁 
固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備（水素爆発拡大防止設備）の弁 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下１階）（貯水槽から機器への注水） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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可搬型建屋内ホース 

可搬型建屋内ホース 

計装設備 

可搬型建屋内ホース 
計装設備 

冷却水注水配管の弁 

その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系の弁 
液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系の弁 
固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の弁 
液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発未然防止設備）の弁 
液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発未然防止設備）の弁 
その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の水素掃気用安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）の弁 
液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁 
液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁 
計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止設備）の弁 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下２階）（貯水槽から機器への注水） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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進行緩和設備
第２接続口

進行緩和設備
第４接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
①

高レベル廃液混合槽Ｂ

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
②※１

高レベル廃液混合槽Ｂ

321

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

進行緩和設備
第５接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
③※２

高レベル廃液混合槽Ｂ

廃ガス シール ポット
（高レベル濃縮廃液廃ガス処理系）

供給液槽Ａ

供給槽Ａ 供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

放射性配管分岐セル

塔槽類廃ガス処理第１セル

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

固化セル

固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の弁 
その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の水素掃気用安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）の弁 
計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発未然防止設備）の弁 
計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止設備）の弁 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下３階）（貯水槽から機器への注水） 
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対象なし 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下４階）（貯水槽から機器への注水） 
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(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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229



 

  

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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(給水口及び排水口) 
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233



 

対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下３階）（冷却コイル通水による冷却） 
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分離施設の分離建屋一時貯留処理設備 

分離施設の分離設備の弁 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下２階）（冷却コイル通水による冷却） 

 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の 

高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 

分離施設の分離設備の弁 

分離施設の分離建屋一時貯留処理設備 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下１階）（冷却コイル通水による冷却） 

 

液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の 

高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 

分離施設の分離建屋一時貯留処理設備の弁 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上１階）（冷却コイル通水による冷却） 

 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の 

高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 

 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 

分離施設の分離設備の弁 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上２階）（冷却コイル通水による冷却） 

 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の 

高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 

 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上３階）（冷却コイル通水による冷却） 

 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

239



 

対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上４階）（冷却コイル通水による冷却） 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地下３階）（冷却コイル通水による冷却） 

精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

(給水口及び排水口) 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地下２階）（冷却コイル通水による冷却） 

精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地下１階）（冷却コイル通水による冷却） 

計装設備 

精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

可搬型建屋内ホース等 
計装設備 

精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

(給水口及び排水口) (給水口及び排水口) 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地上１階）（冷却コイル通水による冷却） 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 
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対象なし 

精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地上２階）（冷却コイル通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地上３階）（冷却コイル通水による冷却） 

対象なし 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地上４階）（冷却コイル通水による冷却） 

対象なし 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地下２階）（冷却ジャケット通水による冷却）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地下１階）（冷却ジャケット通水による冷却）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地上１階）（冷却ジャケット通水による冷却）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地上２階）（冷却ジャケット通水による冷却）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上２階）（冷却コイル通水による冷却） 

可搬型建屋内ホース 

計装設備 
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未然防止設備
安全冷却水系内部ループ通水
第１接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ

①若しくは②

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

未然防止設備
安全冷却水系内部ループ通水
第２接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ

③若しくは④

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

未然防止設備
ホース接続箇所

対象貯槽 接続箇所

－ ⑤若しくは⑥

対象貯槽 接続口

高レベル廃液共用貯槽

⑦

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

供給槽Ａ ⑧

進行緩和設備
第１接続口

進行緩和設備
ホース接続箇所

対象貯槽 接続箇所

－ ⑨若しくは⑩

電源設備
電源ケーブル接続口

対象機器 接続口

－ ⑭若しくは⑮

放出影響緩和設備
ホース接続箇所

対象機器 接続箇所

－ ⑪

進行緩和設備
第３接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
⑯※１

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑰※１

供給槽Ｂ

進行緩和設備
第４接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ ⑱※１

供給槽Ａ ⑲※２

供給液槽Ｂ ⑳※１

供給槽Ｂ 21※２

進行緩和設備
第６接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ 22※２

供給液槽Ｂ 23※２

1

3

2

4

12

10

6

15

9

5 14

11

168
7

11

13
17

18
20 21

22

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

可搬型重大事故等
対処設備保管場所

凝縮器

放出影響緩和設備
ホース第１接続口

対象機器 接続口

凝縮器 ⑫

19
23

放出影響緩和設備
ホース第２接続口

対象機器 接続口

凝縮器 ⑬

高レベル廃液ガラス固化建屋
塔槽類廃ガス処理設備からセルに
導出するユニットの高性能粒子フィルタ

可搬型建屋内ホース 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上１階）（冷却コイル通水による冷却） 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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未然防止設備
冷却コイル又は冷却ジャケット通水
接続口

進行緩和設備
第２接続口

未然防止設備
ホース接続箇所

進行緩和設備
第３接続口

進行緩和設備
ホース接続箇所

電源設備
電源ケーブル接続口

進行緩和設備
第５接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
①若しくは②

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
③若しくは④

供給槽Ｂ

対象貯槽 接続口

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
⑤

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

供給液槽Ａ
⑥

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑦

供給槽Ｂ

対象貯槽 接続箇所

― ⑧若しくは⑨

対象貯槽 接続箇所

― ⑩若しくは⑪

対象機器 接続口

― ⑫若しくは⑬

対象貯槽 接続口

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
⑭※１

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
⑮※２

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑯※２

供給槽Ｂ1

6

15

3

7

16

11

9

5

10

8

14

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

可搬型重大事故等
対処設備保管場所

可搬型フィルタ

可搬型排風機

12 13

可搬型デミスタ
（セル排気フィルタ ユニットに設置）

17

17

放出影響緩和設備
ダクト接続箇所

対象機器 接続箇所

― ⑰

2 4

可搬型建屋内ホース 冷却水給排水系の弁 

固体廃棄物の廃棄施設の高レベル 

廃液ガラス固化設備の弁 

計装設備 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下１階）（冷却コイル通水による冷却） 

 

(給水口及び排水口) 

(給水口及び排水口) 
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冷却水給排水系の弁 

可搬型建屋内ホース 

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の 

安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

可搬型建屋内ホース 

計装設備 
固体廃棄物の廃棄施設の 

高レベル廃液ガラス固化設備の弁 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止ための措置の機器配置概要図（地下２階）（冷却コイル通水による冷却） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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進行緩和設備
第２接続口

進行緩和設備
第４接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
①

高レベル廃液混合槽Ｂ

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
②※１

高レベル廃液混合槽Ｂ

321

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

進行緩和設備
第５接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
③※２

高レベル廃液混合槽Ｂ

廃ガス シール ポット
（高レベル濃縮廃液廃ガス処理系）

供給液槽Ａ

供給槽Ａ 供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

放射性配管分岐セル

塔槽類廃ガス処理第１セル

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

固化セル

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止ための措置の機器配置概要図（地下３階）（冷却コイル通水による冷却） 

対象なし 
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止ための措置の機器配置概要図（地下４階）（冷却コイル通水による冷却） 

対象なし 
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（給水口及び排水口） （給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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（給水口及び排水口） 
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263
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対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下３階）（放出低減対策） 

265



対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下２階）（放出低減対策） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） （給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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対象なし 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下１階）（放出低減対策） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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計装設備 

気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備の

塔槽類廃ガス処理系の弁 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上１階）（放出低減対策） 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備の

塔槽類廃ガス処理系の弁 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上２階）（放出低減対策） 

 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

 

可搬型建屋内ホース等 

凝縮器の弁 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

269



 

 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上３階）（放出低減対策） 

 

液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の

高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系の弁 

 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上４階）（放出低減対策） 

 

可搬型ダクト等 

可搬型フィルタ 

可搬型排風機 

気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の分離建屋換気設備の分離建屋排気系のダンパ 

計装設備 
可搬型ダクト等 

可搬型ダクト等 

可搬型ダクト等 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地下３階）（放出低減対策） 

対象なし 

（給水口及び排水口） 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地下２階）（放出低減対策） 

対象なし 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 

（地下１階）（放出低減対策） 

気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理

設備の精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の 
塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の弁 

（給水口及び排水口） （給水口及び排水口） 
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気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理
設備の精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の 
塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の弁 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系
（プルトニウム系）からセルに導出するユニットの弁 

精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地上１階）（放出低減対策） 

計装設備 

可搬型建屋内ホース等 

可搬型建屋内ホース等 

計装設備 
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気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の 
精製建屋換気設備の精製建屋排気系のダンパ 

精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地上２階）（放出低減対策） 

流量調節弁 
凝縮器の弁 
凝縮液回収系の弁 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系
（プルトニウム系）からセルに導出するユニットの弁 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地上３階）（放出低減対策） 

対象なし 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図 
（地上４階）（放出低減対策） 

可搬型ダクト 

可搬型フィルタ 

計装設備 

可搬型排風機 

可搬型ダクト 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系
（プルトニウム系）からセルに導出するユニットの弁 

気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の 
精製建屋換気設備の精製建屋排気系のダンパ 

278



ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地下２階）（放出低減対策）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地下１階）（放出低減対策）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地上１階）（放出低減対策）

について核不拡散上の観点から公開できません。
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図

（地上２階）（放出低減対策）

について核不拡散上の観点から公開できません。
282



 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上２階）（放出低減対策） 

計装設備 
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未然防止設備
安全冷却水系内部ループ通水
第１接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ

①若しくは②

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

未然防止設備
安全冷却水系内部ループ通水
第２接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ

③若しくは④

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

未然防止設備
ホース接続箇所

対象貯槽 接続箇所

－ ⑤若しくは⑥

対象貯槽 接続口

高レベル廃液共用貯槽

⑦

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

供給槽Ａ ⑧

進行緩和設備
第１接続口

進行緩和設備
ホース接続箇所

対象貯槽 接続箇所

－ ⑨若しくは⑩

電源設備
電源ケーブル接続口

対象機器 接続口

－ ⑭若しくは⑮

放出影響緩和設備
ホース接続箇所

対象機器 接続箇所

－ ⑪

進行緩和設備
第３接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
⑯※１

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑰※１

供給槽Ｂ

進行緩和設備
第４接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ ⑱※１

供給槽Ａ ⑲※２

供給液槽Ｂ ⑳※１

供給槽Ｂ 21※２

進行緩和設備
第６接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ 22※２

供給液槽Ｂ 23※２

1

3

2

4

12

10

6

15

9

5 14

11

168
7

11

13
17

18
20 21

22

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

可搬型重大事故等
対処設備保管場所

凝縮器

放出影響緩和設備
ホース第１接続口

対象機器 接続口

凝縮器 ⑫

19
23

放出影響緩和設備
ホース第２接続口

対象機器 接続口

凝縮器 ⑬

高レベル廃液ガラス固化建屋
塔槽類廃ガス処理設備からセルに
導出するユニットの高性能粒子フィルタ

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地上１階）（放出低減対策） 

凝縮器の弁 

凝縮器冷却水給排水系の弁 

可搬型ダクト 

可搬型フィルタ 
可搬型デミスタ 

可搬型建屋内ホース 

可搬型ダクト 
可搬型配管 

可搬型ダクト 
可搬型建屋内ホース 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類
廃ガス処理設備からセルに導出する
ユニットの弁

気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃
ガス処理設備の高レベル廃液ガラス
固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高
レベル濃縮廃液廃ガス処理系の弁

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口）

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口）

284



未然防止設備
冷却コイル又は冷却ジャケット通水
接続口

進行緩和設備
第２接続口

未然防止設備
ホース接続箇所

進行緩和設備
第３接続口

進行緩和設備
ホース接続箇所

電源設備
電源ケーブル接続口

進行緩和設備
第５接続口

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
①若しくは②

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
③若しくは④

供給槽Ｂ

対象貯槽 接続口

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
⑤

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

供給液槽Ａ
⑥

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑦

供給槽Ｂ

対象貯槽 接続箇所

― ⑧若しくは⑨

対象貯槽 接続箇所

― ⑩若しくは⑪

対象機器 接続口

― ⑫若しくは⑬

対象貯槽 接続口

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
⑭※１

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

対象貯槽 接続口

供給液槽Ａ
⑮※２

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ
⑯※２

供給槽Ｂ1

6

15

3

7

16

11

9

5

10

8

14

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

可搬型重大事故等
対処設備保管場所

可搬型フィルタ

可搬型排風機

12 13

可搬型デミスタ
（セル排気フィルタ ユニットに設置）

17

17

放出影響緩和設備
ダクト接続箇所

対象機器 接続箇所

― ⑰

2 4

気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の 
高レベル廃液ガラス固化建屋換気 
設備の高レベル廃液ガラス固化建屋 
排気系のダンパ 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下１階）（放出低減対策） 

凝縮液回収系の弁 

可搬型排風機 

可搬型建屋内ホース 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類
廃ガス処理設備からセルに導出する
ユニットの弁

（給水口及び排水口） 

（給水口及び排水口） 
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対象なし 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下２階）（放出低減対策） 
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下３階）（放出低減対策） 

進行緩和設備
第２接続口

進行緩和設備
第４接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
①

高レベル廃液混合槽Ｂ

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
②※１

高レベル廃液混合槽Ｂ

321

※１ 水素爆発未然防止設備を共用する接続口

進行緩和設備
第５接続口

対象貯槽 接続口

高レベル廃液混合槽Ａ
③※２

高レベル廃液混合槽Ｂ

廃ガス シール ポット
（高レベル濃縮廃液廃ガス処理系）

供給液槽Ａ

供給槽Ａ 供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

放射性配管分岐セル

塔槽類廃ガス処理第１セル

※２ 水素爆発拡大防止設備を共用する接続口

固化セル

対象なし 
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の機器配置概要図（地下４階）（放出低減対策） 

対象なし 
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補足説明資料２－３（３５条）
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系統図

今後の設計進捗により、 

変更となる可能性がある。 
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前処理建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ａ系列 第１接続口）

（東ルート及び西ルート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地下３階、地上１階 
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前処理建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ａ系列 第２接続口）

（東ルート及び西ルート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地下３階、地上１階 
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前処理建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ｂ系列 第１接続口）

（東ルート及び西ルート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地下３階、地上１階 
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前処理建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ｂ系列 第２接続口）

（東ルート及び西ルート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地下３階、地上１階 
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前処理建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（第１接続口）

（東ルート及び西ルート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地下３階、地上１階 

295



前処理建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（第２接続口）

（東ルート及び西ルート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地下３階、地上１階 
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重大事故等対処共通
設備の水供給設備の
貯水槽から

本図は，分離建屋蒸発乾固１の２系統のうち１系統、離建屋蒸発乾固２の２系統のうち１系統及び分離建屋蒸発乾固３の第１接続口の接続例である。分離建屋
蒸発乾固１の他の１系統、分離建屋蒸発乾固２の他の１系統及び分離建屋蒸発乾固３並びに第２接続口に接続した場合も同様の系統である。ただし、接続金具等の
位置は，ホース敷設ルート毎に異なる。

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の
貯水槽へ

｢分離建屋の冷却機能喪失事故｣の内部ループ通水系統概要図

精製建屋／ウランプルトニウム混合脱硝建屋の冷却等の機能喪失に対処するための
設備へ

前処理建屋の冷却機能喪失に
対処するための設備から

可搬型排水
受槽

Ｐ

Ｐ
分離建屋の冷却等の機能喪失に対処するための設備の
蒸発乾固進行緩和対策設備へ

分離建屋の冷却等の機能喪失に対処するための設備の
放出影響緩和設備へ

安全冷却水１Ａ膨張槽

第６一時貯留処理槽
高レベル廃液供給槽

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ

安全冷却水１Ｂ膨張槽

安全冷却水２膨張槽

溶解液中間貯槽
溶解液供給槽
抽出廃液受槽
抽出廃液中間貯槽
抽出廃液供給槽A
抽出廃液供給槽B
第１一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽
第４一時貯留処理槽
第８一時貯留処理槽

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ
可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

高レベル廃液濃縮缶

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｐ
可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

可搬型重大事故等
対処設備

常設重大事故等
対処設備

Ｆ

Ｆ

Ｆ

（建屋境界）

冷却水設備の
安全冷却水系

分離建屋の冷却等の機能喪失に対処するための設備の
放出影響緩和設備へ

※ １  

※ １  

※ ２  

※ ２  

※ ２  

※ １  液 体 廃 棄 物 の 廃 棄 施 設 の 高 レ ベ ル 廃 液 処 理 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系  
※ ２  そ の 他 再 処 理 設 備 の 附 属 施 設 の 給 水 施 設 の 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処 理 設 備 本 体 用 ）  
※ ３  可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

＊ １  

＊ ２  

＊ ２  

*１  液 体 廃 棄 物 の 廃 棄 施 設 の 高 レ ベ ル 廃 液 処 理 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系 の 弁  
*２  そ の 他 再 処 理 設 備 の 附 属 施 設 の 給 水 施 設 の 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処 理 設 備 本 体 ） の 弁  

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図 

（内部ループ通水による冷却）（１／２） 

 

※ ３  

※ ３  

※ ３  

※ ３  

※ ３  

※ ３  
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操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

流量調節弁 手動操作 
分離建屋地下２階、地上１階、

地上３階、 

弁 手動操作 
分離建屋地下２階、地下１階、 

地上１階、地上３階、 

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図

（内部ループ通水による冷却）（２／２） 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（内部ループ通水 その１）（Ａ系列 第１接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下２階 

2 その他再処理設備の附属施設の給水施設

の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設

備本体）の弁 

手動操作 精製建屋 地下２階 

＊１ その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体）の弁 

＊1 

＊1 ＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（内部ループ通水 その１）（Ａ系列 第２接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下１階 

2 その他再処理設備の附属施設の給水施設

の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設

備本体）の弁 

手動操作 精製建屋 地下１階 

＊１ その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体）の弁 

＊1 

＊1 ＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（内部ループ通水 その１）（Ｂ系列 第１接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

 

 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下２階 

2 その他再処理設備の附属施設の給水施設

の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設

備本体）の弁 

手動操作 精製建屋 地下２階 

 

 

 

 

 

 

 

＊１ その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体）の弁 

＊1 

＊1 ＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（内部ループ通水 その１）（Ｂ系列 第２接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下１階 

2 その他再処理設備の附属施設の給水施設

の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設

備本体）の弁 

手動操作 精製建屋 地下１階 

＊１ その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体）の弁 

＊1 

＊1 ＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（内部ループ通水 その２）（第１接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

 

 

 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下２階 

2 その他再処理設備の附属施設の給水施設

の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設

備本体）の弁 

手動操作 精製建屋 地下２階 

 

 

 

 

 

＊１ その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体）の弁 

＊1 

＊1 ＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（内部ループ通水 その２）（第２接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下１階 

2 その他再処理設備の附属施設の給水施設

の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設

備本体）の弁 

手動操作 精製建屋 地下１階 

＊１ その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体）の弁 

＊1 

＊1 ＊1 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図

（内部ループ通水による冷却）（Ａ系列 第１接続口）（東ルート及び西ルート） 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

地上１階，地下１階 

＊１ 

＊１ その他再処理設備の附属設備の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

＊１ 

膨張槽 

＊１ 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図 

（内部ループ通水による冷却）（Ａ系列 第２接続口）東ルート及び西ルート） 

 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上１階，地下１階 

 

  

膨張槽 

＊１ 

＊１ その他再処理設備の附属設備の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

＊１ 

＊１ 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図

（内部ループ通水による冷却）（Ｂ系列 第１接続口）（東ルート及び西ルート） 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

地上１階，地下１階 

膨張槽 

＊１ 

＊１ その他再処理設備の附属設備の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

＊１ 

＊１ 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図

（内部ループ通水による冷却）（Ｂ系列 第２接続口）（東ルート及び西ルート） 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

地上１階，地下１階 

膨張槽 

＊１ 

＊１ その他再処理設備の附属設備の給水施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体用）の弁 

＊１ 

＊１ 
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ａ系列 第１接続口）（北ル

ート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下４階、地下３階、地下２階、

地下１階、地上１階 

（建屋境界）

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

第２不溶解残渣廃液貯槽※５

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液一時貯槽※５

第２不溶解残渣廃液一時貯槽※５

第１不溶解残渣廃液貯槽※５

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

⑩へ
重大事故等対処共通
設備の水供給設備へ

Ｆ

ＴＦ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

※２

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２

※２

※１ ※１

※１

※３ ※２※３

※１ 冷却水給排水系

※２ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※３ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備

※４ 可搬型建屋内ホース

※５ 安全機能喪失により事象が進展
し，沸点に至るまでの時間余裕
が大きい機器

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 第１高レベル濃縮廃液貯槽を冷
却するためのその他再処理設備
の附属施設の給水施設の冷却水
設備の安全冷却水系（再処理設
備本体用）と同様の系統構成

*４ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備の弁

*５ 気体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁

※４

※４

※４

※４

※４ ※４

※４

※４

※４

※４

※１

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調整
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

膨張槽

*１

*１
*１

*３*１ *１

*１

*１

*１

*３

*３
*３

*１

*２

*３*３

*１

*５

*２

*２ *２

*１

*３

*４

*５

*３

*４
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ａ系列 第１接続口）（南ル

ート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下４階、地下３階、地下２階、

地下１階、地上１階 

（建屋境界）

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

第２不溶解残渣廃液貯槽※５

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液一時貯槽※５

第２不溶解残渣廃液一時貯槽※５

第１不溶解残渣廃液貯槽※５

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

⑩へ
重大事故等対処共通
設備の水供給設備へ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２ ※３

※２

※２※３

※２

※１ ※１

※４

※４

※４

※４

※４

※４

※４

※４

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

膨張槽

*１

*３

*３

*３

*３

*１

*１

*１

*１

*１

*１

*３*３

*１ *１

*２ *２

*１
*１

※１ 冷却水給排水系

※２ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※３ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備

※４ 可搬型建屋内ホース

※５ 安全機能喪失により事象が進展
し，沸点に至るまでの時間余裕
が大きい機器

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 第１高レベル濃縮廃液貯槽を冷
却するためのその他再処理設備
の附属施設の給水施設の冷却水
設備の安全冷却水系（再処理設
備本体用）と同様の系統構成

*４ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備の弁

*５ 気体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁

*５

*３

*４

*５

*３

*４
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ａ系列 第２接続口）（北ル

ート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下４階、地下３階、地下２階、

地下１階、地上１階 

（建屋境界）

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

第２不溶解残渣廃液貯槽※５

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
※５

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽
※５

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第１不溶解残渣廃液貯槽※５

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

⑩へ
重大事故等対処共通
設備の水供給設備へ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｔ

※２

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２

※２ ※３ ※２※３

※４

※４

※４

※４

※１

※４

※４

※１

※４

※４

※１

※４

※４

※４

※１

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

膨張槽

*１

*３*１ *１

*１*１

*３

*３
*３

*１

*３*３

*２ *２

*１

*１

*２

*１

*２

*１ *１

※１ 冷却水給排水系

※２ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※３ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備

※４ 可搬型建屋内ホース

※５ 安全機能喪失により事象が進展
し，沸点に至るまでの時間余裕
が大きい機器

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 第１高レベル濃縮廃液貯槽を冷
却するためのその他再処理設備
の附属施設の給水施設の冷却水
設備の安全冷却水系（再処理設
備本体用）と同様の系統構成

*４ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備の弁

*５ 気体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁

*５

*３

*４

*５

*３

*４

311



ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ａ系列 第２接続口）（南ル

ート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下４階、地下３階、地下２階、

地下１階、地上１階 

（建屋境界）

第２不溶解残渣廃液貯槽※５

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第１不溶解残渣廃液貯槽※５

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２ ※３

※２

※２※３

※２
※４

※４

※４

※４

※４

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※４ ⑩へ
重大事故等対処共通
設備の水供給設備へ

※１

※４

※４

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

膨張槽

*１

*１ *１

*３

*３

*３

*３

*１

*１

*１

*１

*３*３

*１ *１

*２ *２

*１
*１

※１ 冷却水給排水系

※２ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※３ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備

※４ 可搬型建屋内ホース

※５ 安全機能喪失により事象が進展
し，沸点に至るまでの時間余裕
が大きい機器

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 第１高レベル濃縮廃液貯槽を冷
却するためのその他再処理設備
の附属施設の給水施設の冷却水
設備の安全冷却水系（再処理設
備本体用）と同様の系統構成

*４ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備の弁

*５ 気体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁

*５

*３

*４

*５

*３

*４
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ｂ系列 第１接続口）（北ル

ート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下４階、地下３階、地下２階、

地下１階、地上１階 

（建屋境界）

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

第２不溶解残渣廃液貯槽※５

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第１不溶解残渣廃液貯槽※５

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

⑩へ
重大事故等対処共通
設備の水供給設備へ

Ｆ

ＴＦ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

※２

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２

※１ ※１

※１

※３ ※２※３

※４

※４

※４

※４

※４ ※４

※４

※４

※４

※４

※１

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

膨張槽

*１

*３*１ *１

*１*１

*３

*３
*３

*１

*３*３

*２ *２

*１

*１

*２

*１

*２

※２

*１ *１

※１ 冷却水給排水系

※２ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※３ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備

※４ 可搬型建屋内ホース

※５ 安全機能喪失により事象が進展
し，沸点に至るまでの時間余裕
が大きい機器

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 第１高レベル濃縮廃液貯槽を冷
却するためのその他再処理設備
の附属施設の給水施設の冷却水
設備の安全冷却水系（再処理設
備本体用）と同様の系統構成

*４ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備の弁

*５ 気体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁

*５

*３

*４

*５

*３

*４
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ｂ系列 第１接続口）（南ル

ート）（内部ループ通水による冷却） 

 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下４階、地下３階、地下２階、

地下１階、地上１階 

 

 

  

（建屋境界）

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

第２不溶解残渣廃液貯槽※５

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第１不溶解残渣廃液貯槽※５

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

⑩へ
重大事故等対処共通
設備の水供給設備へ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２ ※３

※２

※２※３

※２

※１ ※１

※４

※４

※４

※４

※４

※４

※４

※４

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

膨張槽

*１

*１ *１

*３

*３

*３

*３

*１

*１

*１

*１

*３*３

*１ *１

*２ *２

*１
*１

※１ 冷却水給排水系

※２ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※３ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備

※４ 可搬型建屋内ホース

※５ 安全機能喪失により事象が進展
し，沸点に至るまでの時間余裕
が大きい機器

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 第１高レベル濃縮廃液貯槽を冷
却するためのその他再処理設備
の附属施設の給水施設の冷却水
設備の安全冷却水系（再処理設
備本体用）と同様の系統構成

*４ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備の弁

*５ 気体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁

*５

*３

*４

*５

*３

*４
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ｂ系列 第２接続口）（北ル

ート）（内部ループ通水による冷却） 

 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下４階、地下３階、地下２階、

地下１階、地上１階 

 

  

（建屋境界）

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

第２不溶解残渣廃液貯槽※５

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第１不溶解残渣廃液貯槽※５

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

⑩へ
重大事故等対処共通
設備の水供給設備へ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｔ

※２

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２

※２ ※３ ※２※３

※４

※４

※４

※４

※１

※４

※４

※１

※４

※４

※１

※４

※４

※４

※１

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

膨張槽

*１

*３*１ *１

*１*１

*３

*３
*３

*１ *１

*１

*３*３

*２ *２

*１

*１

*２

*１

*２

※１ 冷却水給排水系

※２ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※３ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備

※４ 可搬型建屋内ホース

※５ 安全機能喪失により事象が進展
し，沸点に至るまでの時間余裕
が大きい機器

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 第１高レベル濃縮廃液貯槽を冷
却するためのその他再処理設備
の附属施設の給水施設の冷却水
設備の安全冷却水系（再処理設
備本体用）と同様の系統構成

*４ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備の弁

*５ 気体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁

*５

*３

*４

*５

*３

*４
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図（Ｂ系列 第２接続口）（南ル

ート）（内部ループ通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節ユニット 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下２階、地上１階 

2 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下４階、地下３階、地下２階、

地下１階、地上１階 

（建屋境界）

第２不溶解残渣廃液貯槽※５

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※５

第１不溶解残渣廃液貯槽※５

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２ ※３

※２

※２※３

※２
※４

※４

※４

※４

※４

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※４ ⑩へ
重大事故等対処共通
設備の水供給設備へ

※１

※４

※４

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

膨張槽

*１

*１ *１

*３

*３

*３

*３

*１

*１

*１

*１

*３*３

*１ *１

*２ *２

*１
*１

※１ 冷却水給排水系

※２ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※３ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備

※４ 可搬型建屋内ホース

※５ 安全機能喪失により事象が進展
し，沸点に至るまでの時間余裕
が大きい機器

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 第１高レベル濃縮廃液貯槽を冷
却するためのその他再処理設備
の附属施設の給水施設の冷却水
設備の安全冷却水系（再処理設
備本体用）と同様の系統構成

*４ 固体廃棄物の廃棄施設の
高レベル廃液ガラス固化設備の弁

*５ 気体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化廃ガス処理設備の弁

*５

*３

*４

*５

*３

*４

316



前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（東ルート）（第１接続口）（貯水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地上１階、地上３階 
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前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（西ルート）（第１接続口）（貯水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地上１階、地上３階 
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前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（東ルート）（第２接続口）（貯水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地上３階 
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前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（西ルート）（第２接続口）（貯水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地上３階 
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前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図           

（東ルート）（第３接続口）（貯水槽から機器への注水） 

 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地上１階、地上３階 
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前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図           

（西ルート）（第３接続口）（貯水槽から機器への注水） 

 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地上１階、地上３階 
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前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（東ルート）（第４接続口）（貯水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地上１階、地上３階 
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前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（西ルート）（第４接続口）（貯水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地上１階、地上３階 
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高レベル廃液濃縮缶

Ｆ

給水処理設備

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の
貯水槽から

分離建屋の蒸発乾固に対処するための設備の蒸発乾固未然防止設備

Ｐ 分離建屋の蒸発乾固に対処するための設備の放出影響緩和設備

精製建屋／ウランプルトニウム混合脱硝建屋の冷却等の機能喪失に対処するための
設備へ

※1  可搬型重大事故等対処設備
※2 常設重大事故等対処設備

※１ ※２

※ １  

※ １  液 体 廃 棄 物 の 廃 棄 施 設 の 高 レ ベ ル 廃 液 処 理 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系  
※ ２  可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

＊ １  

*１  液 体 廃 棄 物 の 廃 棄 施 設 の 高 レ ベ ル 廃 液 処 理 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系 の 弁  

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図 

（貯水槽から機器への注水）（１／２） 

 

※ ２  
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操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

流量調節弁 手動操作 分離建屋地上３階 

弁 手動操作 分離建屋地上３階 

 

 

 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図 

（貯水槽から機器への注水）（２／２） 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固進行緩和設備） 

（第１接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地上４階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地上４階 

3 気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理

設備の精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔

槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の弁 

手動操作 精製建屋 地上４階 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備の精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の 

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の弁 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固進行緩和設備） 

（第２接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地上４階 

2 その他再処理設備の付属施設の分析設備の弁 手動操作 精製建屋 地上４階 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊

1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊１ その他再処理設備の付属施設の分析設備の弁 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固進行緩和設備） 

（第３接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下１階 

2 その他再処理設備の付属施設の圧縮空気設備

の水素掃気用安全圧縮空気系（水素爆発未然

防止設備）の弁 

手動操作 精製建屋 地下１階 

＊１ その他再処理設備の付属施設の圧縮空気設備の水素掃気用安全圧縮空気系 

（水素爆発未然防止設備）の弁 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固進行緩和設備） 

（第４接続口）（南１ルート及び南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下１階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地下１階 

3 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 手動操作 精製建屋 地下１階 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊2 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（貯水槽から機器への注水）（第１接続口）（東ルート及び西ルート） 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

地上２階，地上１階 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

＊１ 脱硝施設のウラン・プルトニウム混合脱硝設備の溶液系の弁 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（貯水槽から機器への注水）（第２接続口）（東ルート及び西ルート） 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

地上２階 

＊１ 計測制御系統施設の計測制御設備の弁 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

＊１ 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図 

（貯水槽から機器への注水）（第３接続口）（東ルート及び西ルート） 

 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上１階 

 

 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

＊１ その他再処理設備の付属施設の圧縮空気設備の水素掃気用安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）の弁 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

＊１ 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図 

（貯水槽から機器への注水）（第４接続口）（東ルート及び西ルート） 

 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上１階 

 

 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

＊１ その他再処理設備の付属施設の圧縮空気設備のかくはん用安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）の弁 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

＊１ 

334



ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第１接続口）（北ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下２階、地下１階、地上１階 

※１ 冷却水注水配管
※２ その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給

設備の化学薬品貯蔵供給系
※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の

高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系
※４ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の

高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

※１

※１

※６

※６

※６

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

※６

Ｆ

※３

※２

※５

※５

※５
※２

※５ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化
設備

※６ 可搬型建屋内ホース

※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで
の時間余裕が大きい機器

※３

※４

※３

※３

※５

※５
※２

※５

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

Ｆ

Ｆ

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

*2

*2

*3

*2

*4

*2

*4

*4

*4

*1

*1

*1

*1

*4

*1 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の弁
*2 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系の弁
*3 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系の弁
*4 その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系の弁
*5 冷却水注水配管の弁

*1

*1

*1

*1

*5

*5
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第１接続口）（南ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下２階、地下１階、地上１階 

※１ その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給
設備の化学薬品貯蔵供給系

※２ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の
高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系

※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の
高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液貯槽
※６

第２不溶解残渣廃液貯槽
※６

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※６

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※６

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

※２

※１

※４

※４

※４
※１

※４ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化
設備

※５ 可搬型建屋内ホース
※６ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器

※２

※３

※２

※２

※４

※４
※１

※４

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※５

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット Ｆ

流量調節
ユニット Ｆ

*2

*2

*3

*2

*4

*2

*4

*4

*4

*1

*1

*1

*1

*4

*1

*1

*1

*1

*1 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の弁
*2 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系の弁
*3 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系の弁
*4 その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系の弁
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第２接続口）（北ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下３階、地下２階、地下１階、

地上１階 

※１ 冷却水注水配管
※２ その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給

設備の化学薬品貯蔵供給系
※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の

高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系
※４ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備

の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

※６

※３

※５

※５ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化
設備

※６ 可搬型建屋内ホース
※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器

※３

※４

※３

※３

※５

※５

Ｆ

Ｆ

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１ ※６
※６

Ｆ

Ｆ

※５

※５

※５

Ｆ

Ｆ
流量調節
ユニット

流量調節
ユニット Ｆ

Ｆ
流量調節
ユニット

Ｆ
流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

*3

*5

*3

*4

*1

*1

*4

*4

*4

*4

*4

*4

*4

*4

*1 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系の弁
*2 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系の弁
*3 その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系の弁
*4 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の弁
*5 冷却水注水配管の弁

*1

*1

*2

*5

*3

*1

*1
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第２接続口）（南ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下３階、地下２階、地下１階、

地上１階 

※１ 冷却水注水配管
※２ その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給

設備の化学薬品貯蔵供給系
※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の

高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系
※４ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の

高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

※６

※３

※５

※５ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化
設備

※６ 可搬型建屋内ホース
※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器

※３

※４

※３

※３

※５

※５

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

※５

※５

※５

Ｆ

Ｆ

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※６

※６

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

*3

*4

*3

*1

*1

*4

*4

*4

*4

*4

*4

*4

*4

*1 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系の弁
*2 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系の弁
*3 その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系の弁
*4 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の弁
*5 冷却水注水配管の弁

*1

*1

*2

*5

*4

*3

*1

*1
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第３接続口）（北ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下３階、地下２階、地下１階、

地上１階 

  

※１ 冷却水注水配管
※２ その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の水素掃気用

安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）
※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル

廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発未然防
止設備）

※４ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル
廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発未然防止設備）

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第２不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

※３

※５

※５ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化
設備（水素爆発未然防止設備）

※６ 可搬型建屋内ホース
※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器

※３

※４

※３

※３

※５

※５

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※６

※６

※５

※５

※５

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

Ｔ

L
Ｆ

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

*1 その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の水素掃気用安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）の弁
*2 冷却水注水配管の弁

*1

*1

*2

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第３接続口）（南ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下２階、地下１階、地上１階 

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第２不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

※３

※５

※３

※４

※３

※３

※５

※５

※５

※５

※５

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※６

※６

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※５ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化
設備（水素爆発未然防止設備）

※６ 可搬型建屋内ホース
※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*2

*1 その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の水素掃気用安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）の弁
*2 冷却水注水配管の弁

※１ 冷却水注水配管
※２ その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の水素掃気用

安全圧縮空気系（水素爆発未然防止設備）
※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル

廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発未然防
止設備）

※４ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル
廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発未然防止設備）

※５ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化
設備（水素爆発未然防止設備）

※６ 可搬型建屋内ホース
※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第４接続口）（北ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下３階、地下２階、地下１階、

地上１階 

※１ 冷却水注水配管
※２ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル

廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発未然防
止設備）

※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル
廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発未然防止設備）

※４ 計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発未然
防止設備）

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第２不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

※２

※４

※５ 計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大
防止設備）

※６ 可搬型建屋内ホース
※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器

※２

※３

※２

※２

※５

※５

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※６

※４
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※６
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Ｔ
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Ｔ
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*1
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*1

*1
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*1

*1

*1

*1

*3

*3

*3

*3

*3

*3

*4

*4

*3

*3

*4

*4

*1 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発未然防止設備）の弁
*2 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発未然防止設備）の弁
*3 高レベル廃液ガラス固化建屋の計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発未然防止設備）の弁
*4 高レベル廃液ガラス固化建屋の計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止設備）の弁
*5 冷却水注水配管の弁

*5

※６

341



ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第４接続口）（南ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下３階、地下２階、地下１階、

地上１階 

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第２不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※７

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

※２

※４

※２

※３

※２

※２

※５

※５

※４

※４

※４

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※６

※６

※１ 冷却水注水配管
※２ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル

廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発未然防
止設備）

※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル
廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発未然防止設備）

※４ 計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発未然
防止設備）

※５ 計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大
防止設備）

※６ 可搬型建屋内ホース
※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器
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Ｔ
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*3
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*3
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*3
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*3

*3
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*4

*1 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発未然防止設備）の弁
*2 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発未然防止設備）の弁
*3 高レベル廃液ガラス固化建屋の計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発未然防止設備）の弁
*4 高レベル廃液ガラス固化建屋の計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止設備）の弁
*5 冷却水注水配管の弁

*5
※６
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第５接続口）（北ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下３階、地下２階、地下１階、

地上１階 

※１ 冷却水注水配管
※２ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル

廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発拡大防
止設備）

※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル
廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第２不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液貯槽
※７

※２

※４ 計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止
設備）

※５ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備
（水素爆発拡大防止設備）

※６ 可搬型建屋内ホース
※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器

※２

※３

※５

※５

※５

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１
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Ｔ
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*1 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁
*2 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁
*3 高レベル廃液ガラス固化建屋の計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止設備）の弁
*4 高レベル廃液ガラス固化建屋の固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備（水素爆発拡大防止設備）の弁
*5 その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系の弁
*6 冷却水注水配管の弁
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*2

*3

*3

*3

*3

*5

*4

*4

*5

*4

*4

*6
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第５接続口）（南ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下３階、地下２階、地下１階、

地上１階 

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

第２不溶解残渣廃液貯槽
※７

第１不溶解残渣廃液貯槽
※７

※２

※５

※２

※３

※５

※５

※５

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※６

※６

※１ 冷却水注水配管
※２ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル

廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発拡大防
止設備）

※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル
廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）

※５ 計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止
設備）

※６ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備
（水素爆発拡大防止設備）

※７ 可搬型建屋内ホース
※７ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器
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*5
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*1 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁
*2 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁
*3 高レベル廃液ガラス固化建屋の計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止設備）の弁
*4 高レベル廃液ガラス固化建屋の固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備（水素爆発拡大防止設備）の弁
*5 その他再処理設備の附属施設の化学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系の弁
*6 冷却水注水配管の弁
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第６接続口）（北ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下２階、地上１階 

※１ 冷却水注水配管
※２ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル

廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発拡大防
止設備）

※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル
廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）

（建屋境界）

供給液槽Ａ

供給液槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

※２

※４

※４ 計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止
設備）

※５ 可搬型建屋内ホース

※２

※３

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※５
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流量調節
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流量調節
ユニット

*1 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁
*2 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁
*3 高レベル廃液ガラス固化建屋の計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止設備）の弁
*4 冷却水注水配管の弁
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*3

*3
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*4
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（第６接続口）（南ルート）（貯

水槽から機器への注水） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下２階、地上１階 

（建屋境界）

供給液槽Ａ

供給液槽Ｂ

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

高レベル廃液共用貯槽

※２

※４

※２

※３

※４

⑤より
重大事故等対処共通
設備の水供給設備から

※１

※５

※５

※１ 冷却水注水配管
※２ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル

廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発拡大防
止設備）

※３ 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル
廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）

※４ 計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止
設備）

※５ 可搬型建屋内ホース

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｔ

L

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

*1

*1

*2

*3

*3

*3

*3

*4

*1 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁
*2 高レベル廃液ガラス固化建屋の液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系（水素爆発拡大防止設備）の弁
*3 高レベル廃液ガラス固化建屋の計測制御系統施設の計測制御設備（水素爆発拡大防止設備）の弁
*4 冷却水注水配管の弁
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前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（東ルート及び西ルート）（冷却コイル通水による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地下１階 
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重大事故等対処共通
設備の水供給設備の
貯水槽から

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の
貯水槽へ

精製建屋／ウランプルトニウム混合脱硝建屋の冷却等の機能喪失に対処するための
設備へ

前処理建屋の冷却機能喪失に
対処するための設備から

可搬型排水
受槽

Ｐ

Ｐ

分離建屋の冷却等の機能喪失に対処するための設備の蒸発乾固進行緩和対策設備へ

分離建屋の冷却等の機能喪失に対処するための設備の放出影響緩和設備へ

安全冷却水１Ａ膨張槽

第６一時貯留処理槽

Ｐ

Ｐ

安全冷却水１Ｂ膨張槽

溶解液中間貯槽

高レベル廃液濃縮缶

Ｐ

Ｐ

※１ ※２

※１ ※２

高レベル廃液供給槽

溶解液供給槽
抽出廃液受槽
抽出廃液中間貯槽
抽出廃液供給槽A
抽出廃液供給槽B
第１一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽
第４一時貯留処理槽
第８一時貯留処理槽

※１ ※２

※１ ※２

※１ ※２

※１ ※２

Ｐ

安全冷却水２膨張槽

※１ ※２

※１ ※２

※１ ※２

※１ ※２

冷却水設備の
安全冷却水系

（建屋境界）

※1  可搬型重大事故等対処設備
※2 常設重大事故等対処設備
※3 それぞれの機器の冷却コイルについて可搬型重大事故等対処設備と

常設重大事故等対処設備を個別に接続し、各機器に冷却水を通水する。

※３

※３

分離建屋の冷却等の機能喪失
に対処するための設備の放出
影響緩和設備へ

※ １ 液 体 廃 棄 物 の 廃 棄 施 設 の 高 レ ベ ル 廃 液 処 理 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系
※ ２ 分 離 施 設 の 分 離 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  
※ ３ 分 離 施 設 の 分 離 設 備  
※ ４ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

＊ １  

＊ ２  

*１ 液 体 廃 棄 物 の 廃 棄 施 設 の 高 レ ベ ル 廃 液 処 理 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系 の 弁
*２ 分 離 施 設 の 分 離 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備 の 弁  
*３ 分 離 施 設 の 分 離 設 備 の 弁  
*４ 分 離 施 設 の 分 離 設 備 の 弁 も し く は 分 離 施 設 の 分 離 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備 の 弁  

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（内部ループ通水による冷却）（１／２） 

※ １

※ ４

※ ４

※ ２

※ １

※ ３

※ ２ も し く は ※ ３

※ ４

※ ４

※ ４

※ ４

※ ４

※ ４

※ ４

※ ４

＊ １  

＊ ２  

＊ ２  

＊ １  

＊ １  

＊ ３  

＊ ３  

＊ ４  

＊ ４  
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操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

流量調節弁 手動操作 
分離建屋地下１階、地上１階、 

地上２階、地上３階 

弁 手動操作 
分離建屋地下１階、地上１階、 

地上２階、地上３階 

分離建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（内部ループ通水による冷却）（２／２） 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（冷却コイル通水）（Ａ系列及びＣ系列第１接続口）（南１ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

3 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の

弁 

手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

＊1 ＊1 

＊1 ＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

350



精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（冷却コイル通水）（Ａ系列及びＣ系列第２接続口）（南１ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

3 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の

弁 

手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

＊1 ＊1 

＊1 ＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

351



精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（冷却コイル通水）（Ｂ系列及びＣ系列第１接続口）（南１ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

3 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の

弁 

手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

＊1 ＊1 

＊1 ＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（冷却コイル通水）（Ｂ系列及びＣ系列第２接続口）（南１ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

3 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の

弁 

手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

＊1 ＊1 

＊1 ＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（冷却コイル通水）（Ａ系列及びＣ系列第１接続口）（南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

3 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の

弁 

手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

＊1 ＊1 

＊1 ＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 ＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（冷却コイル通水）（Ａ系列及びＣ系列第２接続口）（南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

3 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の

弁 

手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

＊1 ＊1 

＊1 ＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 ＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（冷却コイル通水）（Ｂ系列及びＣ系列第１接続口）（南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

3 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の

弁 

手動操作 精製建屋 地下２階、地下１階 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

＊1 ＊1 

＊1 ＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 ＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 
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精製建屋の蒸発乾固に対処するための設備の系統概要図（蒸発乾固未然防止設備） 

（冷却コイル通水）（Ｂ系列及びＣ系列第２接続口）（南２ルート） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

2 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

3 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の

弁 

手動操作 精製建屋 地下３階、地下２階 

＊１ 精製施設のプルトニウム精製設備の弁 

＊２ 精製施設の精製建屋一時貯留処理設備の弁 

＊1 ＊1 

＊1 ＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊2 ＊2 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（冷却ジャケット通水による冷却）（東ルート及び西ルート） 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

地下１階 

＊１ 脱硝施設のウラン・プルトニウム混合脱硝設備の溶液系の弁 

＊１ ＊１ 

＊１ ＊１ 

＊１ ＊１ 

＊１ ＊１ 
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（北ルート）（冷却コイル通水

による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下３階、地下２階、地下１階 

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ
※１

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※３

⑩へ
重大事故等
対処共通設備の
水供給設備へ

第１高レベル濃縮廃液貯槽
※１

第２高レベル濃縮廃液貯槽
※１

高レベル廃液共用貯槽
※１

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※３

第１不溶解残渣廃液貯槽
※３

第２不溶解残渣廃液貯槽
※３

高レベル廃液混合槽Ｂ
※１

供給液槽Ａ
※１

供給槽Ａ
※１

供給液槽Ｂ
※１

供給槽Ｂ
※１

⑤より
重大事故等
対処共通設備の
水供給設備から

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２
※７

※６

※６

※４
※７

※４
※７

※５
※８

※５
※８

※９※９

※９

※９

※９

※９

※９

※９ ※９

※９

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
※１

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽
※１

※２
※７

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

※１ 冷却コイル又は冷却ジャケットに
通水する

※２ 冷却コイル８本のうち，健全性が
確認された冷却コイル１本に通水
する

※３ 安全機能喪失により事象が進展し，
沸点に至るまでの時間余裕が大きい
機器

※４ 冷却コイル４本のうち，健全性が
確認された冷却コイル１本に通水
する

※５ 冷却コイル２本のうち，健全性が
確認された冷却コイル１本に通水
する

※６ 冷却水給排水系

※７ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※８ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化設備

※９ 可搬型建屋内ホース

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化設備の弁

*１

*１

*１

*１

*１

*１

*２

*２

*３

*３

*３

*３

*３

*３

*３

*３

*３

*３

*３

*３

*１

*１

*１

*１
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ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（南ルート）（冷却コイル通水

による冷却） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下３階、地下２階、地下１階 

（建屋境界）

高レベル廃液混合槽Ａ
※１

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※３

第１高レベル濃縮廃液貯槽
※１

第２高レベル濃縮廃液貯槽
※１

高レベル廃液共用貯槽
※１

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※３

第１不溶解残渣廃液貯槽
※３

第２不溶解残渣廃液貯槽
※３

高レベル廃液混合槽Ｂ
※１

供給液槽Ａ
※１

供給槽Ａ
※１

供給液槽Ｂ
※１

供給槽Ｂ
※１

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※２
※７

※４
※７

※４
※７

※５
※８

※５
※８

※９

※９

※９

※９

※９

※９

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽
※１

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽
※１

※２
※７

⑤より
重大事故等
対処共通設備の
水供給設備から

※６

※９

※９

⑩へ
重大事故等
対処共通設備の
水供給設備へ

※６

※９

※９

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

流量調節
ユニット

※１ 冷却コイル又は冷却ジャケットに
通水する

※２ 冷却コイル８本のうち，健全性が
確認された冷却コイル１本に通水
する

※３ 安全機能喪失により事象が進展し，
沸点に至るまでの時間余裕が大きい
機器

※４ 冷却コイル４本のうち，健全性が
確認された冷却コイル１本に通水
する

※５ 冷却コイル２本のうち，健全性が
確認された冷却コイル１本に通水
する

※６ 冷却水給排水系

※７ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）

※８ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化設備

※９ 可搬型建屋内ホース

*１ その他再処理設備の附属施設の
給水施設の冷却水設備の安全
冷却水系（再処理設備本体用）
の弁

*２ 冷却水給排水系の弁

*３ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル
廃液ガラス固化設備の弁

*１

*１

*１

*１

*１

*１

*１

*１

*１

*２

*３

*２

*３

*３ *３

*３ *３

*３ *３

*３ *３

*３ *３

*１
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前処理建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（放出低減対策） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 前処理建屋地下３階、地上２

階、地上１階、地下１階 

2 ダンパ 手動操作 前処理建屋地下４階、地下３

階、地下２階、地上１階、地上

２階、地上３階 

3 可搬型排風機 スイッチ操作 前処理建屋地下１階 
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操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

流量調節弁 手動操作 
分離建屋地下２階、地上１階、

地上３階、 

弁 手動操作 
分離建屋地下２階、地下１階、 

地上１階、地上３階、 

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の
貯水槽から Ｆ

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の
貯水槽へ

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の冷却等の機能喪失に
対処するための設備の代替注水設備へ

（建屋境界）

前処理建屋の冷却機能喪失に
対処するための設備から

可搬型排水受槽

Ｐ

精製建屋の冷却等の機能喪失に
対処するための設備の代替注水設備へ

MOX燃料加工施設へ

重大事故等対処共通設備
の管理放出設備へ

放射線配管分岐第１セル

塔槽類廃ガス洗浄塔セル

高レベル廃液
濃縮缶凝縮器

廃ガス リリーフポット

セル

高レベル廃液濃縮缶

Ｐ

Ｔ

Ｐ

※１ 可搬型重大事故等対処設備

※２ 常設重大事故等対処設備

※１

※２

※１

※２

Ｐ

Ｐ Ｐ

第１エジェクタ
凝縮器

凝縮器

Ｐ

冷却水設備の
一般冷却水系

Ｐ

蒸発乾固未然
防止設備から

Ｐ

高レベル廃液濃縮設備の
高レベル廃液濃縮系へ

※２

※２

※１

※２

※１Ｔ

Ｔ

Ｔ

蒸発乾固未然
防止設備へ

蒸発乾固進行緩和設備へ

*１ 液 体 廃 棄 物 の 廃 棄 施 設 の 高 レ ベ ル 廃 液 処 理 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系 の 弁  
*２ 凝 縮 器 の 弁  

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図 

（内部ループ通水による冷却）（１／２） 

分離建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置の系統概要図 

（内部ループ通水による冷却）（２／２） 
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精製建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（放出低減対策） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理

設備の精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔

槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の弁 

手動操作 精製建屋 地下１階、 

地上５階 

2 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃

ガス処理系（プルトニウム系）からセルに

導出するユニットの弁 

手動操作 精製建屋 地上１階、 

     地上４階 

3 気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の精製建

屋換気設備の精製建屋排気系のダンパ 

手動操作 精製建屋 地上２階 

     地上４階 

4 可搬型排風機 スイッチ

操作 

精製建屋 地上４階 

5 流量調節弁 手動操作 精製建屋 地上２階 

6 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃

ガス処理系（プルトニウム系）からセルに

導出するユニットの弁 

手動操作 精製建屋 地上２階、 

地上４階 

 

＊１ 気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備の精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の 

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の弁 

＊２ 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）からセルに導出するユニットの弁 

＊３ 気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の精製建屋換気設備の精製建屋排気系のダンパ 

＊1 ＊２ 

＊３ ＊３ 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図

（放出低減対策） 

操作対象機器リスト 

機器名称 操作方法 操作箇所 

弁 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

地上２階，地上１階，地下２階 

ダンパ 手動操作 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

地下１階，地下２階 

364



 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の系統概要図（放出低減対策） 

操作対象機器リスト 

No. 機器名称 操作方法 操作箇所 

1 弁 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下１階、地上１階 

2 ダンパ 手動操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下１階 

3 可搬型排風機 スイッチ操作 高レベル廃液ガラス固化建屋

地下１階 

第１不溶解残渣廃液一時貯槽
※○

供給液槽Ａ

供給槽Ａ

供給液槽Ｂ

供給槽Ｂ

高レベル廃液混合槽Ａ

高レベル廃液混合槽Ｂ

高レベル廃液共用貯槽

第１不溶解残渣廃液貯槽
※○

第２不溶解残渣廃液貯槽
※○

可搬型フィルタ 可搬型排風機

（建屋境界）

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

※１ 可搬型建屋内ホース
※２ 凝縮器冷却水給排水系
※３ 凝縮液回収系
※４ 固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備
※５ 固化セル
※６ 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備か

らセルに導出するユニットの高性能粒子フィルタ
※７ 気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備の高レ

ベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レ
ベル濃縮廃液廃ガス処理系

※８ 気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の高レベル廃液ガラ
ス固化建屋換気設備の高レベル廃液ガラス固化建屋排
気系

※９ 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備か
らセルに導出するユニット

※１０ セル貫通部
※１１ 気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の高レベル廃液ガ

ラス固化建屋換気設備の高レベル廃液ガラス固化建
屋排気系

※１２ 可搬型ダクト
※１３ 安全機能喪失により事象が進展し，沸点に至るまで

の時間余裕が大きい機器

第１高レベル濃縮廃液貯槽

第２高レベル濃縮廃液貯槽

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽

可搬型デミスタ

放射性配管分岐セル

塔槽類廃ガス処理
第２セル

廃ガス シール
ポット

塔槽類廃ガス
処理第１セル

廃ガス シール
ポット

Ｐ

Ｐ

凝縮液

回収先へ※５
予備

凝縮器

凝縮器 気液
分離器

前処理建屋
塔槽類廃ガス処理設備へ

重大事故等対処共通
設備の管理放出設備へ

Ｒ

第２不溶解残渣廃液一時貯槽
※○

Ｐ Ｐ

Ｔ

Ｐ

※１２ ※１１

※１２※１１

※７

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の貯
水槽から

Ｐ

流量調節
ユニット

重大事故等対処共通
設備の水供給設備の貯
水槽へ

Ｐ

Ｆ

可搬型排水
受槽

※１

※１ ※２ ※１ ※１ ※２ ※１

※１１

本図は，高レベル廃液ガラス固化
建屋の北ルートから凝縮器の第１
接続口に接続した場合の例である。
凝縮器の第２接続口に接続した場
合も同様の系統である。
高レベル廃液ガラス固化建屋の南
ルートから凝縮器にホースを敷設
する場合は，常設重大事故等対処
設備は使用せず，また，接続金具
等の個数及び位置も異なる。

※３

※４
＊３

※６

＊２

＊１ ＊１

＊２

※７

※７

※７

＊４

＊４

※８

＊６

＊６

※１０

※１０

※９

※９

※９

※９

＊５
＊５

＊１ 凝縮器冷却水給排水系の弁
＊２ 凝縮器の弁
＊３ 凝縮液回収系の弁

＊６ 気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の高レベル廃液ガラス固化建屋換
気設備の高レベル廃液ガラス固化建屋排気系のダンパ

＊４ 気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備の高レベル廃液ガラス
固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の弁

＊５ 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出
するユニットの弁
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